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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ 年金積立金の管理及び運用業務 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最終年

度値等） 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10 年度 

令和 
11 年度 

  令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10 年度 

令和 
11 年度 

         予算額（千円） － － － － － 
決算額（千円） － － － － － 
経常費用（千円） － － － － － 
経常利益（千円） － － － － － 

         行政コスト（千

円） 
－ － － － － 

       従事人員数 － － － － － 
              
              

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 
 Ⅰ 年金積立金

の管理及び運用

業務（以下略） 

Ⅰ 年金積立金

の管理及び運用

業務（以下略） 

Ⅰ 年金積立金

の管理及び運用

業務（以下略） 

＜主な定量的指

標＞ 
― 
 
＜その他の指標

＞ 
― 
 
＜評価の視点＞ 

国民に信頼さ

れる持続可能な

公的年金制度を

構築し、適正な事

業運営を図るた

め、（１）年金積

立金の管理及び

運用の基本的な

方針、（２）基本

的な運用手法及

（１）年金積立金の管理及び運用の基本的な方針【Ａ】 

（２）基本的な運用手法及び運用目標【Ａ】 

（３）運用の多様化・高度化【Ａ】 

（４）運用受託機関等の選定、評価及び管理【Ａ】 

（５）リスク管理【Ｓ】 

（６）スチュワードシップ責任を果たすための活動及びＥＳＧ等の非財務的

要素を考慮した投資【Ａ】 

（７）法人の業務運営を支える人材の確保・育成・定着等【Ａ】 

（８）業務のデジタル化の推進等【Ｓ】 

（９）情報発信・広報及び透明性の確保【Ａ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 
評定：A 
  
令和７年度は、国際情勢の不安定化などを背景に、内外の株式・債

券市場の変動率の高い状況が継続した。こうした市場環境の下、マク

ロ経済や市場の分析を強化しつつ、機動的なリバランスを実施し、基

本ポートフォリオに沿った安定的なポートフォリオ管理に注力した。 

その結果、令和７年度における資産全体の収益率は＋16.47％、収

益額は＋41.4兆円となった。一方、令和７年度における資産全体の超

過収益率は、内外株式の大幅な上昇にオルタナティブ資産が追随でき

なかったことが主要因となり、－0.18％となった。年金積立金全体（年

金特会含む）の実質的な運用利回りについて、市場運用開始以降 25年

間の平均では＋4.33％となり、第５期中期目標期間から引き上げられ

た長期的な運用目標（名目賃金上昇率＋1.9％）を上回っている（Ⅰ

‐２参照）。 

 

市場変動が拡大する中でも緻密なリスク管理に努め、基本ポートフ

ォリオからの乖離リスクについて参照値に基づく管理を行うなど、意

図しないリスクを適切に制御した。推定トラッキングエラーは、13～



2 
 

び運用目標、（３）

運用の多様化・高

度化、（４）運用

受託機関等の選

定、評価及び管

理、（５）リスク

管理、（６）スチ

ュワードシップ

責任を果たすた

めの活動及びＥ

ＳＧを考慮した

投資、（７）法人

の業務運営を支

える人材の確保・

育成・定着等、

（８）業務のデジ

タ ル 化 の 推 進

等、（９）情報発

信・広報及び透明

性の確保、の各項

目を実施したか。 

 

 

 

 

 

 

31bp、VaRレシオ 0.98～1.02で推移した。 

 

リスクを適切に制御した上で、基本ポートフォリオの市場平均収益

率を上回る超過収益を獲得することを目的として、アクティブ運用に

も積極的に取り組んだ。追加的なリスクを取ることに見合った超過収

益を獲得できるか、投資戦略ごとに複眼的かつ多角的に評価・管理す

る枠組みに基づき、取組を進めている。 

定量的なデータ分析機能を強化しながら、伝統的資産における新規

ファンドの選定や既存ファンドの入替え、またオルタナティブ資産に

ついても超過収益獲得の確信度の高い案件を着実に積み上げた（Ⅰ‐

３、Ⅰ‐４、Ⅰ‐５参照）。 
 

「サステナビリティ投資方針」に基づき、サステナビリティに関す

るリスク低減や市場全体の持続的成長による長期的な投資収益の拡

大と市場平均収益率の確保との両立を図りながら、サステナビリティ

投資への取組を推進した。 
エンゲージメントの質的向上を通じたインベストメントチェーン

の促進や、ESG 指数・ESG ファンドの選定、当法人が委託している

国内株式運用機関が選ぶ「優れたサステナビリティ開示」の公表など、

サステナビリティ投資全般を促進する活動に注力した（Ⅰ‐６参照）。 
 

運用の高度化及び業務の効率化・安定化を支える基盤として、法人

全体の業務のデジタル化を戦略的に推進した。 
投資判断データの管理等を担う業務系基盤システムについて高度

分析環境等へ移行し新たな「運用業務基盤」を構築したことや、役職

員が日常の業務をより効率的に行うシステム基盤をクラウド型へ全

面移行し新たな「共通業務基盤」を構築したことなど、システム基盤

の構築に加え、組織体制・人材育成・セキュリティ統制を含む包括的

な基盤整備を着実に進めた（Ⅰ‐８参照）。 
 
資産運用やリスク管理の高度化を進めるため、人材の確保・育成に

加えて、持続的な組織運営を可能とする体制強化に努めた。 
人事部を新設し、引き続き中途・新卒採用を積極的に進めるととも

に、キャリア研修や階層別研修を充実させ、職員のキャリアサポート

を行うとともに社内コミュニケーション強化を図った。また、理事長

直下のコンプライアンス室を新設し、運用コンプライアンスを強化す

るとともに、IT システムやデジタル戦略を一元的に管理・推進する

体制を強化した（Ⅰ‐７、Ⅰ－８、Ⅱ－１、Ⅳ‐１参照）。 
 
広報活動については、年金積立金の管理及び運用に対する国民の理

解と信頼を高めることを目的として、SNS やホームページ等のデジ

タル媒体を活用した広範な情報発信に加え、講演会等を通じた直接的

な対話の機会を活用するなど、多層的な広報活動を推進した。 
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 若年層を中心に視聴されやすいショート動画（YouTube）の公開、

大学等への登壇を通じて、将来の被保険者層に対して年金制度や積立

金運用の考え方を直接伝える機会を設けるなど、若年層を含む幅広い

層との接点拡充を図った（Ⅰ－９参照）。 

 

超長期で行う年金積立金の運用成果を単年度実績のみで評価する

ものではないが、ボラティリティが高まる局面があった中でも、リス

クを適切に制御しつつ必要な収益を確保するとともに、長期的な運用

目標を上回る実績を維持し、運用・リスク管理体制や業務基盤の高度

化にも着実に取り組んだことから、所期の目標を上回る成果が得られ

たと判断し、Ａと評価する。 

 

 
＜課題と対応＞ 
 資産規模が拡大する中にあっても、市場インパクトを回避しつ

つ、適時適切なリバランスを継続的に実施するための、投資判断・

執行体制等の更なる高度化を図る。 

 定量的なリスク・リターンの分析・検証を踏まえたアクティブフ

ァンドの新規選定・入替えにより、より安定的な超過収益獲得が

期待できるアクティブファンドポートフォリオを構築する。 

 オルタナティブ投資の定量的な分析手法の改善を図り、超過収益

獲得が期待できる案件を着実に積み上げるとともに、法人ポート

フォリオ全体へのリスク寄与が高いオルタナティブ資産のリス

クをより適切にコントロールする手段・枠組みを検討する。 

 「サステナビリティ投資方針」や改定した「スチュワードシップ

責任を果たすための方針」に沿って ESGを考慮した投資やスチュ

ワードシップ活動の取組を着実に進め、またインパクトを考慮し

た投資についても検討を着実に進める。 

 透明性の確保や情報発信の充実による国民からの一層の理解と

信頼の確保を図る。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１ 年金積立金の管理及び運用の基本的な方針 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間

最終年度値等） 

７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度   ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

株主議決権行使を適

切に行った運用受託

機関の数及び割合 

株主議決権

行使等の適

切な対応 

160/160 
100% 

176/176 
100% 

     予算額（千円） － － － － － 
決算額（千円） － － － － － 
経常費用（千円） － － － － － 
経常利益（千円） － － － － － 

同一企業発行有価証

券の保有に関する制

限を遵守した運用受

託機関（自家運用を

含む）の数及び割合 

同一企業発

行有価証券

の保有に関

する制限の

遵守 

44/44 
100% 

47/47 
100% 

     行政コスト（千

円） 
－ － － － － 

 従事人員数 － － － － － 
        

 
 

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 
 第３ 国民に対

して提供するサ

ービスその他の

業務の質の向上

に関する事項 

 

通則法第 29 条第

２項第２号の国

民に対して提供

するサービスそ

の他の業務の質

の向上に関する

事項は次のとお

りとする。 

 

１．年金積立金の

管理及び運用の

基本的な方針 

（１）年金積立金

第１ 国民に対

して提供するサ

ービスその他の

業務の質の向上

に関する目標を

達成するためと

るべき措置 

 

１．年金積立金の

管理及び運用の

基本的な方針 

（１）年金積立金

の管理及び運用

の基本的な方針 

 

年金積立金の

運用は、年金積立

金が被保険者か

ら徴収された保

第１ 国民に対

して提供するサ

ービスその他の

業務の質の向上

に関する目標を

達成するためと

るべき措置 

 

１．年金積立金の

管理及び運用の

基本的な方針 

（１）年金積立金

の管理及び運用

の基本的な方針 

 

年金積立金の

運用は、年金積立

金が被保険者か

ら徴収された保

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目

標を達成するためとるべき措置 

１．年金積立金の管理及び運用の基本的な方針 

（１）年金積立金の管理及び運用の基本的な方針 

第５期中期計画において、財政検証及び中期目標並びに近年の経済情

勢を踏まえて令和７年３月に策定した基本ポートフォリオ（令和７年４

月から適用）に沿って、リターン・リスク等の特性が異なる複数の資産

への分散投資を基本として、長期的な観点から運用を行っている。 

年金積立金の管理及び運用に関する具体的な方針（運用目標に関する

こと、資産構成並びに管理及び運用の手法に関すること、運用受託機関

の管理に関すること、資産管理機関の管理に関すること、運用受託機関

の選定及び評価等に関すること、自家運用に関すること等を規定。以下

「業務方針」という。）については、年金積立金の管理及び運用の向上等

の観点から、次の見直しを行った。 

令和７年度は、令和７年５月２日、令和７年６月 12日、令和７年 12

月 17日、令和８年２月 26日付で改正を実施し、ホームページにおいて

公表した。 

 

（令和７年５月２日改正） 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 
 

関係法令及び基本的な方針に従い、市場への影響等に十分留意しつ

つ、年金積立金の管理及び運用業務を適切に実施した。 

年金積立金の運用に当たっては、運用資産規模が約 300兆円に拡大

する中、市場の価格形成や民間の投資行動等を歪めないよう、市場へ

の影響に十分配慮した。 

市場のボラティリティが高まる局面においても、マクロ経済動向を

踏まえた幅広い分析、迅速な投資判断、インハウス運用も活用した機

動的なリバランスの執行、執行結果の検証という運用サイクルを着実

に回し、適切に資金の投入及び回収を行った。 

べンチマーク収益率を用いたパフォーマンス評価を日次で把握し、

基本ポートフォリオからの乖離リスクについて参照値に基づく管理

を行うなど、リスクを適切に制御した（Ⅰ－５参照）。 

これらの取組を通じ、基本ポートフォリオに沿った安定的かつ機動

的な運用を実現するとともに、精緻なリスク管理の下で、アクティブ

運用における超過収益獲得に向けた取組を着実に進めた（Ⅰ‐３、Ⅰ

‐４、Ⅰ‐５参照）。 

《インプット情報の記載が困難な理由》 
当法人は、年金積立金の管理及び運用業務のみを行っており、財

務情報等については、業務全般のみを管理している。したがって、

評価項目ごとの財務情報等の記載は不可能。 
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の管理及び運用

の基本的な方針 

年金積立金の運

用に当たっては、

以下の制度上の

枠組みを前提と

して、引き続き、

適切な運用及び

組織運営に努め

ること。  

 ① 年金積立金

の運用は、年金積

立金が被保険者

から徴収された

保険料の一部で

あり、かつ、将来

の年金給付の貴

重な財源である

ことに特に留意

し、専ら被保険者

の利益のために、

長期的な観点か

ら、安全かつ効率

的に行うことに

より、将来にわた

って、年金事業の

運営の安定に資

することを目的

として行う。（厚

生年金保険法第 

79 条の２及び国

民年金法第  75 

条）  

  これにより、

「専ら被保険者

の利益のため」と

いう目的を離れ

て他の政策目的

や施策実現のた

めに年金積立金

の運用を行うこ

と（他事考慮）は

できない仕組み

険料の一部であ

り、かつ、将来の

年金給付の貴重

な財源となるも

のであることに

特に留意し、専ら

被保険者の利益

のために長期的

な観点から安全

かつ効率的に行

うことにより、将

来にわたって年

金事業の運営の

安定に資するこ

とを目的として、

関係法令及び中

期目標の定める

ところに基づき

行う。 

また、「積立金

の管理及び運用

が長期的な観点

から安全かつ効

率的に行われる

ようにするため

の基本的な指針」

(平成２６年総務

省、財務省、文部

科学省、厚生労働

省告示第１号）の

内容に従って年

金積立金の管理

及び運用を行う。 

このため、リタ

ーン・リスク等の

特性が異なる複

数の資産への分

散投資を基本と

して、管理運用主

体（年金積立金管

理運用独立行政

法人（以下「管理

運用法人」とい

険料の一部であ

り、かつ、将来の

年金給付の貴重

な財源となるも

のであることに

特に留意し、専ら

被保険者の利益

のために長期的

な観点から安全

かつ効率的に行

うことにより、将

来にわたって年

金事業の運営の

安定に資するこ

とを目的として、

関係法令並びに

中期目標及び中

期計画の定める

ところに基づき

行う。 

また、「積立金

の管理及び運用

が長期的な観点

から安全かつ効

率的に行われる

ようにするため

の 基 本 的 な 指

針」（平成２６年

７月総務省、財務

省、文部科学省、

厚生労働省告示

第一号。以下「積

立金基本指針」と

いう。）の内容に

従って年金積立

金の管理及び運

用を行う。 

このため、リタ

ーン・リスク等の

特性が異なる複

数の資産への分

散投資を基本と

して、管理運用主

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

（１）年金積立金

の管理及び運用

に当たって、関係

法令に基づく制

度上の枠組みを

前提として、か

つ、中期目標が定

める年金積立金

の運用の基本的

な考え方を踏ま

えて、適切な管理

及び運用並びに

組織運営を行っ

ているか。また、

積立金基本指針

の内容に従って

年金積立金の管

理及び運用を行

っているか。 

 

 

（２）年金積立金

の管理及び運用

に関する具体的

法人全体の外貨資産のリバランスにおいて外国株式と外国債券の決

済サイクル差による制約が生じていることから、伝統的資産用の外貨短

期資産ファンドの新設により、この制約を解消することを目的として、

所要の改正を行った。 

 

（令和７年６月 12日改正） 

伝統的資産用の外貨短期資産ファンドの新設に伴い、資金の管理の委

託先である資産管理機関に対し、資金の管理に付随して、リバランスを

実施する際の一時的な外貨管理を委託する必要性がなくなることから、

所要の改正を行った。 

 

（令和７年 12月 17日改正） 

自家運用に係る債券先物及び株価指数先物の取引先選定における透

明性向上の観点から、注文執行証券会社の選定について公募（以下、「ブ

ローカー・エントリー制」という。）を導入することを目的として、所要

の改正を行った。 

 

（令和８年２月 26日改正） 

自家運用に係る取引対象の明確化を図ることを目的とした改正等の

ほか、匿名組合を通じた投資について、実施可能な投資手法として業務

方法書の変更が認可されたことに伴い、所要の改正を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、法人の運用業務を将来にわたり支えるため、人材の確保・育

成及び情報基盤の整備にも注力した（Ⅰ‐７、Ⅰ‐８参照）。 

本項目は、関係法令等に従って年金積立金の管理及び運用を行うと

いう全ての項目の基礎となるものであるが、資産規模が拡大する中、

市場環境が不安定な局面においても、流動性の確保、機動的なリバラ

ンス、リスクの管理・抑制、超過収益の獲得に向けた取組をバランス

良く実行するとともに、それらを支える基盤整備を着実に進めたこと

から、所期の目標を上回る成果が得られたと判断し、Ａと評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【評価の視点】 

（１）年度計画に定める所期の目標を達成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）年度計画に定める所期の目標を達成している。 
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となっている。  

 ② 外部運用機

関への委託運用

においては、投資

判断の全部を一

任する投資一任

契約の締結によ

り行う。（年金積

立金管理運用独

立行政法人法（平

成 16 年法律第 

105 号。以下「法」

という。）第 21 

条等）  

  これにより、

法人が金融市場

や企業経営に直

接の影響を与え

ないよう、株式運

用に当たっては、

特定の企業を投

資対象とする等

の個別の銘柄選

択や指示をする

ことはできない

仕組みとなって

いる。  

 ③ 法人の中期

計画は、年金積立

金の運用が市場

その他の民間活

動に与える影響

に留意しつつ、安

全かつ確実を基

本とし、運用が特

定の方法に集中

せず、かつ、厚生

年金保険法第 79 

条の２等の目的

に適合するもの

でなければなら

ない。（法第 20 

条第２項） 

う。）、国家公務員

共済組合連合会、

地方公務員共済

組合連合会及び

日本私立学校振

興・共済事業団を

いう。以下同じ。）

が共同して、積立

金の資産の構成

の目標（以下「モ

デルポートフォ

リオ」という。）を

定め、これを参酌

して、長期的な観

点からの資産構

成割合（以下「基

本ポートフォリ

オ」という。）を策

定し、年金積立金

の運用を行う。 

なお、その際に

は、年金積立金の

管理及び運用に

関する具体的な

方針を策定し、公

表するとともに、

経済環境が激し

く変化すること

を踏まえ、適時適

切にその内容に

ついて検討を加

え、必要に応じて

速やかに見直し

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

体（年金積立金管

理運用独立行政

法人（以下「管理

運用法人」とい

う。）、国家公務員

共済組合連合会、

地方公務員共済

組合連合会及び

日本私立学校振

興・共済事業団を

いう。以下同じ。）

が共同して、積立

金の資産の構成

の目標（以下「モ

デルポートフォ

リオ」という。）を

定め、これを参酌

して、長期的な観

点からの資産構

成割合（以下「基

本ポートフォリ

オ」という。）を策

定し、年金積立金

の運用を行う。 

なお、その際に

は、年金積立金の

管理及び運用に

関する具体的な

方針を策定し、公

表するとともに、

経済環境が激し

く変化すること

を踏まえ、適時適

切にその内容に

ついて検討を加

え、必要に応じて

速やかに見直し

を行う。 

 

 

 

 

 

な方針について、

適時適切にその

内容について検

討を加え、必要に

応じて速やかに

見直しを行って

いるか。 
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年金積立金の運

用に当たっては、

以下の基本的な

考え方を踏まえ

ること。  

 ① 法人は長期

運用機関である

ことから、株式市

場や為替市場を

含む市場の一時

的な変動に過度

にとらわれるこ

となく、資産の長

期保有により、資

産や地域等の分

散投資の推進と

あいまって、利子

や配当収入を含

め、長期的かつ安

定的に経済全体

の成長の果実を

獲得していくこ

と。      

② 公的性格を有

する法人の特殊

性に鑑みると、公

的運用機関とし

ての投資行動が

市場の価格形成

や民間の投資行

動等を歪めるこ

とがないように

十分留意するこ

と。  

 ③ 法人は、世界

最大級の機関投

資家であり、法人

の投資行動が市

場に与える影響

が大きいことに

十分留意するこ

と。 
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積立金の管理及

び運用が長期的

な観点から安全

かつ効率的に行

われるようにす

るための基本的

な指針（平成 26 

年総務省、財務

省、文部科学省、

厚生労働省告示

第１号）を踏ま

え、その内容に従

って年金積立金

の管理及び運用

を行うこと。 

 

（２）年金積立金

の管理及び運用

に関し遵守すべ

き事項  

 

 ① 受託者責任

の徹底 

慎重な専門家

の注意義務及び

忠実義務の遵守

を徹底すること。  

  

 

 ② 市場及び民

間の活動への影

響に対する考慮 

年金積立金の

運用に当たって

は、市場の価格形

成や民間の投資

行動等を歪めな

いよう、特に、資

金の投入及び回

収に当たって、特

定の時期への集

中を回避すると

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）年金積立金

の管理及び運用

に関し遵守すべ

き事項 

 

①受託者責任の

徹底 

慎重な専門家

の注意義務及び

忠実義務の遵守

を徹底する。 

 

 

②市場及び民間

の活動への影響

に対する考慮 

年金積立金の

運用に当たって

は、市場の価格形

成や民間の投資

行動等を歪めな

いよう、特に、資

金の投入及び回

収に当たって、特

定の時期への集

中を回避すると

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）年金積立金

の管理及び運用

に関し遵守すべ

き事項 
 
①受託者責任の

徹底 
慎重な専門家

の注意義務及び

忠実義務の遵守

を徹底する。 
 

 
②市場及び民間

の活動への影響

に対する考慮 
年金積立金の

運用に当たって

は、市場の価格形

成や民間の投資

行動等を歪めな

いよう、特に、資

金の投入及び回

収に当たって、特

定の時期への集

中を回避すると

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）慎重な専門

家の注意義務及

び忠実義務の遵

守を徹底してい

るか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）市場の価格

形成や民間の投

資行動を歪めな

いよう、特に、資

金の投入及び回

収に当たって、特

定の時期への集

中を回避すると

ともに、市場規模

を考慮し、自ら過

大なマーケット

インパクトを受

けることがない

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）年金積立金の管理及び運用に関し遵守すべき事項 

 

 

 

 

①  受託者責任の徹底 

法令等の遵守について、投資原則・行動規範をはじめとする関係法令

及び業務方針等の遵守徹底のため、これらを法人内ネットワーク上に掲

載し、内部規程等の改正の都度、メール等により役職員に周知を行うと

ともに、法令等遵守の推進を目的とした各種取組を実施した（Ⅳ－1 参

照） 

 

 

② 市場及び民間の活動への影響に対する配慮 

寄託金の受入れや償還による収益への影響、市場に与えるインパク

ト等を検討して適切な資産を選定し、時機を見つつ売却する対応を行

った。（Ⅰ-２参照） 

 資金の投入及び回収に際しての市場への影響については、適切に配

慮しており、市場に過大なインパクトがないように実施した。市場の

動きに対して、市場影響やコスト等を勘案して迅速に投資判断し、執

行する運用体制を確立している。 

・投資委員会において、市場や経済動向等を幅広く分析し、迅速に対

処方針を決定した。 

・リバランスのための専門のチームにおいて市場影響やコスト等を勘

案しつつ執行計画を作成し、運用受託機関ときめ細かく調整した。 

・インハウスファンドにおいて流動性の高い債券先物及び株価指数先

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）年度計画に定める所期の目標を達成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）市場変動が高い局面があった中でも、市場影響や執行コスト等

を勘案しつつ適時適切なリバランスを実施しており、所期の目標

を上回る成果が得られた。 
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ともに、市場規模

を考慮し、自ら過

大なマーケット

インパクトを受

けることがない

よう、十分留意す

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）他の管理運

用主体との連携 

他の管理運用

主体（国家公務員

共済組合連合会、

地方公務員共済

ともに、情報発信

を含む自らの行

動が市場に過大

なインパクトを

与えることで、結

果的に自ら不利

益を被ることが

ないよう、十分留

意する。 

また、企業経営

等に直接的かつ

過大な影響が及

ばないよう十分

に考慮し、以下の

点について配慮

する。 

 

 

 

 

 

ⅰ 運用受託機

関ごと（自家運用

を含む。）に同一

企業発行有価証

券の保有につい

て制限を設ける。 

 

 

 

 

ⅱ 株式運用に

おいて個別銘柄

の選択は行わな

い。 

 

 

（３）他の管理運

用主体との連携 

他の管理運用

主体に対して必

要な情報の提供

を行う等、相互に

ともに、情報発信

を含む自らの行

動が市場に過大

なインパクトを

与えることで、結

果的に自ら不利

益を被ることが

ないよう、十分留

意する。 

また、企業経営

等に直接的かつ

過大な影響が及

ばないよう十分

に考慮し、以下の

点について配慮

する。 

 

 

 

 

 

ⅰ 同一企業発

行有価証券の保

有状況について

制限を設け、運用

受託機関からの

運用状況の報告

に併せて、遵守状

況を確認する。 

 

 

ⅱ 株式運用に

おいて個別銘柄

の選択は行わな

い。 

 

 

（３）他の管理運

用主体との連携 
他の管理運用

主体に対して必

要な情報の提供

を行う等、相互

よう十分留意し

ているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）企業経営等

に与える影響を

十分に考慮しつ

つ、株主議決権行

使等について適

切な対応を行っ

ているか。 

 
 
（６）運用受託機

関ごと（自家運用

を含む。）に同一

企業発行有価証

券の保有につい

て制限を設け、保

有状況の確認を

行っているか。 

 

 

（７）株式運用に

おいて個別銘柄

の選択を行って

いないか。 

 

 

（８）他の管理運

用主体に対して

必要な情報の提

供を行う等、相互

に連携を図りな

がら協力するよ

物を活用するとともに、先物の残高が定められた利用範囲を超過しな

いよう、前日時点の先物及びキャッシュの残高を自動的に捕捉する仕

組みを構築し管理した。 

・資金の投入・回収の都度、売買が市場に影響を与えていないかどう

か事後検証を実施した。 

・市場のボラティリティが高まる局面においても、マクロ経済動向を

踏まえた幅広い分析、迅速な投資判断、インハウス運用も活用した機

動的なリバランスの執行、執行結果の検証という運用サイクルを着実

に回し、運用の安定性を確保した。 

・運用受託機関構成の変更等に伴い、資金を回収し再配分する際には、

現物移管や分散執行等により、市場の価格形成に影響を与えないよう

に実施した。 

企業経営等に与える影響を十分に考慮し、株主総会における個々の

議案に対する判断を管理運用法人として行わないこととしており、適

切な対応を行っている。 

また、民間企業の経営に対して過大な影響を及ぼさないよう、十分

に考慮し以下の取組を実施した。 

 

 

 

 

ⅰ 民間企業の経営に与える影響に配慮し、同一企業発行有価証券の保

有が当該企業の発行済株式総数の５％以下となるよう引き続き求め

ている。 

 

ⅱ 民間の企業経営等に与える影響を考慮し、株式運用については民間

の運用受託機関に委託し管理運用法人自ら個別銘柄の選択は行わず、

また、運用受託機関に個別銘柄指図も行わなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）他の管理運用主体との連携 

 

国家公務員共済組合連合会、地方公務員共済組合連合会、日本私立学

校振興・共済事業団及び当法人の４管理運用主体間で、各主体の基本ポ

ートフォリオの検証状況について相互に共有する等、情報連携に努め

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）年度計画に定めた目標を達成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）年度計画に定める所期の目標を達成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）年度計画に定める所期の目標を達成している。 

 

 

 

 

 

（８）年度計画に定めた目標を達成している。 
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組合連合会及び

日本私立学校振

興・共済事業団を

いう。以下同じ。）

に対して必要な

情報の提供を行

う等、相互に連携

を図りながら協

力するよう努め

ること。 

連携を図りなが

ら協力するよう

努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に連携を図りな

がら協力するよ

う努める。 

 

う努めているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈課題と対応〉 

 第５期中期目標の達成に向け、運用環境の変化や運用資産額の拡

大等に着実に対応しながら、年金積立金の管理及び運用業務を遂

行する。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２ 基本的な運用手法及び運用目標 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度   ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

資産全体のベンチ

マーク収益率の確

保 

資産全体のベン

チマーク収益率

の確保 

資産全体に対する超過

収益率  

-0.18％      予算額（千円） － 
－ － － － 

各資産のベンチマ

ーク収益率の確保 
各資産のベンチ

マーク収益率の

確保 

国内債券に対する超過

収益率  

+0.26％      決算額（千円） 
－ － － － － 

外国債券に対する超過

収益率  

+0.17％      経常費用（千円） 
－ － － － － 

国内株式に対する超過

収益率  

-0.03％      経常利益（千円） 
－ － － － － 

外国株式に対する超過

収益率  

-0.60％      行政コスト（千

円） － － － － － 

基本ポートフォリ

オを検証した回数 

基本ポートフォ

リオ策定時に想

定した運用環境

が現実から乖離

していないか等

についての検証

への対応 

１回 1 回 

 
     従事人員数 

－ － － － － 

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《インプット情報の記載が困難な理由》 
当法人は、年金積立金の管理及び運用業務のみを行っており、財

務情報等については、業務全般のみを管理している。したがって、

評価項目ごとの財務情報等の記載は不可能。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 
 ３．基本的な運用

手法及び運用目標 
（１）長期的な観

点からの資産構成

割合に基づく運用 
年金積立金の運

用は、厚生年金保

険法第２条の４第

１項及び国民年金

法第４条の３第１

項に規定する財政

の現況及び見通し

並びに年金積立金

の運用において将

来合理的に法人に

期待できる運用利

回りの水準を踏ま

え、長期的に年金

積立金の実質的な

運用利回り（年金

積立金の運用利回

りから名目賃金上

昇率を差し引いた

もの）1.9％を最低

限のリスクで確保

することを目標と

し、この運用利回

りを確保するよ

う、年金積立金の

管理及び運用にお

ける長期的な観点

からの資産構成割

合（以下「基本ポ

ートフォリオ」と

いう。）を定め、こ

れに基づき管理を

行うこと。 
その際、市場の

価格形成や民間の

投資行動等を歪め

３．基本的な運用

手法及び運用目標 

（１）基本ポート

フォリオに基づく

運用 

 

 年金積立金の運

用は、長期的に積

立金の実質的な運

用利回り（積立金

の運用利回りから

名目賃金上昇率を

差し引いたもの）

１．９％を最低限

のリスクで確保す

ることを目標と

し、この運用利回

りを確保するよ

う、年金積立金の

管理及び運用にお

ける長期的な観点

からの基本ポート

フォリオを定め、

これを適切に管理

する。 

利子や配当収入を

含め、世界経済の

成長の果実を長期

的かつ安定的に獲

得するとともに、

リスク管理の観点

から、資産や地域

等を分散させた長

期国際分散投資を

基本とする。  

その際、市場の

価格形成や民間の

投資行動等を歪め

ないよう配慮す

る。 

３．基本的な運用

手法及び運用目標 
（１）基本ポート

フォリオに基づく

運用 
 
基本ポートフォ

リオに基づきリバ

ランス等を行い、

これを適切に管理

する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．基本的な運用手法及び運用目標 
 
（１）基本ポートフォリオに基づく運用 
   資産全体の資産構成割合と基本ポートフォリオとの乖離状況について

は、原則毎営業日ベースで把握し、基本ポートフォリオの乖離許容幅の

範囲内に収まるようにリバランスを行い、適切に管理することとしてい

る。また、適切かつ円滑なリバランスを実施するため、市場動向の把握・

分析等を行う等、基本ポートフォリオを適切に管理するために必要な措

置を講じている。その結果、乖離許容幅の上限または下限に達すること

はなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 
 

国際情勢の不安定化などを背景に内外ともに株式・債券市場にお

いてボラティリティが高い状況が継続する中でも、機動的なリバラ

ンスを行い、基本ポートフォリオに沿った安定的なポートフォリオ

管理に注力した。その結果、令和７年度における資産全体の収益率

及び収益額は、それぞれ＋16.47％、＋41.4 兆円となった。 
また、国の年金特別会計で管理する積立金を含めた年金積立金全

体の実質的な運用利回りをみると、市場運用を開始した平成 13 年

度以降 25 年間の平均で＋4.33％となっており、令和７年度以降の長

期的な運用目標である＋1.9％を安定的に上回っている。 
資産全体の超過収益率については、－0.18％（うち伝統的資産－

0.02%、オルタナティブ資産－0.15%）となった。 
オルタナティブ資産は、投資回収までの期間が中長期に及び、価

格調整にも時間を要する点において伝統的資産とは異なる資産特性

を有する。そのため、内外株式が短期間に大幅上昇した令和７年度

においては資産全体の超過収益率マイナスの主要因となった。ただ

し、オルタナティブ資産の収益率は安定的に推移しており、令和 7
年度においても、＋10.0％の収益率を確保している。また、運用開

始来の内部収益率は＋10.8％とオルタナティブ資産に期待する中長

期的な収益率は概ね確保している（Ⅰ－３参照）。 
リスク指標については参照値に基づき適切に制御しており、推定

トラッキングエラーは 13～31bp、VaR レシオは 0.98～1.02 で推移

し、安定的な水準を維持している（Ⅰ‐５参照）。 
さらに、伝統的資産において、アクティブポートフォリオ内の分

散効果を高め超過収益の底上げが期待できる新規アクティブファン

ドを選定する取組や、オルタナティブ資産における分析体制・イン

フラの強化等により、超過収益獲得の確度を高める取組を着実に進

めた（Ⅰ‐３、Ⅰ‐４参照）。 
加えて、市場混乱時や緊急時においても年金給付等に必要な流動

性を確保するため、債券貸付運用スキームを活用した資金調達体制

を構築するなど、流動性管理機能の強化を図った。 
以上のとおり、各資産の価格変動が大きい市場環境下においても

基本ポートフォリオのリターンの再現に努め、年金財政上必要な運

用利回りを最低限のリスクで確保するという目標の達成に加え、そ

の持続性を高める取組を着実に進めたことから、本項目については

所期の目標を上回る成果が得られたと判断し、A と評価する。 
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ないよう配慮する

こと。 
 

 
（２）ベンチマー

ク収益率の確保 
市場平均収益率

の確保の観点か

ら、中期目標期間

において、資産全

体の複合ベンチマ

ーク収益率（各資

産のベンチマーク

収益率を基本ポー

トフォリオの割合

で加重平均して算

出したものをい

う。以下同じ。）を

確保すること。そ

の際、各年度にお

いては、運用実績

の評価に当たって

は資産配分要因に

加えて個別資産要

因の評価も重要で

あることに鑑み、

資産全体の複合ベ

ンチマーク収益率

及び各資産のベン

チマーク収益率を

確保するよう努め

ること。 
ベンチマークに

ついては、市場を

反映した構成であ

ること、投資可能

な有価証券により

構成されているこ

と、その指標の詳

細が開示されてい

ること等を勘案し

つつ適切な市場指

標を用いること。 

 
 
 
 

（２）ベンチマー

ク収益率の確保 

 市場平均収益率

の確保の観点か

ら、中期目標期間

において、資産全

体の複合ベンチマ

ーク収益率（各資

産のベンチマーク

収益率を基本ポー

トフォリオの割合

で加重平均して算

出したものをい

う。以下同じ。）を

確保する。その際、

各年度における資

産全体の複合ベン

チマーク収益率及

び各資産のベンチ

マーク収益率を確

保するよう努め

る。 

ベンチマークにつ

いては、市場を反

映した構成である

こと、投資可能な

有価証券により構

成されているこ

と、その指標の詳

細が開示されてい

ること等を勘案し

つつ適切な市場指

標を用いる。 

パフォーマンス評

価に当たっては、

ベンチマーク収益

率をもとに適切な

方法を用いるとと

もに、その結果を

 
 
 
 
（２）ベンチマー

ク収益率の確保 
令和７年度にお

ける資産全体の複

合ベンチマーク収

益率（各資産のベ

ンチマーク収益率

を基本ポートフォ

リオの割合で加重

平均して算出した

ものをいう。以下

同じ。）及び各資産

のベンチマーク収

益率を確保するよ

う努める。 
ベンチマークにつ

いては、中期計画

に基づく適切な市

場指標を用いる。 
パフォーマンス

評価に当たって

は、ベンチマーク

収益率をもとに適

切な方法を用いる

とともに、その結

果を経営委員会に

報告する。その際、

要因分析の精緻化

や透明性の向上等

の観点から、資産

配分効果、ベンチ

マーク選択効果、

ファンド選択効果

等、できる限り投

資行動に沿った要

因分解を行い、投

資行動のＰＤＣＡ

サイクルが回るよ

うに努める。 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

（１）長期的に年

金積立金の実質

的 運 用 利 回 り

1.9％を、引き続

き、最低限のリス

クで確保するよ

う、基本ポートフ

ォリオに基づく

年金積立金の管

理及び運用を適

切に行っている

か。 

 

 

 

 

 

（２）市場平均収

益率の確保の観

点から、中期目標

期間において、資

産全体の複合ベ

ンチマーク収益

率を確保してい

るか。その際、各

年度における資

産全体の複合ベ

ンチマーク収益

率及び各資産の

ベンチマーク収

益率を確保する

よう努めている

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ベンチマーク収益率の確保 

【資産全体の対複合ベンチマーク超過収益率】 

令和７年度の資産全体の評価ベンチマークに対する超過収益率は、次の

とおりである。 

●令和７年４月～令和８年３月 

  

   

令和７年度においては、資産全体の収益率及び収益額は、それぞれ

+16.47％、+41.4 兆円、超過収益率は-0.18％となった。 

国の年金特別会計で管理する積立金を含めた年金積立金全体につい

て、実質的な運用利回りをみると、市場運用を開始した平成 13年度以降

の 25年間の平均で＋4.33％となっており、令和７年度以降の長期的な運

用目標 1.9％を上回っている。 

 

 

【資産全体の対複合ベンチマーク超過収益率の要因分析】 

 

 

 

令和７年度のパフォーマンス計測にあたっては、インフラストラクチ

ャー及び不動産について、基本ポートフォリオに合わせて円貨・外貨比

率を調整の上で伝統資産及びプライベート・エクイティから分離すると

ともに、投資行動をより精緻に計測するため、約定日ベース、先物取引

の想定元本等を加味したベースとした。 

 

 

 

 

【伝統資産＋プライベート・エクイティの対複合ベンチマーク超過収益

率の要因分析】 

令和７年度のパフォーマンス計測にあたっては、資産配分効果、ベン

チマーク選択効果、ファンド選択効果等の要因分析に加え、金利やクレ

 

 

 

【評価の視点】 

（１）各資産の価格変動が大きい市場環境下においても、機動的な

リバランスを適時適切に実施することで、基本ポートフォリオ

のリスク・リターンの再現に努めており、年度計画に定める所

期の目標を達成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）オルタナティブ資産が内外株式の大幅な上昇に追随できなか

ったことが主要因となり資産全体の超過収益率はマイナスとな

ったものの、各資産別では４資産中２資産で超過収益を確保し

た。アクティブ運用ポートフォリオ内の分散効果を高め超過収

益の底上げが期待できる新規アクティブファンドを選定する取

組や、オルタナティブ資産における分析体制・インフラの強化

等により、将来の超過収益獲得の確度を高める取組を着実に推

進（Ⅰ-３、Ⅰ-４参照）しており、年度計画に定める所期の目

標を達成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：％）

超過収益率

資産全体 -0.18 
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運用実績の検証

に当たっては、要

因分析の精緻化や

透明性の向上等の

観点から、できる

限り投資行動に沿

った要因分解を行

うよう努めるこ

と。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

経営委員会に報告

する。その際、要

因分析の精緻化や

透明性の向上等の

観点から、資産配

分効果、ベンチマ

ーク選択効果、フ

ァンド選択効果

等、できる限り投

資行動に沿った要

因分解を行い、投

資行動のＰＤＣＡ

サイクルが回るよ

うに努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

なお、ベンチマ

ーク収益率との比

較による評価は、

厚生労働大臣への

寄託金の償還及び

年金特別会計への

納付等のためベン

チマークに含まれ

ない短期資産を保

有する必要がある

こと、税金及び取

引執行費用等はベ

ンチマーク収益率

に反映されていな

いこと等を踏まえ

て行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）ベンチマー

クについては、市

場を反映した構

成であること、投

資可能な有価証

券により構成さ

れていること、そ

の指標の詳細が

開示されている

こと等を勘案し

つつ適切な市場

指標を用いてい

るか。 

 

（４）パフォーマ

ンス評価に当た

っては、ベンチマ

ーク収益率をも

とに適切な方法

を用いるととも

に、その結果を経

営委員会に報告

しているか。その

際、要因分析の精

緻化や透明性の

向上等の観点か

ジット等のリスク・ファクターや投資戦略ごとの要因分解を行うなど、

投資行動のＰＤＣＡサイクルに寄与するための分析を行った。 

令和７年度の複合ベンチマーク収益率に対する超過収益率を、①資産

配分要因、②ベンチマーク要因、③ファンド要因、④その他要因（誤差

含む）の４つに分解した結果は、次のとおりである。 

なお、基本ポートフォリオに基づく資産全体の超過収益率確保の観点

から、為替リスクや金利リスク等については、資産全体でリスク管理を

行った。 

 

【インフラストラクチャー＋不動産の対複合ベンチマーク超過収益率の

要因分析】 

令和７年度のパフォーマンス計測にあたっては、資産の特性を考慮

し、「伝統資産＋プライベート・エクイティ」から分離して要因分解を行

うなど、投資行動のＰＤＣＡサイクルに寄与するための分析を行った。 

令和７年度の複合ベンチマーク収益率に対する超過収益率を、①イン

フラストラクチャー、②不動産、③為替調整、④短期資産の４つに分解

すると、次のとおりである。 

 

 

【各資産の対評価ベンチマーク超過収益率】 

令和７年度の各資産の評価ベンチマークに対する超過収益率は、次の

とおりである。 

●令和７年４月～令和８年３月  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）年度計画に定める所期の目標を達成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）約定日ベースや先物想定元本を加味したパフォーマンス計測

と資産配分・ベンチマーク選択・ファンド選択等の多面的な要

因分析を行い、その結果を組織内で共有して投資判断に活用す

ることで、投資行動の PDCA サイクルを強化しており、年度計画

に定める所期の目標を上回る成果が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：％）

インフラ

ストラクチャー①

不動産

②

為替調整

③

短期資産

④

寄与度

①＋②＋③＋④

-0.02 -0.02 -0.06 -0.00 -0.11 全体:-0.11％

資産全体のうち「インフラストラクチャー＋不動産」ポートフォリオの超過収益率の要因分解
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（３）モデルポー

トフォリオの策定

及び見直し 
他の管理運用主

体と共同して、基

本ポートフォリオ

を定めるに当たっ

て参酌すべき積立

金の資産の構成の

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）モデルポー

トフォリオの策定 

他の管理運用主体

と共同して、モデ

ルポートフォリオ

を策定する。 

 

（４）モデルポー

トフォリオの見直

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ら、資産配分効

果、ベンチマーク

選択効果、ファン

ド選択効果等、で

きる限り投資行

動に沿った要因

分解を行い、投資

行動のＰＤＣＡ

サイクルが回る

ように努めてい

るか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）他の管理運

用主体と共同し

て、基本ポートフ

ォリオを定める

に当たって参酌

すべき積立金の

資産の構成の目

標（以下、「モデ

ルポートフォリ

 

各資産については、国内債券と外国債券はプラスの超過収益率、国内

株式と外国株式はマイナスの超過収益率となった。 

国内債券については、+0.26％の超過収益率となった。金利リスク要

因や外部委託のアクティブ運用がプラスに寄与した。 

外国債券については、+0.17％の超過収益率となった。社債のオーバ

ーウェイトやアクティブ運用がプラスに寄与した。 

国内株式については、-0.03％の超過収益率となった。アクティブ運

用がプラスに寄与する一方、ESGパッシブ運用がマイナスに寄与した。 

   外国株式については、-0.60％の超過収益率となった。アクティブ運用

がプラスに寄与する一方、ESG パッシブ運用とオルタナティブ資産がマ

イナスに寄与した。 

 

【各資産の対評価ベンチマーク超過収益率の要因分析】 

令和７年度の各資産の対評価ベンチマーク収益率に対する超過収益率

を、①マネジャー・ベンチマークを選択した効果であるベンチマーク要

因、②運用受託機関を選択した効果であるファンド要因、③その他要因

（誤差を含む）の３つに分解した結果は、次のとおりである。 

なお、資産全体の超過収益率を確保するため、為替リスクや金利リス

ク等については、資産全体でリスク管理を行った。 

 

 

【ベンチマーク】 

ベンチマークについては、市場を反映した構成であり、投資可能な有

価証券により構成され、かつ、その指標の詳細が開示されていることを

勘案しつつ、適切な市場指標を用いた。 

 

 

 

（３）モデルポートフォリオ 
現在のモデルポートフォリオは、他の管理運用主体と共同して定めて

おり、運用の目標に沿った資産構成とし、フォワードルッキングなリス

ク分析を踏まえて長期的な観点から設定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）年度計画に定めた目標を達成している。 
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目標（以下「モデ

ルポートフォリ

オ」という。）を定

めること。  
財政の現況及び

見通しが作成され

たときや、モデル

ポートフォリオ策

定時に想定した運

用環境が現実から

乖離している等、

必要があると認め

るときは、他の管

理運用主体と共同

して、モデルポー

トフォリオに検討

を加え、必要に応

じ、これを変更す

ること。 
 

 
 

 
（４）基本ポート

フォリオの策定及

び見直し 
経営委員会は、

基本ポートフォリ

オを、モデルポー

トフォリオを参酌

して、運用の目標

に沿った資産構成

とし、資産の管理

及び運用に関し一

般に認められてい

る専門的な知見並

びに内外の経済動

向を考慮して、フ

ォワード・ルッキ

ングなリスク分析

を踏まえて長期的

な観点から策定す

ること。  

し 

モデルポートフ

ォリオ策定時に想

定した運用環境が

現実から乖離し、

又は大きく変化す

る可能性がある

等、経営委員会が

その必要性を認め

るときは、他の管

理運用主体と共同

して、モデルポー

トフォリオに検討

を加え、必要な修

正を行う。このよ

うなモデルポート

フォリオの検証

は、基本ポートフ

ォリオの検証にお

いて必要と判断さ

れたときに実施す

る。 

 

（５）基本ポート

フォリオの基本的

考え方 

経営委員会が策

定する基本ポート

フォリオは、モデ

ルポートフォリオ

を参酌し、運用の

目標に沿った資産

構成割合とし、資

産の管理及び運用

に関し一般に認め

られている専門的

な知見並びに内外

の経済動向を考慮

して、フォワード・

ルッキングなリス

ク分析を踏まえて

長期的な観点から

策定する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）基本ポート

フォリオ 
モデルポートフ

ォリオに即し、次

の基本ポートフォ

リオに基づき、年

金積立金の管理及

び運用を行う。 

・資産構成割合 
国内債券２５％ 
外国債券２５％ 
国内株式２５％ 
外国株式２５％ 
・乖離許容幅 
国内債券±６% 
外国債券±５% 
国内株式±６% 
外国株式±６% 
債券全体±９% 
株式全体±９% 

オ」という。）を

定めているか。 

 

 

（６）モデルポー

トフォリオにつ

いて、財政の現況

及び見通しが作

成されたときや

策定時に想定し

た運用環境が現

実から乖離して

いる等、必要があ

ると認めるとき

は、他の管理運用

主体と共同して、

検討を加え、必要

に応じ、これを変

更しているか。 

 

 

 

 

（７）基本ポート

フォリオについ

て、運用目標に沿

った資産構成割

合とし、フォワー

ドルッキングな

リスク分析を踏

まえて長期的な

観点から策定し

ているか。その

際、名目賃金上昇

率から下振れリ

スクが全額国内

債券運用の場合

を超えないこと

とするとともに、

株式等は想定よ

りも下振れ確率

が大きい場合が

あることを十分

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）基本ポートフォリオ 
令和７年度においては第５期中期計画において定めた基本ポートフォ

リオ及び乖離許容幅に基づき年金積立金の運用を行った。なお、第５期

中期計画の基本ポートフォリオは、運用目標（名目運用利回りから名目

賃金上昇率を差し引いた実質的な運用利回り 1.9％）やモデルポートフ

ォリオに沿った資産構成割合とし、フォワードルッキングなリスク分析

を踏まえて長期的な観点から策定されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）年度計画に定めた目標を達成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）年度計画に定めた目標を達成している。 
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その際、名目賃

金上昇率から下振

れするリスクが全

額国内債券運用の

場合を超えないこ

ととするととも

に、株式等は想定

よりも下振れ確率

が大きい場合があ

ることも十分に考

慮すること。また、

予定された積立金

額を下回る可能性

の大きさを適切に

評価するととも

に、より踏み込ん

だ複数のシナリオ

で実施する等、リ

スクシナリオ等に

よる検証を行うこ

と。 
市場動向を踏ま

えた適切なリスク

管理等を行い、基

本ポートフォリオ

の策定時に想定し

た運用環境が現実

から乖離していな

いか等について毎

年度検証を行い、

必要があると認め

るときは、中期目

標期間中であって

も、基本ポートフ

ォリオの見直しの

検討を行うこと。

なお、市場への影

響等に鑑み必要が

あると認めるとき

は、ポートフォリ

オを見直し後の基

本ポートフォリオ

に円滑に移行させ

その際、名目賃

金上昇率からの下

振れリスクが全額

国内債券運用の場

合を超えないこと

とするとともに、

株式等は想定より

も下振れ確率が大

きい場合があるこ

とも十分に考慮す

る。また、予定さ

れた積立金額を下

回る可能性の大き

さを適切に評価す

るとともに、より

踏み込んだ複数の

シナリオで実施す

るなど、リスクシ

ナリオ等による検

証を行う。 

 

 

（６）基本ポート

フォリオ 

①資産区分ごとの

構成割合と乖離許

容幅 

基本ポートフォ

リオを構成する資

産区分について

は、国内債券、国

内株式、外国債券

及び外国株式と

し、基本ポートフ

ォリオ及び乖離許

容幅を次のとおり

定める。 

・資産構成割合 

国内債券２５％ 

外国債券２５％ 

国内株式２５％ 

外国株式２５％ 

・乖離許容幅 

（注）為替ヘッジ

付き外国債券及び

円建ての短期資産

については国内債

券に区分し、外貨

建ての短期資産に

ついては外国債券

に区分する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 乖離許容幅の

考え方 
経済環境や市場

環境の変化が激し

い昨今の傾向を踏

まえて、基本ポー

トフォリオの乖離

許容幅の中で市場

環境の適切な見通

しを踏まえ、機動

的な運用ができる

こととする。ただ

し、その際の見通

しは、合理的な根

拠を持つものでな

ければならない。 
② オルタナティ

ブ資産運用の位置

づけ 

考慮しているか。

また、予定された

積立金額を下回

る可能性の大き

さを適切に評価

するとともに、よ

り踏み込んだ複

数のシナリオで

実施する等、リス

クシナリオ等に

よる検証を行っ

ているか。 
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るため、移行ポー

トフォリオ（基本

ポートフォリオを

実現するまでの経

過的な資産の構成

をいう。）を策定す

ること。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国内債券±６% 

外国債券±５% 

国内株式±６% 

外国株式±６% 

債券全体±９% 

株式全体±９% 

（注）為替ヘッジ

付き外国債券及び

円建ての短期資産

については国内債

券に区分し、外貨

建ての短期資産に

ついては外国債券

に区分する。 

 

 

 

②乖離許容幅の考

え方 

経済環境や市場

環境の変化が激し

い昨今の傾向を踏

まえて、基本ポー

トフォリオの乖離

許容幅の中で市場

環境の適切な見通

しを踏まえ、機動

的な運用ができる

こととする。ただ

し、その際の見通

しは、合理的な根

拠を持つものでな

ければならない。 

 

③オルタナティブ

資産運用の位置づ

け 

 オルタナティブ

資産（インフラス

トラクチャー、プ

ライベートエクイ

ティ、不動産その

他経営委員会の議

オルタナティブ

資産（インフラス

トラクチャー、プ

ライベートエクイ

ティ、不動産その

他経営委員会の議

を経て決定するも

の）は、リスク・

リターン特性に応

じて国内債券、国

内株式、外国債券

及び外国株式に区

分し、資産全体の

５％を上限とす

る。ただし、経済

環境や市場環境の

変化によって５％

の上限遵守が困難

となる場合には、

経営委員会による

審議・議決を経た

上で、上振れを容

認する。 
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を経て決定するも

の）は、リスク・

リターン特性に応

じて国内債券、国

内株式、外国債券

及び外国株式に区

分し、資産全体の

５％を上限とす

る。ただし、経済

環境や市場環境の

変化によって５％

の上限遵守が困難

となる場合には、

経営委員会による

審議・議決を経た

上で、上振れを容

認する。 

 

（７）基本ポート

フォリオの見直し 

市場動向を踏ま

えた適切なリスク

管理等を行い、策

定時に想定した運

用環境が大きく変

化する可能性がな

いか等について毎

年度適時適切に検

証を行い、経営委

員会が必要と認め

るときは、中期目

標期間中であって

も、見直しの検討

を行い、必要に応

じて速やかに修正

を行う。なお、市

場への影響等に鑑

み必要があると認

めるときは、ポー

トフォリオを見直

し後の基本ポート

フォリオに円滑に

移行させるため、

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）基本ポート

フォリオの見直し 
基本ポートフォ

リオについて、市

場の急激な変動な

どが生じる可能性

がある等経営委員

会が必要と認める

ときは、見直しの

検討を行うことと

する。このため、

経営委員会の下に

設置した基本ポー

トフォリオ検証等

ＰＴにおいて、そ

うした変動などが

ないかどうかモニ

タリングを行うな

ど、基本ポートフ

ォリオの検証を適

時適切に行い、検

証結果を少なくと

も年度中に１回、

経営委員会に報告

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）基本ポート

フォリオについ

て、市場動向を踏

まえた適切なリ

スク管理等を行

い、策定時に想定

した運用環境が

大きく変化する

可能性がないか

等について毎年

度適時適切に検

証を行い、必要と

認めるときは、中

期目標期間中で

あっても、見直し

の検討を行い、必

要に応じて速や

かに修正を行っ

ているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）基本ポートフォリオの見直し 
 

第５期中期計画において定めた基本ポートフォリオの検証の方法につ

いては、経営委員会において、「基本ポートフォリオ策定に用いた各種指

標のモニタリング」や「各種指標をモニタリングした結果、運用環境が

策定時の想定から大きく変化した場合の各種計数の確認」の２段階で実

施することとして、そのなかでモニタリングの高度化を図った。基本ポ

ートフォリオ検証等ＰＴは、モニタリングを適時適切に実施し、経営委

員会にその結果を報告した。 

なお、モデルポートフォリオの検証については、基本ポートフォリオ

の検証において必要と判断されたときに実施するものであり、令和７年

度にはそうした判断には至らなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）年度計画に定めた目標を達成している。 
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（５）年金給付の

ための流動性の確

保 
年金財政の見通

し及び収支状況を

踏まえ、年金給付

等に必要な流動性

（現金等）を確保

すること。  
その際、市場の

価格形成等に配慮

しつつ、円滑に資

産の売却等を行

い、不足なく確実

に資金を確保する

ために必要な機能

の強化を図るこ

と。また、短期借

入も活用できるよ

うにすること。 
 

移行ポートフォリ

オ（基本ポートフ

ォリオを実現する

までの経過的な資

産の構成をいう。）

を策定する。 

 

 

 

 

 

 

（８）年金給付の

ための流動性の確

保 

年金財政の見通

し及び収支状況を

踏まえ、年金給付

等に必要な流動性

を確保するととも

に、効率的な現金

管理を行う。 

その際、市場の価

格形成等に配慮し

つつ、円滑に資産

の売却等を行い、

不足なく確実に資

金を確保するた

め、市場動向の把

握・分析や短期借

入の活用等必要な

機能の強化を図

る。 

 

これに併せ、モ

デルポートフォリ

オの検証につい

て、経営委員会が

その必要性を認め

るときは、他の管

理運用主体と共同

して、モデルポー

トフォリオの検討

を行う。 

 

 

（５）年金給付の

ための流動性の確

保 
引き続き、厚生

労働省との緊密な

連携の下、年金財

政の見通し及び収

支状況を踏まえ、

年金給付等に必要

な流動性を確保す

るとともに、効率

的な現金管理を進

める。 
その際、市場の

価格形成等に配慮

しつつ、円滑に資

産の売却等を行

い、不足なく確実

に資金を確保する

ため、市場動向の

把握・分析等や短

期借入の活用等必

要な機能の強化を

進める。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）年金財政の

見通し及び収支

状況を踏まえ、年

金給付等に必要

な流動性（現金

等）を確保してい

るか。その際、市

場の価格形成等

に配慮しつつ、円

滑に資産の売却

等を行い、不足な

く確実に資金を

確保するために

必要な機能の強

化を行っている

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）年金給付のための流動性の確保 
令和７年度における年金特別会計への寄託金償還等については、定期

的に寄託金償還等の見通しを更新の上、資産の売却資金を活用すること

等により対応し、年金給付等に必要な流動性を確保するとともに、効率

的な現金管理を行った。 

市場分析について、令和７年度は定量分析の体制を強化し、法人内の

運用関係部室、運用受託機関、経済環境コンサルタント、投資戦略情報

提供業者による経済・金融分析・市場見通し等も集約し、それらの見方

の違いや、地政学リスクに関する分析等を含めて、多面的な分析を行っ

たうえで、資金配分・回収に活用した。 

短期借入については、令和７年度においては、短期借入が必要となる

ような事態は発生しなかったが、全ての取引先に短期借入スキームの実

行性が確保できているか確認を行った。また、予見し難い事由による一

時的な資金不足等に対応するためにインハウス国内債券ファンドで実施

している資産管理機関が行うレポ取引を活用した資金調達の体制を新た

に構築した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）年金給付等の必要な流動性管理を精緻かつ安定的に実施しな

がら、市場混乱時や緊急時においても年金給付等に必要な流動

性を確保するため、資金調達手段の多様化を進める等、流動性

管理機能を強化しており、年度計画に定める所期の目標を上回

る成果が得られた。 

 

 

 

〈課題と対応〉 

 

 基本ポートフォリオの策定の前提となった経済状況の見通しや

リスク等についての継続的なモニタリングと毎年度の適時適切

な検証。 

 ポートフォリオ全体のリスク管理の観点から、法人自ら国内外

の市場動向を常時把握し、資産規模が拡大する中にあっても、

市場流動性を加味しながら機動的かつ安定的なリバランス等を

検討・実行。 

 年金給付のための流動性確保と効率的な積立金運用を両立させ

るための、流動性管理機能の更なる強化。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―３ 運用の多様化・高度化 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度   ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

アクティブ運用に

おいて期待される

超過収益・リスク

量・スタイル分散

等の状況について

レビューを実施し

た回数 

アクティブ運用

における超過収

益の確保 

12 回 13 回      予算額（千円） － 

－ － － － 

インデックスに関

する情報収集・分

析に基づき、運用

収益向上の観点か

らベンチマークの

検討を実施した回

数 

パッシブ運用に

おける運用収益

の向上 

12 回 

 

21 回      決算額（千円） 

－ － － － － 

インハウス運用の

高度化・業務プロ

セスの改善に関し

て、投資委員会・経

営委員会等におい

て審議・報告を実

施した回数 

運用受託機関を

通じた運用を補

完するインハウ

ス運用の高度化 

9 回 20 回      経常費用（千円） 

－ － － － － 

オルタナティブ投

資について、運用

手法の導入・分析

手法の高度化・体

制強化等の取組を

新たに実施した件

数 

超過収益の確保

に向けたオルタ

ナティブ投資の

着実な進捗 

３件 ５件      経常利益（千円） 

－ － － － － 

オルタナティブ投

資について、収益

性の向上を目指

し、定量的な分析

等を踏まえ新規契

約の締結・既存契

約の見直しを実施

した件数 

超過収益の確保

に向けたオルタ

ナティブ投資の

着実な進捗 

３件 11 件      行政サービス実施

コスト（千円） 

－ － － － － 

         従事人員数 － － － － － 
 注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
 

 

 

 

 

       

《インプット情報の記載が困難な理由》 
当法人は、年金積立金の管理及び運用業務のみを行っており、財

務情報等については、業務全般のみを管理している。したがって、

評価項目ごとの財務情報等の記載は不可能。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 
 ４．運用の多様化・

高度化 

 運用に当たって

は、原則としてパ

ッシブ運用とアク

ティブ運用を併用

すること。その上

で、アクティブ運

用に取り組むこと

により超過収益の

獲得を目指すもの

とすること。ただ

し、アクティブ運

用については、過

去の運用実績も勘

案し、超過収益が

獲得できるとの期

待を裏付ける十分

な根拠を得ること

を前提に行うこ

と。 

ベンチマークに

ついては、運用収

益向上の観点から

検討するととも

に、ベンチマーク

により難い非伝統

的資産（オルタナ

ティブ資産）の評

価については、資

産の管理及び運用

に関し一般に認め

られている専門的

な知見に基づき評

価方法を明らかに

すること。  
新たな運用手法

及び運用対象の導

入等に当たって

は、被保険者の利

４．運用の多様化・

高度化 

（１）運用手法 

運用手法につい

ては、新たな手法

の導入等に伴い経

営委員会が重要事

項と判断する事項

についてその審議

を経て議決を行う

など、経営委員会

による適切な監督

の下で、適切なリ

スク管理を行う。 

運用に当たって

は、原則としてパ

ッシブ運用と超過

収益の獲得を目指

すアクティブ運用

を併用する。ただ

し、アクティブ運

用については、定

量的な実績を勘案

した定性評価に基

づき、超過収益が

獲得できるとの期

待を裏付ける十分

な根拠を得ること

を前提に、資産全

体の適正なリスク

量の下、スタイル

分散等に留意して

行う。その際、運用

理念や運用手法の

相互理解を深める

等、運用受託機関

とのアラインメン

ト強化を図る。 

ベンチマークに

ついては、伝統的

４．運用の多様化・

高度化 
（１）運用手法 
①運用手法につい

ては、データ分析

を活用した定量

的・科学的見地に

基づいたポートフ

ォリオ運営に努め

る。加えて、新たな

手法の導入等に伴

い経営委員会が重

要事項と判断する

事項についてその

審議を経て議決を

行うなど、経営委

員会による適切な

監督の下で、適切

なリスク管理を行

う。 

 

②各資産とも原則

としてパッシブ運

用と超過収益の獲

得を目指すアクテ

ィブ運用を併用す

る。 

ただし、アクテ

ィブ運用について

は、定量的な実績

を勘案した定性評

価に基づき、超過

収益が獲得できる

との期待を裏付け

る十分な根拠を得

ることを前提に行

うとともに、リス

ク量の適正化及び

スタイル分散を図

る等アクティブ運

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．運用の多様化・高度化 
 
（１）運用手法 
① 国内のオルタナティブ資産への投資手法の多様化策として活用

できる匿名組合出資については、令和 6 年度に経営委員会で審

議を行ったのち、令和７年度にかけて厚生労働省と連携して

LPS 投資と匿名組合の法制上の差異を踏まえた具体的な要件を

検討・決定した。当該要件に基づき令和７年 11 月に業務方法書

の改正の認可を受け、その後内部規定の改正を行い匿名組合出

資を投資対象とした。また、業務方法書の改正時においては経

営委員会への報告を適正に行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 基本ポートフォリオに沿った運用を実現するため、各資産のパッ

シブファンドを活用して精緻なリバランスを実施した。また、イ

ンハウスファンドにおける先物取引を通じて各資産のエクスポ

ージャーを早期に取得し、リバランスに係るタイミングリスクを

抑制した。 
市場環境等の変化を踏まえつつ、期待される超過収益・リスク

量・スタイル分散等の状況を継続的にモニタリングし、新規有望

ファンドの選定、アクティブ運用ポートフォリオの資金配分の

判断等を適切に実施した。 

運用受託機関構成の見直しに際しては、運用責任者と面談し、

投資方針及び運用プロセスの合理性・納得性が高く、定量評価を

勘案した定性評価に基づき、超過収益獲得の確信が持てるファ

ンドのみを選定するとともに特定のスタイルに集中しないよ

う、スタイル分散を図っている。 

株式アクティブ運用では、外国株式、国内株式の各ポートフォ

リオにおいて、運用スタイルの異なるアクティブファンドを多

数選定し戦略の分散を図ると同時に、アクティブファンド群か

ら生じるスタイルリスクや地域別ウエイトを補正するためのパ

ッシブファンドを組み入れている。 

＜評定と根拠＞ 
評定： Ａ 

 

運用資産が増大する中、インハウス運用が担う役割は、リバランスの

機動性向上・タイミングリスク削減・金利リスク管理・情報秘匿性確保

等、基本ポートフォリオに即した運用を安定的に継続するために必要

不可欠なものとなっており、伝統的資産 4 資産間において先物を併用

した機動的なリバランスを効率的に実施する体制を整えるなど、その

機能強化・高度化を推進した。 
国内の金利が大きく変動する中でも、リスクモニタリング・市場分

析・流動性管理の強化を図りながら、インハウス国債ファンドにおい

て、国内債券ポートフォリオ全体の金利リスク等をより緻密に管理し

た（Ⅰ－５参照）。加えて、インハウス運営体制の増強を図りながら、

国債入札への直接応札を開始することにより、国債市場へのアクセス

を強化した。情報秘匿性を確保しマーケットへのインパクトに留意し

ながら、新発債の流動性を活用し、リバランス・金利リスクの管理を実

施した。 
その上で、市場環境等の変化を踏まえつつ、期待される超過収益・リ

スク量・スタイル分散等の状況を継続的にモニタリングしながら、伝統

的資産におけるアクティブ運用にも取り組んでおり、新規有望ファン

ドの選定、アクティブポートフォリオ間の資金配分の見直しを適切に

行っている（Ⅰ－４参照）。 
超過収益の確保に向けたオルタナティブ投資についても着実に進展

させ、ＬＰＳへの投資として、インフラストラクチャー分野で２件、プ

ライベート・エクイティ分野で２件、不動産分野で４件の新規契約を締

結した。加えて、インフラストラクチャー分野では投資済みのＬＰＳに

対して、投資額の増額契約を１件締結した。また、投資一任方式（ファ

ンド・オブ・ファンズ（FoF））では、国内不動産分野において新規契

約を 1 件締結したほか、海外不動産分野において、既存案件の追加投

資枠の設定契約を締結した。 
その結果、令和 8 年 3 月末時点のオルタナティブ資産の全体のコミ

ットメント額は７兆 8,536 億円、時価総額５兆 2,067 億円となり、年

金積立金全体に占める割合は、1.74%となった。これらオルタナティブ

資産全体の投資開始来の内部収益率（IRR）は＋10.8%となっている。 
このように着実に投資案件を積み上げると同時に、個別性の高いオ

ルタナティブ投資において超過収益を獲得するため、優れたファンド

の選定力の強化・リスク管理の高度化も推進した。具体的には、オルタ

ナティブ資産のデータ分析に専門性を有する人員によるデータ分析チ

ームを新たに編成するほか、国内外のファンドの運用パフォーマンス

等の詳細な定量データを運用者から直接取得するとともに、データ収



23 
 

益に資することを

前提に、年金資金

運用の観点から、

資金運用について

一般に認められて

いる専門的な知見

に基づき、経営委

員会において幅広

に検討を行うとと

もに、経営委員会

による適切な監督

の下で、適切にそ

のリスク管理を行

うこと。 
オルタナティブ投

資については、運

用の効率性を向上

しつつ超過収益を

獲得する観点か

ら、伝統的資産と

の投資手法の違い

や、市場性や収益

性、個別性、取引コ

ストや情報開示の

状況等の固有のリ

スク等があること

を踏まえ、ミドル

機能及びバック機

能の充実を始めと

した体制整備やリ

スク管理及び収益

確保の観点からの

検証を継続的に行

いつつ、着実に取

組を進めること。 

な時価総額型イン

デックスのみなら

ず、幅広い観点か

ら検討するととも

に、ベンチマーク

により難いオルタ

ナティブ資産につ

いては、資産の管

理及び運用に関し

一般に認められて

いる専門的な知見

に基づき、伝統的

資産対比の運用パ

フォーマンス評価

方法等を構築し、

必要に応じて改善

を図りながら評価

を行う。 

また、インデッ

クス・ポスティン

グを通じて、ベン

チマークとなり得

る様々なインデッ

クスに関する情報

収集・分析を継続

的に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用機関のマネジャ

ー・ストラクチャ

ーを管理する。ま

た、運用理念や運

用手法の相互理解

を深める等、運用

受託機関とのアラ

インメント強化を

図る。 

加えて、アクテ

ィブ運用について

のリスクを適切に

管理するため、資

産全体の推定ＴＥ

（トラッキングエ

ラー）の参照値を

設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③伝統的資産のマ

ネジャー・ベンチ

マークについて

は、幅広い観点か

ら、見直し等を含

めた検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

（１）アクティブ

運用について、各

年度で超過収益の

獲得に努めるとと

もに、中期目標期

間において超過収

益を獲得している

か。また、過去の運

用実績も勘案し、

超過収益が獲得で

きるとの期待を裏

付ける十分な根拠

を得ることを前提

に、資産全体の適

正なリスク量の

下、スタイル分散

等に留意して行っ

ているか。その際、

運用受託機関との

アラインメント強

化を図る取組を適

切に行っている

か。 

 

（２）ベンチマー

クについては、伝

統的な時価総額型

インデックスのみ

ならず、運用収益

向上の観点から幅

令和 7 年度は、外国株式アクティブファンド、国内株式アク

ティブファンド、国内債券アクティブファンドの追加選定を実

施した。（Ⅰ-４参照） 

 

●各資産の対評価ベンチマーク超過収益率（令和７年４月～令和

８年３月） 

令和７年度は、基本ポートフォリオの考え方に基づき、資産全

体の超過収益率を確保するため、為替リスクや金利リスク等につ

いて、資産全体でリスク管理を行った。 

 

     

 

 

【資産全体の推定トラッキングエラー】 

令和７年度は、設定した資産全体の推定ＴＥ（トラッキングエ

ラー）の参照値に基づき、日次で計測し適切にリスク管理を行っ

た。 

  

（注）各月の数値は、作成時点のリスク推定モデルを用いて算出した

月中平均値です。 

 

 

③ アクティブファンドについて、運用評価及びリスク管理の観点

から、より適切なマネジャー・ベンチマークへの見直しを行っ

た。 

オルタナティブ資産については、既存ファンドのモニタリン

グや新規ファンドの選定等の評価において、一般的に市場で認

められる評価手法（内部収益率（IRR）や投資倍率（TVPI）等）

集サービス事業者を採用し、高度な定量分析に活用可能な GPIF 独自

のデータベース構築を開始した。加えて、定量的なリスク指標に基づく

モニタリングや部門横断の連携により、オルタナティブ資産全体のリ

スク管理体制を高度化している（Ⅰ－５参照）。 
以上のとおり、運用資産が増大する中でも、基本ポートフォリオに即

した運用を安定的に継続するため、伝統的資産におけるインハウス運

用の機能強化・高度化を推進するとともに、オルタナティブ資産におい

ても超過収益獲得の再現性を高めるための機能構築を着実に進めたこ

とから、所期の目標を上回る成果が得られたと判断し、A と評価する。 
 
 
 
【評価の視点】 
（１）アクティブ運用の結果、４資産中２資産（国内債券、外国債券）

で超過収益を獲得した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ベンチマークについて、株式・債券のアクティブ運用拡大に伴う

リスク調整や意図せぬ乖離抑制のため、各資産・地域に応じた指数

やファンドの整備・見直しを実施し、運用効率を向上させた。オル

タナティブ資産では、TVPI や IRR 等の指標を用いた多面的なパフ

ォーマンス分析、四分位分析、要因分解を継続し、超過収益の源泉

を精緻化しながら、SBDA をはじめとした上場資産対比のパフォー

（単位：％）

超過収益率

国内債券 +0.26 

外国債券 +0.17 

国内株式 -0.03 

外国株式 -0.60 
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オルタナティブ資

産については、資

産の管理及び運用

に関し一般に認め

られている専門的

な知見に基づき評

価を行うことに加

え、伝統的資産対

比の運用パフォー

マンス評価方法の

活用を更に進める

とともに、その有

効性を含め、オル

タナティブ各資産

の特性を踏まえた

適切なベンチマー

クの検討を行う。 

また、インデッ

クス・ポスティン

グを通じて、ベン

チマークとなり得

る様々なインデッ

クスに関する情報

収集・分析を継続

的に行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

④超過収益につい

ては、その源泉の

多様化や自家運用

の活用等を通じ、

ポートフォリオ全

体で確保すること

を第一とするとと

もに、アクティブ

運用においては、

データ分析等に基

広く検討を行って

いるか。また、ベン

チマークにより難

い非伝統的資産

（オルタナティブ

資産）の評価につ

いては、資産の管

理及び運用に関し

一般に認められて

いる専門的な知見

に基づき伝統的資

産対比の運用パフ

ォーマンス評価方

法等を構築し、改

善を図りながら評

価を行っている

か。さらに、インデ

ックス・ポスティ

ングを通じて、ベ

ンチマークとなり

得る様々なインデ

ックスに関する情

報収集・分析を継

続的に行っている

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を用いることに加え、より適切にオルタナティブ投資の上場市

場に対する超過リターンを測定する手法として GPIFが開発した

「Spread Based Direct Alpha（SBDA）」を用いたパフォーマン

ス計測を活用し、既存案件について Tableau 計表によるパフォ

ーマンスモニタリングの精緻化を進めた。また、新規案件の選定

においては、内部収益率や投資倍率といった絶対評価に加え、大

量の実績データの分析に基づく SBDAによる上場市場に対する相

対評価、リターン要因等の詳細分析を通じた複眼的な管理・評価

を行うことで、将来の超過収益獲得の蓋然性が高い案件の選定

に関する管理・運用業務の専門性を向上させた。また、オルタナ

ティブ資産の役割が上場資産から成る基本ポートフォリオに対

して超過収益を獲得することにあることを明確化しつつ、オル

タナティブ資産のパフォーマンスについて、未上場資産と上場

資産との比較を多面的に分析するため、資産や案件毎のリスク

リターン特性に応じて設定したオルタナティブ資産インデック

スや上場株式・債券のインデックスによる市場参照インデック

スに対する運用パフォーマンス比較を継続的に実施した。また、

法人全体の収益率評価手法に基準を合わせた場合における、政

策ベンチマーク等に対する収益率の変動の要因分解を行うな

ど、また、パフォーマンス、リスク管理の目的に応じた適切な評

価手法を用いることで、より複眼的な観点から超過収益率パフ

ォーマンス・リスク管理を継続的に実施した。これらを踏まえ、

第４期中期目標期間中のオルタナティブ投資の取組内容、パフ

ォーマンスの実績に関する経営委員会への報告においてパフォ

ーマンス評価、報告手法の改善を行った。 

令和元年 10月以降に、インデックス・エントリー制をインデ

ックス・ポスティングとし、ESG指数をはじめとする様々なイン

デックスに関する情報収集に努めた。 

 

 

 

 

 

④  インハウス運用において為替フォワード及び外国債券先物取

引を開始。伝統的４資産間において先物を併用した機動的なリバ

ランスを実施する体制を整備した。インハウス国債ファンドにお

ける現物債券及び日本国債先物の売買を通じ、委託運用を含めた

国内債券ポートフォリオ全体の金利リスクを機動的かつ精緻に

管理した。 

インハウス運用の執行能力の向上及び執行プロセスの公正

性、透明性、一貫性の確保を図るため、法人内での報告ルールの

明確化、業務マニュアル・規程類の整備、証券会社の執行能力評

価、国債に係る入札参加者への加入、先物取引先の選定において

マンス測定方法の高度化を実現しており、年度計画に定める所期

の目標を上回る成果が得られた。 
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（２）運用対象の

多様化 

運用対象につい

ては、「第１の１ 

年金積立金の管理

及び運用の基本的

な方針」に基づき、

分散投資を進める

ため、オルタナテ

ィブ投資などその

多様化を図る。運

用対象の追加に当

たっては、被保険

者の利益に資する

ことを前提に、経

づく定量的・科学

的な分析の活用を

進める。 

 
 
 
 
 
⑤運用の高度化・

多様化に対応する

ために、自家運用

に係る業務につい

て、統合化された

ツール上で実行す

ることでリスクの

削減、効率化及び

業務品質の向上を

図るなどミドル・

バックの体制整備

を図るとともに、

資産管理機関等と

の連携等を強化す

る。 

 
 
 
 
 
（２）運用対象の

多様化 
①運用対象の追加

に当たっては、被

保険者の利益に資

することを前提

に、経営委員会に

おいて幅広に検討

を行う。 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）新たな運用

手法及び運用対象

の導入等に当たっ

ては、被保険者の

利益に資すること

を前提に、年金資

金運用の観点か

ら、資金運用につ

いて一般に認めら

れている専門的な

知見に基づき、経

営委員会において

幅広に検討を行う

とともに、経営委

員会による適切な

ブローカー・エントリー制を導入といったインハウス運用にお

ける業務プロセスの改善策を実施した。加えて、執行状況につい

て四半期ごとに検証を行い、マーケットインパクトを与えてい

ないか等の点検を継続的に実施している。 

アクティブ運用においては、金融工学に基づく定量的な分析

により、外国株式 16ファンド、国内株式９ファンド、国内債券

３ファンドを選定した。 

 

⑤ 更なる運用の多様化・高度化に対応できるよう資産管理機関の

最適化を進め、資産管理機関等（グローバルカストディを含む）と

の連携を強化し、機動的なリバランスに対応できるよう、ミドル・

バック体制の構築を図った。また、自家運用にかかる業務につい

て、更なる効率化と内部統制を両立させるため、統合化されたツー

ル上の自動処理機能を活用した業務フローを構築するために、関

連規程の見直しを実施した。 
 

⑥ 国内債券、外国債券、外国株式における証券貸付運用は、貸付割

合への配慮等によりリスクを抑制しつつ、収益の獲得を図った。な

お、外国株式の証券貸付運用においては、収益の獲得とスチュワー

ドシップ責任との両立を図る取組を実施した。 

 

⑦ 貸付運用（レンディング）に係る令和７年度収益額 

外国債券ファンド：131億円 

   外国株式ファンド：33億円 

   国内債券ファンド：17億円（うち自家運用：4億円） 

 

 

 

（２）運用対象の多様化 
 ①期中の投資環境等を踏まえ、令和７年度に新たな運用対象の追

加は行わなかった。一方、投資手法に関しては、国内資産への投資

手法の多様化策として活用できる匿名組合出資について、経営委

員会における審議の上、匿名組合出資の際に求める要件等を業務

方法書に反映させた。 

また、LPS投資において、令和７年度にマネジャー・エントリー

制度を導入した。従来実施してきた各種リソースの情報収集に加

えて、マネジャー・エントリーを通じた小規模・新興の運用会社か

らの情報を併用することにより、選定における選択肢の拡大が図

られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）インハウス運用において、為替フォワード及び外国債券先物取引

を開始。伝統的４資産間において先物を併用した機動的なリバラ

ンスを実施する体制を整備するほか、オルタナティブ資産につい

ては、匿名組合出資の際に求める要件を業務方法書に反映させる

など、運用の高度化・多様化に資する新たな運用手法の導入を進め

ており、年度計画に定める所期の目標を上回る成果が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



26 
 

営委員会において

幅広に検討を行

う。 

オルタナティブ投

資については、運

用の効率性を向上

させつつ超過収益

を獲得する観点か

ら行うものであ

り、伝統的資産と

の投資手法の違い

や、市場性や収益

性、個別性、取引コ

ストや情報開示の

状況などの固有の

リスク等があるこ

とを踏まえ、高い

専門性を有する投

資フロント人材、

法務・税務やリス

ク管理等を担う人

材の拡充、外部ア

ドバイザーの活用

等により良質な案

件の選定力を高め

る。あわせて、ミド

ル機能及びバック

機能の更なる充実

による体制整備を

図りつつ、リスク

管理及び超過収益

の安定的確保の観

点からの検証を継

続的に行い、その

検証結果を十分に

踏まえながら、新

たな投資手法の検

討を含め着実に取

組を進める。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
②オルタナティブ

投資については、

運用の効率性を向

上させつつ超過収

益を獲得する観点

から行うものであ

り、伝統的資産と

の投資手法の違い

や、市場性や収益

性、個別性、取引コ

ストや情報開示の

状況などの固有の

リスク等があるこ

とを踏まえ、高い

専門性を有する投

資フロント人材、

法務・税務やリス

ク管理等を担う人

材の確保・拡充並

びに外部アドバイ

ザーの活用等によ

り超過収益獲得の

確度が高い良質な

案件の選定力を高

める。あわせて、専

門性を有する外部

人材の活用を含め

たミドル機能及び

バック機能の更な

る充実による体制

整備を図りつつ、

リスク管理及び超

過収益の安定的確

保の観点からの検

証を継続的に行

い、その検証結果

監督の下で、適切

にそのリスク管理

を行っているか。 

 

 

 

 

（４）オルタナテ

ィブ投資について

は、運用の効率性

を向上しつつ超過

収益を獲得する観

点から、伝統的資

産との投資手法の

違いや、市場性や

収益性、個別性、取

引コストや情報開

示の状況等の固有

のリスク等がある

ことを踏まえ、高

い専門性を有する

人材や法務・税務

やリスク管理等を

担う人材の拡充等

により良質な案件

の選定力を高め、

ミドル機能及びバ

ック機能の更なる

充実を始めとした

体制整備を図りつ

つ取組を進めてい

るか。また、リスク

管理及び収益確保

の観点からの検証

を継続的に行い、

検証結果も十分に

検討した上で、新

たな投資手法の検

討を含め着実に取

組を進めている

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②オルタナティブ投資に関する体制整備として以下の取組を実施し

た。 

【体制の強化】 

・令和 7 年度に新たにオルタナティブ資産および伝統的資産のデー

タ分析に専門性を有する人員からなる「オルタナティブ投資のデ

ータ分析専門チーム」を編成した。オルタナティブ資産間で異なる

定量的分析手法を集約し、伝統的資産の運用部署や法人全体のリ

スク管理部署との連携を進めることにより、オルタナティブ資産

の特性を踏まえた調査・分析を行う体制が強化された。 

・フロントチームについては、超過収益を獲得する観点から投資に

取り組むために求められる経験やスキルセットを明確化し、人材

紹介会社と地道に擦り合わせを行いながら高い専門性を有する運

用専門職人材の採用を進めた。また、専門人材の裾野拡大と知見の

継承のため、令和７年度に新卒の運用専門社員を配置し、計画的な

育成を開始した。 

 ミドルチームについては、オルタナティブ資産の運用報告やリス

ク管理に関する実務の専門知識を有する正規職員の新規採用を進

めた。また、業務知識・ノウハウの共有、人材育成に努めたほか、

外部委託先による支援プログラムを一層活用し、業務の効率的運

営を行った。 

 バック機能を担う運用管理部とは、業務分担上の相互の牽制機能

を働かせる一方、ＬＰＳへの新規投資開始等については、部室間の

コミュニケーションを密接に行うことで業務リスクの低減に注力

した。また、バック機能の更なる充実と業務効率性向上に向けた適

切なリソース配分について、法人内の協議を進めた。 

・加えて、オルタナティブ投資については、法務室や外部の法律専門

家による知見を活用し、適時かつ適切に法務支援を実施した。具体

的には、法務室のインハウス弁護士（社内弁護士）3 名及びインハ

ウス弁護士に準じて業務を行う外部弁護士複数名を中心に、案件

の必要に応じて専門性を有する適切な外部弁護士事務所を活用す

ることにより、令和７年度においては、シングルファンドの新規投

資案件９件を含む契約審査・法務レビューを行うことができた。ま

た、投資案件の進捗状況の共有等を行うためオルタナティブ投資

部と定期的に会議の場を設けることにより、両部室の連携を強化

した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

（４）オルタナティブ資産への投資について、フロント人材の採用・法

務体制をはじめとしたミドル・バック機能の強化を進めながら、デ

ータ分析チームの編成・分析基盤の整備を行い、分析能力の強化を

図った。 

また、定量的リスク指標に基づくモニタリング強化や部門横断

の連携により管理体制を高度化している。このような体制下にお

いて、超過収益獲得について高い確信度を持てる案件に対する新

規投資を着実に進めており、年度計画に定める所期の目標を上回

る成果が得られた。 
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を十分に踏まえな

がら、新たな投資

手法の検討を含め

着実に取組を進め

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【分析基盤の整備】 

 オルタナティブ資産に関する大量の詳細データ分析を効率的に実

施するため、オルタナティブ資産のデータベース構築に向けた取

組を進めた。オルタナティブ市場においては各運用会社から個別

にデータ取得する必要があり、分析の精度を上げるために運用会

社の範囲や、各社から取得するデータの種類・範囲を広げるには相

当な労力が必要となる。そのため、このようなデータ収集業務を支

援するサービス・プロバイダーの公募を行い、応募のあった複数社

に対する精緻なデューデリジェンスや契約交渉を経て、令和７年

度にサービス・プロバイダーを選定した。選定後は、GPIF が独自

に取得するデータ項目の要件定義等を行い、データを提供する運

用者からのデータ取得に着手した。また、GPIF 内に構築するデー

タベースの構造について準備を進めた。 

 

【リスク管理及び超過収益の検証】 

従前から継続した取組として以下のとおり高度化の取組を進めた。 

 基本ポートフォリオに即した管理運用を行う観点より、インフラ

ストラクチャーと不動産の各ファンドは、円通貨で運用されるフ

ァンドの場合は国内債券５０％・国内株式５０％、外国通貨で運用

されるファンドの場合は外国債券５０％・外国株式５０％の配分

で運用されるものとし、プライベート・エクイティについては国内

株式または外国株式１００％として伝統資産と合わせて管理する

ことを継続した。また、オルタナティブ資産の資産構成管理の精緻

化を進めるとともに、外国資産の比率が高いことを踏まえて投資

先と基本ポートフォリオとのリスク低減に向けた適切な内部管理

手法を検討した。 

 超過収益の検証の取組として、各上場資産のベンチマークに対す

る超過収益を計測するために開発された Spread Based Direct 

Alpha（ＳＢＤＡ）の運用を拡大した。新規投資においては、全て

の新規案件の選定において SBDAを活用した超過収益の検証を行っ

た。比較対象となる上場・非上場市場のデータの適格性や公平性に

留意しつつ、個別ファンドの収益獲得の源泉を把握し、レバレッジ

効果やアロケーションファクター等について分析・評価を行った

ほか、個別投資先の収益獲得の源泉を分解して上場企業の株価変

動要因と比較・評価を行うなど、超過収益獲得の再現性の検証手法

の高度化を行った。また、既存投資先における超過収益の検証にお

いては、オルタナティブ資産のパフォーマンスについて、上場資産

と未上場資産との比較を多面的に分析するため、資産毎に上場オ

ルタナティブ資産インデックスや上場株式インデックスを市場参

照インデックスとし、投資先 FoF（ファンド・オブ・ファンズ）と

のパフォーマンス比較、各 FoF の NAV（純資産総額）変動要因、

SBDA と IRR のパフォーマンス数値の差異要因の詳細分析を継続

し、超過収益の源泉の明確化を行った。オルタナティブ投資部によ
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③オルタナティブ

投資において、各

資産の収益力の安

定性や超過収益

力、流通市場の整

備を含む市場環境

の整備などのオル

タナティブ資産固

有の考慮要素につ

いて十分に検討し

た上で、シングル

ファンドへの投資

や他のアセットオ

ーナー等との戦略

的パートナーシッ

プ投資についての

取組を進める。そ

の際、投資手法の

追加等、適切な投

資手法の検討を継

続する。また、リス

ク管理及び超過収

益の安定的確保の

観点からの検証を

より有効に行うた

めのオルタナティ

ブ資産のデータベ

ース構築を進め、

その検証結果を十

分に踏まえながら

適切に取組を進め

る。 
  
 

るこれらの分析結果を運用リスク管理部と共有し運用リスク管理

委員会での報告の高度化を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

③ ＬＰＳを活用したシングルファンドへの投資については、各オ

ルタナティブ資産固有のデータやベンチマーク情報を用いた詳細

な定量分析に基づく、超過収益獲得について高い確信度を持てる

運用者のスクリーニングと、優れた運用実績を支える定性要因の

分析結果等を踏まえ、令和７年度においてはインフラストラクチ

ャー分野で２件、プライベート・エクイティ分野で２件、不動産分

野４件のシングルファンドに対する新規投資の契約を締結した。

また、インフラストラクチャー分野で投資済みのシングルファン

ドに対して、投資額の増額契約を１件締結した。また、LPSとの投

資においては GPIFのスケールメリットを活用してファンドと交渉

し、GPIF 専用ファンドの設立等によるフィー料率の低減や投資機

会の確保を行った。 

また、他のアセットオーナー等との戦略的パートナーシップ投資

については、令和６年度に契約した戦略的パートナーシップにおい

て投資が進んだ。 

 投資環境の整備については、従来から継続した取組として、ファ

ンドに関する情報収集や運用受託機関との対話を通じて、公正価値

評価の導入や運用状況の開示方法について情報、意見の交換を実施

した。 

 

リスク管理及び超過収益安定確保の観点では、引き続き内部管理

手法として、インフラストラクチャーと不動産を伝統資産とは別管

理するとともに、プロキシ比率を債券５０％、株式５０％とした管

理をすることとした。超過収益の算出については、ＳＢＤＡの算出

を上場、非上場資産のベンチマークに対して多面的に行い、また、

超過リターンの源泉を確認すべく要因分析を行う等、リスク管理の

精緻化・投資パフォーマンス分析手法の高度化を実施し、運用リス

ク管理部と協働して運用リスク管理委員会での報告の高度化を図

った。 

 

ＳＢＤＡに基づく超過収益の計測にあたっては、詳細なデータ分

析を大量のデータを対象に、より効率的に行うことを目的として、

オルタナティブ資産のデータベース構築に向け具体的な活動を開

始している。 
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④オルタナティブ

資産については、

運用の効率性を向

上させつつ超過収

益を獲得する観点

から、運用受託機

関や投資対象資産

等のモニタリング

に関し、データベ

ース・分析ツール

を活用した定量的

な分析力の強化と

定量データを合理

的に説明する定性

的な分析の改善を

図るとともに、イ

ンフラストラクチ

ャー、プライベー

トエクイティ、不

動産それぞれにつ

いて設定した収益

目標等が達成され

るよう、運用状況

をモニタリングす

る。 

また、従来の投資一任形態での FoF投資に加え、自家運用である

LPS投資が進捗する中、ポートフォリオの各地域やセクターへのア

ロケーション状況や将来見通しを自ら管理する必要性が高まる中、

各市場における収益性の確認を行う観点より、各資産の参照市場デ

ータの取得を継続した。 

 

④ オルタナティブ投資については、以下の取組を行った。 

ア．オルタナティブ資産に係るＬＰＳへの投資と運用受託機関の

選定 

令和７年度においては、ＬＰＳへの投資では、インフラストラ

クチャー分野で２件、プライベート・エクイティ分野で２件、不

動産分野で４件のシングルファンドへの新規投資の契約を締結し

た。インフラストラクチャー分野で投資済みのシングルファンド

に対して、投資額の増額契約を１件締結した。 

運用受託機関の選定（投資一任方式）においては、国内不動産

分野において既存運用受託機関１社と従来よりも収益性の高い新

規ファンド・オブ・ファンズ１件の契約を締結した。また、海外

不動産分野において、既存運用受託機関との市場環境を踏まえた

潜在的な投資ニーズに関する協議を行い既存ファンド・オブ・フ

ァンズの追加投資枠の設定契約を締結した。 

 

イ．オルタナティブ資産への投資 

令和８年３月末時点でのオルタナティブ資産のコミットメント

額総額は７兆 8,536 億円となっている。国内外の内訳は、国内資

産（円建て）は 8,100 億円、海外資産（米ドル建て）は 6兆 5,303

億円、海外資産（ユーロ建て）は 5,132 億円となった。各資産の

内訳は、インフラストラクチャー分野は、3 兆 6,520 億円、プラ

イベート・エクイティ分野は、1兆 7,506億円、不動産分野は、2

兆 4,510億円となった。 

令和８年３月末現在での時価総額については、運用受託機関等

を通じて各資産への投資残高を積み上げた結果、５兆 2,067 億円

となり、令和７年３月末から 1兆 190億円増加した。各資産の内

訳は、インフラストラクチャー分野は、2 兆 4,643 億円、プライ

ベート・エクイティ分野は、1 兆 901 億円、不動産分野は、1 兆

6,523億円となった。 

年金積立金全体に占める割合は、1.74％となった。令和７年度

の収益率は+10.0%、投資開始来の内部収益率（IRR）はオルタナテ

ィブ資産全体で＋10.8%となった。 

 

ウ．モニタリング、リスク管理の体制強化 

平成 29 年度より開始した FoF やゲートキーパーを通じた投資

一任形式、並びに令和４年度より開始したＬＰＳ投資手法でのオ

ルタナティブ投資の進捗に鑑み、定量的リスク管理指標に基づく

 

 

 

 

 

 

〈課題と対応〉 

 伝統的資産については、定量的な分析に基づくアクティブファン

ド選定を行いながら、継続的なモニタリング・分析を踏まえ、適時

適切にファンドを入れ替えることにより、引き続きリスク・リター

ン効率の高いアクティブポートフォリオを構築していくことが必

要。 

 オルタナティブ資産については、法人ポートフォリオ全体の推定

トラッキングエラーに対して比較的大きな寄与度を有することを

踏まえ、新たに設置したデータ分析とリスク管理部署との連携の

下、適切なリスク管理体制の下で、収益性とリスクを確認・検証し

ながら、リスクを適切にコントロールする手段・枠組みを検討して

いくことが必要。 

 

 



30 
 

モニタリング手法によるリスク管理の精緻化とオルタナティブ資

産全体及び各資産別の投資パフォーマンス分析手法の高度化を継

続してきた。その一環で、ＳＢＤＡ等の分析手法を有効活用する

とともに、新たなデータベース構築に取り組むほか、新たな取組

として以下を実施した。 

・新たなデータベース構築を進める一方で、AltTemplate等既存

の情報・データソースの有効活用を図り、投資フロントにおけ

る効率的なモニタリング業務をサポートする新たな予兆管理

ツールの導入を行った。 

・毎月の投資委員会のオルタナティブ投資の運用状況報告資料

の作成に必要なデータを Tableau 上に搭載し、同資料作成業務

の効率化を行った。 

 

従前からの取組として、以下を実施した。 

・オルタナティブ資産のパフォーマンスについて、上場資産、未

上場資産との比較を多面的に分析するため、資産毎に上場オル

タナティブ資産インデックスや上場株式インデックスを市場参

照インデックスとしたパフォーマンス分析・リスク管理を継続

した。 

・パフォーマンス低下案件にかかるモニタリング注視先、不芳先

の抽出基準を用いて、効率的かつ早期の問題発見により、メリ

ハリのある投資案件のモニタリング・状況報告を実施した。 

・入手可能な各資産プライベート市場データと投資先ＦｏＦ  

とのパフォーマンス比較、各ＦｏＦのＮＡＶ変動要因、ＰＭＥ

＋または新たに開発したＳＢＤＡとＩＲＲのパフォーマンス数

値の差異要因の詳細分析を継続し、超過収益の源泉を明確化し

た。 

・投資パフォーマンス状況については、投資運用部と協働して通

貨エクスポージャー管理や超過収益性の詳細分析を高度化さ

せ、適時・的確なレポーティングを実現した。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―４ 運用受託機関等の選定、評価及び管理 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度   ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

運用受託機関の

評価、アクティ

ブ運用ポートフ

ォリオのレビュ

ー等に基づく資

金配分の見直し

等を実施した回

数 

運用受託機関

等の選定・評

価・管理の強化 

4 回 13 回      予算額（千円） 
－ 

－ － － － 

マネジャー・エ

ントリー制度に

よるエントリー

数 

運用受託機関

の効果的・効率

的な選定 

1,030 件 1,194 件      決算額（千円） 

－ － － － － 

         経常費用（千円） － － － － － 
         経常利益（千円） － － － － － 
         行政サービス実

施コスト（千円） － － － － － 

         従事人員数 － － － － － 
 注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 
  ５．運用受託機関

等の選定、評価及び

管理  

運用受託機関等の

選定・管理の強化の

ための取組を進め

ること。また、定期

的に運用受託機関

等の評価を行い、資

金配分の見直し等

適切な措置をとる

５．運用受託機関

等の選定、評価及

び管理 

運用受託機関等

の選定・管理の強化

のための取組を進

めるとともに、定期

的に運用受託機関

等の評価を行い、資

金配分の在り方等

を含め、適時に見直

５．運用受託機関等

の選定、評価及び管

理 
（１）運用受託機関

に対しては定期的

に定量的な実績を

勘案した定性評価

を行う。その際、過

去の運用実績等だ

けでなく、投資対象

の選定の考え方や

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．運用受託機関等の選定、評価及び管理 
 
 
（１）運用受託機関の管理は、少なくとも毎月１回、運用実績やリス

クの状況について当法人から各運用受託機関に対して報告を求め、

適宜必要な措置を取ることにより行うこととしている。 

選定時の投資方針等の維持、法令遵守の確保等のため、運用受託

機関ごとに運用方法等に係るガイドラインを提示し、その遵守が確

保されているかをミーティング等において報告を受ける等の方法

により行っている。 

令和７年度においては、少なくとも月１回、各運用受託機関の運

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 

 

定量分析を活用し、リスクを適切にコントロールしながら超過収

益獲得の再現性向上を図る観点から、地域別に構築した４地域の株

式アクティブポートフォリオについて、構築・調整を行うための運

営プロセスを確立した。 
具体的には、各アクティブポートフォリオを構成する個別ファン

ドの超過収益の要因（市場ベータ・スタイル・業種選択・銘柄選択

等）を分解した上で分析を行い、期待された超過収益が継続的に創

出されているかについて経時的なモニタリングを実施した。加え

《インプット情報の記載が困難な理由》 
当法人は、年金積立金の管理及び運用業務のみを行っており、財

務情報等については、業務全般のみを管理している。したがって、

評価項目ごとの財務情報等の記載は不可能。 



32 
 

こと。運用受託機関

等の選定に当たっ

ては、過去の運用実

績等だけでなく、投

資対象の選定の考

え方やリスク管理

の手法等も含めて

総合的に評価する

こと。 

す。その際、過去の

運用実績等だけで

なく、投資対象の選

定の考え方やリス

ク管理の手法等も

含めて総合的に評

価する。また、運用

受託機関の選定に

当たっては、個別運

用機関ごとの評価

だけでなく、スタイ

ル分散等のマネジ

ャー・ストラクチャ

ーについても勘案

する。 

超過収益の獲得

やスチュワードシ

ップ活動など、より

付加価値の高い運

用受託機関等の採

用に向けた評価手

法の高度化を図る

とともに、運用の高

度化・多様化に対応

した、より柔軟かつ

質の高い資産管理

機関の利用及び運

用データの利活用

の促進を図る。 

また、運用フロン

トの専門性を最大

限発揮させるため

のミドル・バック体

制の強化を図る。 

 

リスク管理の手法

等も含めて総合的

に評価する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（２）伝統的資産に

ついては、マネジャ

ー・エントリー制を

活用して、各資産の

運用受託機関構成

を適時に見直し、そ

の結果を踏まえ、こ

れに伴う資産の移

管を実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

（１）運用受託機

関等の選定・管理

の強化のための取

組を進めるととも

に、定期的に運用

用状況、リスク管理状況を取りまとめ、問題点の有無を確認し、必

要に応じて運用受託機関と協議するなど適切に対応した。 

ファンドモニタリングの向上のため、運用受託機関とのミーティ

ングの充実にも努めた。具体的には、パフォーマンスの不振や運用

体制の変化等が見られるファンドに対してはミーティングの頻度

をより高め、それ以外のファンドも市場環境やパフォーマンスの変

動に応じて適宜ミーティングを実施するようにした。 

スチュワードシップに特化したミーティング（※）をはじめ、そ

の時々のテーマや必要に応じて、ミーティングやアンケートを都度

実施する体制としている。 

（※）スチュワードシップ活動原則及び議決権行使原則で運用受

託機関に対する要請事項を明示し、ＥＳＧ（環境、社会、ガバナン

ス）の考慮を含めたエンゲージメント活動を含むスチュワードシッ

プ責任に係る取組の実施状況について評価のためのミーティング。 

 
 
（２）株式アクティブ運用においては、地域別に構築した４地域の株

式アクティブポートフォリオについて、構築・調整を行うための運

営プロセスを確立した。 

各アクティブポートフォリオを構成する個別ファンドの超過収

益の要因（市場ベータ・スタイル・業種選択・銘柄選択等）を分解

した上で分析を行い、期待された超過収益が継続的に創出されてい

るかについて経時的なモニタリングを実施した。加えて、アクティ

ブポートフォリオ全体についても、市場環境や個々のファンドの運

用スタイルの変化に伴うリスク分散状況の変化を分析し、既存ファ

ンドの総合評価と並行して有望な新規ファンドの選定（外国株式ア

クティブ 16 ファンド、国内株式アクティブ９ファンド）を行うこ

とで、ポートフォリオ全体での分散効果向上及び超過収益の底上げ

を図った。 
国内債券においても、円金利市場環境が大きく変化する中で、国

内債券アクティブポートフォリオの超過収益獲得能力向上とリス

ク分散を企図し 3 ファンドを追加選定した。 

 
 

外国債券地域別パッシブ 14 ファンドを追加設定し、当該ファン

ドを活用することにより、リバランス頻度の増加に伴う特定の運用

受託機関への負荷集中を軽減した。 

 

外貨資産のリバランスを円滑に実施するため、伝統的資産用の外

貨短期資産ファンドを新設した。 

 
また、北米市場において少数の銘柄が市場全体を大きく牽引する

状況を踏まえ、リスク削減のため、北米株式アクティブ運用ポート

て、アクティブポートフォリオ全体についても、市場環境や個々の

ファンドの運用スタイルの変化に伴うリスク分散状況の変化を分

析し、既存ファンドの総合評価と並行して有望な新規ファンドの選

定を行うことで、ポートフォリオ全体での分散効果向上及び超過収

益の底上げを図った（令和７年度は外国株式アクティブ 16 ファン

ド、国内株式アクティブ９ファンドを新たに採用）。 
また、国内債券においても、円金利市場環境が大きく変化する中

で、国内債券アクティブポートフォリオの超過収益獲得能力向上と

リスク分散を企図し 3 ファンドを追加選定した。 
加えて、安定的かつ機動的なポートフォリオ運営を支えるマネジ

ャー・ストラクチャーの強化にも注力した。 
外債地域別パッシブファンドを追加設定し、リバランス頻度の増

加に伴う特定運用受託機関への負荷集中を軽減するほか、外貨資産

のリバランスを円滑に実施するため、伝統的資産用の外貨短期資産

ファンドを新設するとともに、運用受託機関間の資産移管の機動性

向上を図る観点から、トランジション・マネジメント業務を内製化

し、トランジション・マネジメント・ファンド７ファンドを解約し

た。 
また、増加する運用受託機関情報を効率的かつ一元的に管理する

ためのシステム（CRM）を構築し、運用体制の整備を進めた。 
さらに、運用受託機関等への資金配分・回収については、総合評

価に基づく解約・配分見直しに加え、北米市場において少数銘柄が

市場全体を大きく牽引する状況を踏まえ、リスク削減の観点から北

米株式アクティブポートフォリオから一部資金回収を実施するな

ど、市場環境変化に応じた機動的なポートフォリオ運営を行った。 
以上のとおり、定量分析を活用した株式アクティブポートフォリ

オの構築・調整プロセスを確立し、超過収益獲得の再現性向上に向

けた運用体制を構築するとともに、市場環境変化に応じた機動的な

ポートフォリオ運営を可能にするため、マネジャー・ストラクチャ

ーを一段と強化したことは、所期の目標を上回る成果が得られたと

判断し、Ａと評価する。 
 
 
 
 
 
 

【評価の視点】 

（１）伝統的資産においては、既存ファンドに対する総合評価に加

え、金融工学を踏まえた定量的な分析により、外国株式、国内

株式、国内債券アクティブファンドを追加選定するとともに、

外国債券地域別パッシブファンドを追加設定し、リバランス頻

度の増加に伴う特定の運用受託機関への負荷集中を軽減した。
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受託機関等の評価

を行い、資金配分

の見直し等を適切

に行っているか。

運用受託機関等の

選定の際、過去の

運用実績等だけで

なく、投資対象の

選定の考え方やリ

スク管理の手法等

も含めて総合的に

評価しているか。

また、運用受託機

関の選定に当たっ

ては、個別運用機

関ごとの評価だけ

でなく、スタイル

分散等のマネジャ

ー・ストラクチャ

ーについても勘案

しているか。 

 

 

（２）超過収益の

獲得やスチュワー

ドシップ活動な

ど、より付加価値

の高い運用受託機

関等の採用に向け

た評価手法の高度

化を行っている

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フォリオから一部資金回収を実施するとともに、国内外 ESG指数投

資について、各指数への配分バランスを見直し、残高の最適化を行

った（Ⅰ-5参照） 

 
 
 
 

 
 
 

【運用受託機関の管理及び評価】 

  ア 令和７年度の総合評価において、評価が一定水準に満たなか

った国内株式パッシブ１ファンド、国内株式アクティブ２ファ

ンド、外国株式アクティブ５ファンドに対し警告を行うなど、

評価の変更に応じて適切な対応を実施した。 

  

イ 運用資産全体の長期的なリターンを向上させること等を目

的に、以下のファンドを選定した。 

・国内債券アクティブ３ファンド 

・国内株式アクティブ９ファンド 

・外国株式アクティブ 16ファンド 

 
ウ ポートフォリオ管理上の理由等から、以下のファンドの解約

を決定した。 

・国内株式アクティブ２ファンド 

・外国株式アクティブ１ファンド 

 

また、運用受託機関間の資産移管に係る業務を見直したこと

により、トランジション・マネジメントファンドを解約した。 

・国内株式トランジション・マネジメント３ファンド 

・外国債券トランジション・マネジメント２ファンド 

・外国株式トランジション・マネジメント２ファンド 

 

さらに、運用体制の変更により運用能力に懸念が生じた国内

株式アクティブ１ファンドを解約した。 

 
エ 株式のスチュワードシップ責任については、スチュワードシ

ップ活動原則及び議決権行使原則での要請事項をベースに、運

用受託機関の活動状況を、実質的な活動が評価に反映される体

系（令和２年度変更）で評価している。また、債券スチュワー

ドシップ責任についても、スチュワードシップ活動を行うため

の組織・人材が整備されているかについて運用受託機関を評価

した。 

加えて、市場動向を踏まえ、リスク削減のため、北米株式アク

ティブ運用ポートフォリオから一部資金回収を実施するなど、

機動的な資金配分の見直しを行った。 

オルタナティブ資産ではより高い超過収益獲得を目指す観

点から、データ分析に基づく LPS の投資拡大や、従来とは対象

とするリスク・リターン領域が異なり、高い超過収益の確保が

見込まれる新たなファンド・オブ・ファンズ設定に取り組むこ

とを通じ、過去取り組んだファンド・オブ・ファンズを含めた

オルタナティブ資産全体でのリスク・リターンの最適化を図っ

ている。これらの取組により、年度計画に定める所期の目標を

上回る成果が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）高度な分析を通じたオルタナティブ投資の超過収益獲得の確

度を高める取組みや、スチュワードシップ活動の評価による付

加価値の高い運用受託機関の採用といった取組みにより、年度

計画に定める所期の目標を上回る成果が得られた。 
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（３）オルタナティ

ブ資産については、

自家運用と運用受

託機関の適切な構

成を検討するとと

もに、運用受託機関

の採用にあたって

はマネジャー・エン

トリー制を活用す

る。また、運用受託

機関とのアライン

メントを強化する

観点から、手数料体

系等に留意すると

ともに、モニタリン

グの手法の改善に

ついては、継続的に

取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）運用の多様

化・高度化に対応

オ 運用受託機関の管理・評価のため、ＲＰＡ（ロボティックプ

ロセスオートメーション）及びビジネスインテリジェンスツー

ルを活用した。これにより月次の報告資料の作成業務が効率的

となり、報告資料の分析業務により多くの時間を割くことが可

能となった。 

 

カ 分析ツールである Aladdin や BarraOneの活用により当法人

側でもファンド分析を行えるようになり、運用受託機関からの

報告書を簡略化できた。 

 

キ 各運用受託機関に関する情報（ファンド情報、総合評価結果、

接触履歴等）を一元管理するためのＣＲＭを構築するととも

に、運用体制を整備した。 

 

ク  貸付運用（レンディング）に係る令和７年度収益額 
外国債券ファンド：131 億円 

    外国株式ファンド：33 億円 
    国内債券ファンド：17 億円（うち自家運用：4 億円） 
 

ケ 運用方針で定めるリスク管理指標の遵守状況について運用

リスク管理委員会において、自家運用ファンドのモニタリング

結果について月次で資料を作成した。 
 
 
 
（３）オルタナティブ資産についての取組 
【オルタナティブ資産に係るＬＰＳへの投資と運用受託機関の選

定】 
令和 7 年度においては、オルタナティブ資産に係るＬＰＳへの投

資が進捗した（Ｉ－３参照）。運用受託機関の選定については、国内

不動産分野で既存運用受託機関との間で目標リターンを高めた新

規ファンド・オブ・ファンズへの契約を１件締結したほか、海外不

動産分野において、既存運用受託機関との市場環境を踏まえた潜在

的な投資ニーズに関する協議を行い既存ファンド・オブ・ファンズ

の追加投資枠の設定契約を締結した。また、国内インフラ分野で新

たな運用受託機関の選定に向けマネジャー・エントリーによる公募

の審査を継続した。選定にあたっては、超過収益獲得の見込みの高

さ、当法人と運用者とのアラインメントを強化する観点から、成功

報酬に重きを置いた報酬体系となっている点の確認に加え、利益相

反に関する管理・対応態勢についても注視している。 
 
【オルタナティブ資産に係る運用受託機関の管理】 
採用した LPS や運用機関の管理は、月次及び四半期毎に投資の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）年度計画に定める所期の目標を達成している。 
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した、より柔軟か

つ質の高い資産管

理機関の利用及び

運用データの利活

用の促進を行って

いるか。 

 

 

 

（４）運用フロン

トの専門性を最大

限発揮させるため

のミドル・バック

体制の強化を行っ

ているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

進捗状況、案件のパイプラインや運用実績等について報告を求め、

適宜必要な措置を取ることにより行うこととしている。令和６年度

においても、引き続き、インフラストラクチャー分野、プライベー

ト・エクイティ分野及び不動産分野で採用した運用受託機関等と上

記のような定期的または随時ミーティング等を実施し、パフォーマ

ンスの動向、リスクの所在の早期把握に努めた（Ⅰ－３参照）。 
 
【モニタリング、リスク管理の体制強化】 
平成 29 年度より開始した FoF やゲートキーパーを通じた投資一

任形式、並びに令和４年度より開始したＬＰＳ投資手法でのオルタ

ナティブ投資の進捗に鑑み、定量的リスク管理指標に基づくモニタ

リング手法によるリスク管理の精緻化とオルタナティブ資産全体

及び各資産別の投資パフォーマンス分析手法の高度化に向けた取

組を継続してきた（Ⅰ－３参照）。 

 
 
【マネジャー・エントリー制の開始】 

LPS 投資において、令和７年度にマネジャー・エントリー制度を

導入した。従来実施してきた各種リソースの情報収集に加えて、マ

ネジャー・エントリーを通じた小規模・新興の運用会社からの情報

を併用することにより、選定における選択肢の拡大が図られた。 

 
 
 
 
（４）各資産管理機関の強みや課題を勘案した総合評価等を踏まえ、

管理コストやＢＣＰ（事業継続計画）も考慮しながら、更なる運用

の多様化・高度化に対応できるよう資産管理機関（グローバルカス

トディを含む）の最適化を進め、日銀直接引受にかかる業務体制整

備等、資産管理機関を柔軟に利用し運用の高度化を図った。 
 
 
 
 
 
 
（５） 投資運用部運用総括課に新たに正規職員３名（課長代理１名、

主事２名）を異動・配置した他、オルタナティブ投資部オルタナテ

ィブ投資総括課に金融業界等出身者を採用・配置し（運用専門職員

１名/主事）、両部におけるミドル・バック業務の体制強化を図った。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）年度計画に定める所期の目標を達成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈課題と対応〉 

 Ⅰ－３の「課題と対応」を参照。 
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（４）なお、マネジ

ャー・エントリー制

については、過去の

運用実績等だけで

なく、投資対象の選

定の考え方やリス

ク管理の手法等も

含めて総合的に評

価する。 

 
 
 
 

 
 
 
（６）マネジャー・エントリー制における審査においては、「業務方

針」に基づく審査に加え、必要に応じて月次の定量データ（リター

ン及びその要因分析データ、ポートフォリオ特性値等）及び定性項

目（運用機関の財務状況、内部統制体制、事務処理体制等）に加え、

当法人が行う定量分析の精度をより高めるための、日次レベルでの

定量データ（リターン・データ、個別銘柄単位のポジションデータ

等）の提出を求め、適切に審査を実施している。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―５ リスク管理 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間

最終年度値等） 

７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度   ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

基本ポートフォリ

オとの乖離状況を

把握するととも

に、資産全体のリ

スクを確認し、リ

スク負担の程度に

ついての分析・評

価及び各年度の複

合ベンチマーク収

益率との乖離要因

の分析等を実施し

た回数 

適切なリスク管理 毎営業日 242 回      予算額（千円） － 

－ － － － 

運用リスクの高度

化を推進する観点

から、リスク管理

のフレームワーク

等について分析・

検討を実施した回

数 

適切なリスク管理 11 回 11 回      決算額（千円） 

－ － － － － 

各種リスク管理の

状況を経営委員会

に報告し、経営委

員会でモニタリン

グを実施した回数 

適切なリスク管理 13 回 13 回      経常費用（千円） 
－ － － － － 

運用リスク以外の

リスクの検証回数 
適切なリスク管理 4 回 4 回      経常利益（千円） － － － － － 

         行政サービス実

施コスト（千円） 
－ － － － － 

         従事人員数 － － － － － 

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 
 ６．リスク管理 

年金積立金につ

いては、分散投資に

よる運用管理を行

い、また、資産全体、

各資産、各運用受託

機関及び各資産管

理機関等の各種リ

６．リスク管理 

（１）年金積立金

の管理及び運用に

おけるリスク管理 

 リターン・リス

ク等の特性が異な

る複数の資産に分

散投資することを

６．リスク管理 
（１）年金積立金

の管理及び運用に

おけるリスク管理 
リターン・リス

ク等の特性が異な

る複数の資産に分

散投資することを

 

 

 

 

 

 

 

 

６．リスク管理 

（１）年金積立金の管理及び運用におけるリスク管理 

資産全体については、リターン・リスク等の特性が異なる国内

債券、国内株式、外国債券及び外国株式に分散投資を行うことに

より、リスクの低減に努めた。 

また、運用受託機関及び資産管理機関への委託並びに自家運用

により管理及び運用を行うとともに、運用受託機関及び資産管理

機関からの報告等を求め、必要に応じ運用受託機関とのミーティ

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｓ 

 

運用資産規模が約 300 兆円に拡大し、市場のボラティリティが高

まる局面においても、運用リスクを適切に制御した。推定トラッキ

ングエラーは、令和７年度に 13～31bp で推移し、安定的な水準を

維持している。 
基本ポートフォリオに基づく運用資産の管理をより一層強化す

《インプット情報の記載が困難な理由》 
当法人は、年金積立金の管理及び運用業務のみを行っており、財

務情報等については、業務全般のみを管理している。したがって、

評価項目ごとの財務情報等の記載は不可能。 
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スク管理を行うこ

と。 

適切かつ円滑な

リバランスの実施

に必要な機能の強

化を図るとともに、

複合ベンチマーク

収益率によるリス

ク管理を行うこと。 

また、フォワード

ルッキングなリス

ク分析とともに長

期のリスク分析を

行う等、運用リスク

管理の高度化を図

るとともに、ミドル

機能及びバック機

能の充実を始めと

したリスク管理体

制の一層の強化に

取り組むこと。その

際、国内の日中取引

時間以外のリスク

管理体制について

も検討を行うこと。 

経営委員会は、各

種運用リスクの管

理状況について適

切にモニタリング

を行うこと。 

各種リスク管理

に当たっては、地政

学上のリスクや、気

候変動によるリス

ク等の多様なリス

クが取引環境を含

め金融市場等に与

える影響について

も適切に考慮する

よう努めること。 

 

リスク管理の基本

とし、年金積立金

の管理及び運用に

伴う各種リスクの

管理を適切に行

う。リスク管理の

状況については、

理事長から経営委

員会に対して定期

的に、必要がある

場合には速やかに

報告し、経営委員

会においても適切

にモニタリングを

行う。加えて、国内

の日中取引時間以

外のリスク管理体

制について検討を

行う。 

また、具体的なリ

スク管理の方法に

ついては、運用受

託機関及び資産管

理機関からの報告

等に基づき、資産

全体、各資産、各運

用受託機関及び各

資産管理機関並び

に自家運用につい

て、以下によるこ

ととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リスク管理の基本

とし、年金積立金

の管理及び運用に

伴う各種リスクの

管理を適切に行

う。 
リスク管理の状

況については、理

事長から経営委員

会に対して定期的

に、必要がある場

合には速やかに報

告し、経営委員会

においても適切に

モニタリングを行

う。 
加えて、国内の

日中取引時間以外

のリスク管理体制

について検討を行

う。 

また、具体的な

リスク管理の方法

については、運用

受託機関及び資産

管理機関からの報

告等に基づき、資

産全体、各資産、各

運用受託機関及び

各資産管理機関並

びに自家運用につ

いて、以下による

こととする。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ング等を通じ問題点がないかを確認し、適正な管理に努めた。 

リバランスの執行に当たっては、リバランスによるリスク低減

効果の事前分析と結果の検証を都度実施することで、執行面にお

いてもリスク管理を徹底した。 

リスク管理の状況については、経営委員会開催の都度、理事長

から報告を行い、管理運用業務担当理事からも詳細な報告を行っ

た。さらに、毎四半期に担当部からも運用リスク管理状況等を、

定量モデルを独自に応用して作成した多様な資料を用いて報告

し、経営委員会において適切なモニタリングを行った。 

オルタナティブ投資については、オルタナティブ資産固有のリ

スク項目の洗い出しを含む運用リスク管理フレームワークの下、

第一線部署のオルタナティブ投資部と第二線部署の運用リスク

管理部がより密に連携してリスク管理を実施している。顕在化し

たリスク事象のモニタリング及びパフォーマンス管理指標を含

む定量・定性データのモニタリング方法の整理・高度化を通じ、

リスク管理の更なる強化を行った。採用した運用受託機関から

は、月次レベルで一覧化されたリスク管理対象項目についての発

生有無と対応策を記載したリスク管理レポートの提出を受け、内

容を精査した上で運用リスク管理委員会にて毎月及び四半期で

の報告を継続している。 

基本ポートフォリオからの乖離リスク管理体制強化を目的と

して、海外時間（国内の日中取引時間以外）において、適時適切

に自家運用による取引執行を行う場合の体制（必要となる工数を

含む）について基礎調査を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

るため、資産全体の推定トラッキングエラーについて、リスク量の

参照値を設定し、管理するためのフレームワークの運用を開始し

た。資産全体の推定トラッキングエラーを日次で計測し、参照値を

踏まえて適切にリスクを管理している。 
運用が高度化・多様化する中で、運用リスクを詳細に分析・評価

する重要性が高まっていることから、各種リスク指標を多角的に捉

えるため、複数のリスク管理ツールを用いて、日次で分析結果を把

握し、複眼的なリスク管理を行った。投資戦略の立案に対して、リ

スク分析ツールを応用し柔軟かつ迅速なシミュレーションを広範

に拡充している。 
加えて、主要な投資戦略については、戦略間のリターンの相関関

係やリスク量の配賦状況を推計するとともに、深掘りした詳細分析

を運用リスク管理委員会において実施するなど、リスク管理の高度

化に取り組んだ。 
さらに、リバランスの執行に当たっては、運用受託機関と執行方

法をきめ細かく調整し、市場に過度なインパクトを与えることのな

いよう配慮するとともに、リバランスによるリスク低減効果の事前

分析と結果の事後検証を都度実施することで、執行面においてもリ

スク管理の徹底を図った。 
運用部門においても、市場分析・マクロ経済分析を強化し、マク

ロ経済動向等を踏まえた幅広く多面的な分析を投資委員会に報告

し、投資戦略の決定に活用するほか、円金利のボラティリティが高

まる中、国内債券ポートフォリオ全体の金利リスク管理体制を強化

した。 
さらに、オルタナティブ投資について、リスク事象のモニタリン

グ及びパフォーマンス管理指標を含むモニタリング方法を整理し、

毎月及び四半期毎の運用リスク管理委員会への報告内容の改善を

図るなど、オルタナティブ資産全体のリスク管理体制を強化してい

る。 
加えて、運用リスクにとどまらず、コンプライアンス・リスクに

対する牽制機能を強化するため、令和７年９月に理事長直轄のコン

プライアンス室を設置した。コンプライアンス・プログラムを新た

に策定し、プログラムに基づく各種取組を展開するとともに、年間

の実施状況を検証・評価し、次年度のプログラムを策定している。 
さらに、全社レベルのリスクアセスメントに基づく監査を新たに

実施し、被監査部署へ業務改善や内部統制強化を促すなど、３線機

能を強化した。また、国内の日中時間以外を含めたリスク管理体制

の在り方について、着実に検討を進めている。 
以上のとおり、運用資産規模の拡大に伴いリスク管理の難易度が

高まる中、米国の相互関税導入や中東情勢の不安定化を背景とした

市場変動の拡大、さらには円金利環境の変化といった厳しい運用環

境に対応しつつ、一線・二線・三線それぞれにおいて、新たな取組

を積み重ねながらリスクを適切に制御し、堅実なリスク管理体制を
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① 資産全体 

 基本ポートフォ

リオを適切に管理

するため、年金積

立金の資産構成割

合と基本ポートフ

ォリオとの乖離状

況を適宜把握する

とともに、資産全

体の基本ポートフ

ォリオからの乖離

リスクについて、

参照値を設定した

上で、適切な管理

を行う。 

また、適切かつ円

滑なリバランスを

実施するため、市

場動向の把握・分

析等を行うととも

に、資産全体につ

いて、市場リスク、

流動性リスク、信

用リスク、カント

リーリスク等を管

理し、リスク負担

の程度についての

分析及び評価（ア

クティブ運用等の

投資行動に沿った

要因分解を含む。）

並びに各年度の複

合ベンチマーク収

益率との乖離要因

の分析等を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
① 資産全体 
基本ポートフォ

リオを適切に管理

するため、年金積

立金の資産構成割

合と基本ポートフ

ォリオの乖離状況

を適宜把握すると

ともに、資産全体

の推定ＴＥについ

て、参照値を設定

した上で、適切な

管理を行う。 
また、適切かつ

円滑なリバランス

を実施するため、

市場動向の把握・

分析等を行うとと

もに、 
資産全体につい

て、市場リスク、流

動性リスク、信用

リスク、カントリ

ーリスク等を管理

し、リスク負担の

程度についての分

析及び評価（アク

ティブ運用等の投

資行動に沿った要

因分解を含む。）並

びに複合ベンチマ

ーク収益率との乖

離要因の分析等を

行う。 
 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

（１）年金積立金の

資産構成割合と基

本ポートフォリオ

との乖離状況を適

宜把握するととも

に、資産全体の基本

ポートフォリオか

らの乖離リスクに

ついて、参照値を設

定した上で、適切な

管理を行っている

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 資産全体 
【乖離状況の把握等】 

   資産全体のリスクを適切に管理するため、新たに設定した参照

値に基づき資産全体の推定ＴＥを日次で把握し、適切な管理を行

った。また、インハウス運用で実施した先物取引や決定したリバ

ランス情報等を約定日ベースでタイムリーに反映した年金積立

金の資産構成割合と基本ポートフォリオとの乖離状況も継続し

て管理した。 

基本ポートフォリオの乖離許容幅を超えて乖離している場合

には、その範囲内に収まるようにリバランスを行い、適切に管理

することとしているが、令和７年度においては、乖離許容幅の上

限または下限に達することはなかった。 

また、市場分析については令和７年度においても定量分析の体

制を強化し、法人内の運用関係部室、運用受託機関、経済環境コ

ンサルタント、投資戦略情報提供業者による経済・金融分析・市

場見通し等も集約し、それらの見方の違いや、地政学的リスクに

関する分析等を含めて多面的な分析を行ったうえで、資金配分・

回収に活用した。 

運用の高度化・多様化が進む中で、複眼的かつ詳細分析に基づ

く運用リスク管理をより一層推進していく観点から、複数のリス

ク分析ツールを利用し、それぞれのモデル特性等を踏まえて、各

ツールの機能を活用した分析を行った。 

伝統資産の乖離要因の分析については、資産配分効果、ベンチ

マーク選択効果、ファンド選択効果といった従来の要因分析に加

え、金利やクレジット等のリスク・ファクターベースの分析や投

資戦略ごとの分析をタイムリーに実施するなど、複眼的な分析に

基づき部署横断で意見交換を行い、ＰＤＣＡサイクルの向上を図

った。 

オルタナティブ資産の乖離要因の分析については、資産規模の

拡大によりリスク寄与が高まっていることから、「伝統資産＋プ

ライベート・エクイティ」及び「インフラストラクチャー＋不動

産」でのリスク管理を継続して分析を実施するとともに、伝統資

産との違いを踏まえたオルタナティブ資産の管理方法について

継続的な検討を行った。 

また、複眼的な分析結果をよりタイムリーに共有するため、デ

一層強化した。 
これらの取組は、当法人の目標である「年金財政上必要な運用利

回りを最低限のリスクで確保」の達成を支える観点から、量的・質

的両面で所期の目標を上回る顕著な成果であると判断し、S と評価

する。 
 
 
【評価の視点】 

（１）資産全体の資産構成割合と基本ポートフォリオとの乖離状況

を適時適切に把握するとともに、新たに設定した参照値に基づ

き資産全体の推定ＴＥを日次で把握した。また、推定ＴＥを含

めたリスク指標を多角的に捉えるため、複数のリスク管理ツー

ルを用いて日次で分析結果を把握し、複眼的な資産全体のリス

ク管理を行っており、年度計画に定める所期の目標を上回る成

果が得られた。 
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ータベースの開発・改良・整備を一層推進するとともに、自動化

や効率化も継続し、その分析結果をビジネスインテリジェンスツ

ールに搭載することで運用の高度化・多様化に対応した。 

リスクを把握・分析するためのモニタリングについては、実際

のポートフォリオと基本ポートフォリオとの乖離状況及び、資産

全体のリスクを確認し、リスク負担の程度についての分析・評価

及び各年度の複合ベンチマーク収益率との乖離要因の分析等を

日次で把握し、投資行動のＰＤＣＡサイクルを回す体制が定着し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

●基本ポートフォリオとの乖離状況 
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（注）資産構成割合は月中平均残高を用いて算出 
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（２）適切かつ円滑

なリバランスを実

施するため、市場動

向の把握・分析等を

行うとともに、資産

全体の市場リスク、

流動性リスク、信用

リスク、カントリー

リスク等を適切に

管理し、リスク負担

の程度についての

分析及び評価（アク

ティブ運用等の投

資行動に沿った要

因分解を含む。）並

びに各年度の複合

ベンチマーク収益

率との乖離要因の

分析等を行ってい

るか。 

 

 

【資産全体の運用リスク管理】 

令和７年度は、資産全体の推定ＴＥ（トラッキングエラー）

の参照値を設定し、これに基づきリスク管理を行った。 

運用が高度化・多様化する中で、運用リスクを詳細に分析評価

する重要性が増しており、推定トラッキングエラー、VaR（観測期

間２年及び５年）や VaR レシオ（実績ポートフォリオの VaR÷基

本ポートフォリオの VaR）を始めとする各種リスク指標を多角的

に捉えるため、複数のリスク管理ツールを用いて、日次で分析結

果を把握し、複眼的なリスク管理を行った。 

また、資産全体に加えて、「伝統資産＋プライベート・エクイテ

ィ」及び「インフラストラクチャー＋不動産」でも日次ベースで

のリスク管理を行った。 

令和７年度の資産全体のリスクは、①推定トラッキングエラー

は 13b～31bp（1bp＝0.01％）、②VaRレシオは 0.98～1.02で推移

した。 

 

 

 

 

 

 

【市場リスク、流動性リスク、信用リスク、カントリーリスク

等の管理】 

市場リスクについては、金利等のリスク・ファクターが保有資

産に与える影響を様々な切り口で捉えるとともに、複数のリスク

分析ツールを用いることに加え、観測期間を複数設定して分析す

る等、より複眼的に分析を行った。 

流動性リスクについては、キャッシュアウトの予期せぬ増加等

により通常よりも著しく高い資金調達コストを負担することが

ないよう年金特別会計の見通し等を確認するとともに、通常より

も著しく不利な価格で取引を行うことがないよう、市場流動性を

踏まえたリスク管理を行った。 

信用リスクについては、保有資産の発行体等の財務状況の悪化

等により損失を被るリスクの分析を行った。 

カントリーリスクについては、様々な分類基準で抽出し、当該

国への投資額推移の分析を行った。 

なお、令和７年度は、上記のリスク管理に加え、オルタナティ

ブ投資の為替ポジションについて分析するなど、投資行動に即し

た適時適切なリスク分析を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）年度計画に定める所期の目標を達成している。 
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② 各資産 

 各資産と基本ポ

ートフォリオ策定

に用いるベンチマ

ークとの乖離リス

クを適切に管理す

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 各資産 
各資産と基本ポ

ートフォリオ策定

に用いるベンチマ

ークとの推定ＴＥ

を適切に管理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）各資産と基本

ポートフォリオ策

定に用いるベンチ

マークとの乖離リ

スクを適切に管理

しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈資産全体の推定トラッキングエラーの推移〉 

  

 

〈VaRレシオの推移〉 

 

（注）各月の数値は、作成時点のリスク推定モデルを用いて算出した

月中平均値です。 

 

 

② 各資産 
令和７年度は、新たに設定した資産全体の推定ＴＥの参照値

に基づき日次で複数のリスク分析ツールかつ複数の観測期間を

用いて計測するとともに、各戦略やファンド別に細分化したリ

スク寄与度を計測し、ビジネスインテリジェンスツールにて情

報を共有した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）複合ベンチマーク収益率との乖離要因の分析に留まらず、各

戦略やファンド別に細分化したリスク寄与度を計測・共有する

ほか、深掘りした詳細分析を運用リスク委員会において実施す

るなど、アクティブリスク全体の最適化を図っており、年度計

画に定める所期の目標を上回る成果が得られた。 
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る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 各運用受託機

関 

 運用受託機関に

対し、運用目標、運

用手法、リスク指

標、ベンチマーク

等に関する運用ガ

イドラインを示す

とともに、各社の

運用状況及びリス

ク負担の状況や運

用体制の変更等を

把握し、適切に管

理、評価する。ま

た、運用受託機関

の運用スタイル分

散を図る等マネジ

ャー・ストラクチ

ャーについて適切

な管理を行う。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 各運用受託機

関 
運用受託機関ご

とに運用目標、運用

手法、リスク指標及

びベンチマーク等

に関する運用ガイ

ドラインを示す。 
また、運用状況及

びリスク負担の状

況についての報告

のほか、随時必要な

資料の提出を求め

るとともに、必要に

応じ各運用受託機

関とミーティング

を行う。リスク分析

ツール等を用いて

運用ガイドライン

の遵守状況、運用状

況及びリスク負担

状況を把握すると

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）運用受託機関

に対し、運用目標、

運用手法、リスク指

標、ベンチマーク等

に関する運用ガイ

ドラインを示すと

ともに、各社の運用

状況及びリスク負

担の状況や運用体

制の変更等を把握

し、適切に管理、評

価を行っているか。

また、運用受託機関

の運用スタイル分

散を図る等マネジ

ャー・ストラクチャ

ーについて適切な

管理を行っている

か。 

 

 

 

また、投資戦略の立案に対して、リスク分析ツールの応用で

柔軟かつ迅速なシミュレーションを大幅に拡充した。主要な投

資戦略については、戦略間のリターンの相関関係やリスク量の

配賦状況を推計した。 

運用リスク管理委員会で戦略別リスク・リターンの関係性を

詳細に議論し、アクティブリスク全体の最適化を定量・定性両

面から支援した。 

投資委員会における新規提案のシミュレーションを行いリス

クの事前評価を行ったほか、オルタナティブファンドの新規投

資の際には、ファンド単体に加えポートフォリオ全体に対する

寄与を試算する等、投資の意思決定におけるリスク分析の高度

化を推進した。 

経営委員会においても上記の議論に用いた情報の一部を提供

し、執行部におけるリスク管理戦略を共有してＰＤＣＡサイク

ルに寄与した。 

これらの取組に加え、投資戦略毎にファンド別、銘柄別のリ

スク寄与度の計測を開始し、詳細な時系列分析と情報共有に向

けて、データベースを拡充した。 

 

 

 

③ 各運用受託機関 
【各運用受託機関】 

ア 運用受託機関に対し、運用目標、運用手法、リスク指標及びベ

ンチマーク等に関する運用ガイドラインを提示している。ま

た、運用ガイドラインにおける運用受託機関からの登録・報告

事項について、運用受託機関の負担軽減と運用状況・リスク管

理の効率化を図った。 

 

イ 運用受託機関に対してファンドごとに提示したリスク管理指

標の目標値等の遵守状況、投資行動及び運用結果の報告を、月

次及び必要に応じ随時求め、一時的な要因等により管理目標値

を超えたもの等について確認を行った。また、運用受託機関か

らの報告に加え、当法人においても日次モニタリングを実施

し、リスク管理目標値を超過した事案を能動的に捕捉し、必要

に応じて是正を求めた。 

 

ウ 運用に関するミーティングの実施時期に合わせてスチュワー

ドシップ・コードの取組状況に係るミーティングを実施し、対

応状況を把握した。 

 

 

 エ 運用受託機関構成の見直しに際しては、運用責任者と面談し、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）年度計画に定める所期の目標を達成している。 
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ともに、運用体制の

変更を把握し、コン

サルタントも活用

しつつ、運用受託機

関に対し適切に管

理、評価を行う。運

用受託機関の運用

スタイル分散を図

る等マネジャー・ス

トラクチャーにつ

いて適切な管理を

行う。 
さらに、運用多様

化に伴うリスク管

理の高度化の一環

として投資判断用

データベースの活

用等を継続し、運用

の改善を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

投資方針及び運用プロセスの合理性・納得性が高く、定量評価

を勘案した定性評価に基づき、超過収益獲得の確信が持てるフ

ァンドのみを選定するとともに特定のスタイルに集中しない

よう、スタイル分散を図っている。 

 

オ 基本ポートフォリオに即した管理運用を将来的にも円滑に行

っていく観点から、国内株式及び外国株式の ESG指数投資をリ

バランスの対象とし、市場環境等を勘案しつつ投資額の最適化

を図っている。 

ESG 指数投資の最適化では、まず、ポートフォリオ全体のリ

スクを抑えるため、各 ESG指数への配分額を見直している。 

現在採用している ESG指数は ESG評価の優れた企業のみを選

ぶ「ベストインクラス型」と、ESG 評価の優れた企業の構成比

率を上げつつ、全ての親指数構成企業を ESG指数に含める「テ

ィルト型」に大別されるが、多くの場合は「ベストインクラス

型」は「ティルト型」よりもリスクが大きい傾向にある。「ベス

トインクラス型」や「ティルト型」といった特性を考慮し、各

指数への配分バランスを見直すことで、一定程度のリスク抑制

効果が期待できる。各 ESG指数への配分バランスを見直した上

でもなお、抑制しきれないリスクについては、全体の残高調整

によって対応している。 

カ オルタナティブ資産のデータ管理ツールについては関係各部

と緊密に連携を取り、長期的に安定運営を行う観点より令和４

年度に新たに開発したインハウスのデータベースへの切り替

えを実施・活用している。 

 

【オルタナティブ資産に係る運用受託機関】 

インフラストラクチャー分野、不動産分野及びプライベート・

エクイティ分野で採用した運用受託機関に対し、運用目標、運用

手法、リスク指標及びベンチマーク等に関する運用ガイドライン

を提示している。 

また、採用後、運用受託機関と月次や四半期毎など定期的なミ

ーティングを実施し、その遵守状況、運用状況等の報告を受ける

等、運用受託機関に対する管理を適切に行った。 

加えて、リスク及びパフォーマンス管理のため、定期的にレポ

ートを運用受託機関から受領し、運用受託機関及び投資先ファン

ドの管理を行っている。 

そうした運用受託機関からの定期的レポートを基に、オルタナ

ティブ資産について採用している IRRベースの目標リターンとの

進捗確認を行うことに加え、各資産プライベート市場データと投

資先 FoFとのパフォーマンス比較分析、定量的リスク管理指標を

注視案件の抽出基準として設けた個別案件モニタリングを実施

し、問題の早期発見に努めた。さらに、各 FoFの NAV変動要因分
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④ 各資産管理機

関 

 資産管理機関に

対し、資産管理の

目標、管理手法、体

制等に関する資産

管理ガイドライン

を示すとともに、

各機関の資産管理

状況や資産管理体

制の変更を把握

し、適切に管理及

び評価する。また、

ＢＣＰ（事業継続

計画）等の観点か

ら資産管理機関に

おける安定的な運

営状況を継続的に

注視するととも

に、運用の高度化・

多様化に対応した

資産管理の体制整

備を進める。 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 各資産管理機

関 
資産管理機関ご

とに資産管理の目

標、管理手法及び体

制等に関する資産

管理ガイドライン

を示す。 
また、資産管理状

況についての報告

のほか、随時必要な

資料の提出を求め

るとともに、定期的

にミーティングを

行い、資産管理ガイ

ドラインの遵守状

況及び資産管理体

制の変更を把握し、

資産管理機関に対

し適切に管理、評価

を行う。 
信用リスクにつ

いては、随時管理す

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）資産管理機関

に対し、資産管理の

目標、管理手法、体

制等に関する資産

管理ガイドライン

を示すとともに、各

社の資産管理状況

や資産管理体制の

変更を把握し、適切

に管理及び評価を

行っているか。ま

た、資産管理機関に

おける安定的な運

営状況を継続的に

注視するとともに、

運用の高度化・多様

化に対応した資産

管理の体制整備を

進めているか。 

 

 

 

 

析、伝統的資産のパフォーマンス評価の指標として用いられる政

策ベンチマークとの PME+や新たに開発した SBDA によるパフォー

マンス比較により超過収益の源泉を明確化し、オルタナティブ資

産全体及び各資産別の投資パフォーマンス・リスク計測・分析手

法の高度化・精緻化を図った。これらの各種分析については、オ

ルタナティブ投資部と運用リスク管理部が協働して運用リスク

管理委員会での報告の高度化を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 各資産管理機関 
ア 資産管理機関に対し、資産管理の目標、管理手法及び体制等

に関する資産管理ガイドラインを提示している。また、自家運

用における資産管理機関に対しても、資産管理ガイドラインを

提示している。 

 

イ 各社の資産管理状況については資産管理状況に係るデータ

の提出を求めるとともに、ガイドラインにおける資産管理の目

標、管理手法及び体制等について随時必要な資料を求め、内容

を確認した。 

 

ウ 各資産管理機関の強みや課題を勘案した総合評価等を踏ま

え、管理コストやＢＣＰ（事業継続計画）も考慮しながら、更

なる運用の多様化・高度化に対応できるよう資産管理機関（グ

ローバルカストディを含む）の最適化を進めた。 

 

エ 資産管理機関における体制変更等については、資産管理に影

響を及ぼすものであるため、迅速に把握の上、適切な措置を講

じることとしている。令和７年度においては、２社５件の人事

異動等による体制変更を確認した。 

 

オ 信用リスクの管理については、格付状況を月１回確認し、問

題のないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）資産管理機関に対して、適切な管理及び評価を行うために、

資産管理の目標、管理手法、体制等に関する資産管理ガイドラ

インを示した。また、自家運用における一連の業務オペレーシ

ョンを統合化されたツール上で実行することを前提とした関

連規程の整理により、オペレーショナル・リスクの削減、効率

化及び業務品質の向上を実現し、年度計画に定める所期の目標

を上回る成果が得られた。 
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⑤ 自家運用 

 運用目標、運用

手法、リスク指標、

ベンチマーク等に

関する運用ガイド

ラインを定め、適

切に管理する。 

 

 

 

 

 

⑥ トランジショ

ンマネジメント 

 資産配分変更、

ベンチマーク変

更、マネジャー変

更等、様々な投資

動機に伴い発生す

る資金移動のコス

トを適切に管理す

る。 

 

（２）リスク管理・

内部牽制機能強化

のための体制整備

等 

 運用資産が増大

し、オルタナティ

ブ投資も着実に推

る。 
ＢＣＰ（事業継続

計画）も想定した資

産管理機関との連

携等について検討

を進めるとともに、

運用の高度化・多様

化に対応した資産

管理の体制の整備

を進める。 
 
 
 
⑤ 自家運用 
自家運用に係る

運用目標、運用手

法、リスク指標及び

ベンチマーク等に

関する運用ガイド

ライン等を定め、随

時遵守状況を適切

に管理する。 
 
 
 
⑥ トランジショ

ンマネジメント 
資産配分変更、ベ

ンチマーク変更、マ

ネジャー変更等、

様々な投資動機に

伴い発生する資金

移動のコストを適

切に管理する。 
 
 
（２）リスク管理・

内部牽制機能強化

のための体制整備

等 
運用資産が増大

し、オルタナティブ

投資も着実に推進

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）自家運用にお

いて、運用目標、運

用手法、リスク指

標、ベンチマーク等

に関する運用ガイ

ドラインを定め、適

切に管理している

か。 

 

 

 

 

（７）資産配分変

更、ベンチマーク変

更、マネジャー変更

等に伴い発生する

資金移動のコスト

を適切に管理して

いるか。 

 

 

 

 

（８）ポートフォリ

オ全体のリスク管

理を適切に行う観

点から、統合的かつ

複眼的なリスク管

理を進めるととも

に、ミドル・バック

 

  カ 運用多様化に伴うリスク管理の重要性や運用受託機関との

エンゲージメント強化の必要性から、資産管理機関において、

より迅速に取引データ等を収集し、リスク分析等に活用するこ

とができる体制整備が図られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 自家運用 

運用方針で定めるリスク管理指標の遵守状況について運用リ

スク管理委員会において、自家運用ファンドのモニタリング結果

について月次で資料を作成した。 
なお、投資運用部及び運用管理部では、各ファンドにおいて月

次でリスク管理を行っているほか、日次で国内債券ファンドのリ

スク特性値、保有債券及び購入予定債券の格付けの状況による信

用リスク及び約定前後の運用対象資産及び与信限度額について、

デリバティブファンドでは証拠金の管理について、運用方針に基

づき、遵守している。 

 

 

⑥ トランジションマネジメント 

資金の投入及び回収に際しての市場への影響については、リバ

ランスのための専門のチームにおいて執行方法をきめ細かく運

用受託機関と調整することにより、過大なインパクトがないよう

に執行を行った。 

 

 

 

 

 

 

（２）リスク管理・内部牽制機能強化のための体制整備等 
リスク管理の高度化や精緻化を推進し、推定トラッキングエラ

ーが低水準で推移する中、オルタナティブ資産のポートフォリオ

全体へのリスクへの影響が大きくなってきたため、資産全体に加

えて、オルタナティブ投資のうちインフラストラクチャー及び不

動産を為替調整した上で分離し、「伝統資産＋プライベート・エク

イティ」ポートフォリオ及び「インフラストラクチャー＋不動産」

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）年度計画に定める所期の目標を達成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

（７）年度計画に定める所期の目標を達成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）フロント部署における運用リスク管理の強化に加え、コンプ

ライアンス・リスクに対する牽制機能を強化するためコンプラ

イアンス室を設置し、コンプライアンス・プログラムの新規策

定・実行する等２線部署による牽制体制を強化するとともに、

３線を担う監査室において全社レベルでのリスクベース内部

監査を実施し、リスク管理強化につなげる等、多重的な牽制体

制の高度化を図っており、年度計画に定める所期の目標を上回
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進するなど運用対

象を多様化する中

で、ポートフォリ

オ全体のリスク管

理を適切に行う観

点から、統合的か

つ複眼的なリスク

管理を進めるとと

もに、ミドル・バッ

ク機能の充実・強

化を図り、３線管

理の枠組みによる

多重化した牽制体

制を強化するな

ど、リスクを適切

に管理するための

体制の一層の強化

に取り組む。 

また、リスク管

理の高度化を推進

する観点から、リ

スク・リターン分

析ツール等をはじ

めとした各種ツー

ルを活用する基盤

整備を一層進める

とともに、各種リ

スク管理に当たっ

ては、地政学上の

リスクや、気候変

動によるリスク等

の多様なリスクが

取引環境を含め金

融市場等に与える

影響についても適

切に考慮するよう

努める。加えて、長

期投資の視点から

のリスク管理手法

の調査・研究を進

める。 

さらに、業務リス

クやコンプライア

するなど運用対象

を多様化する中で、

ポートフォリオ全

体のリスク管理を

適切に行う観点か

ら、統合的かつ複眼

的なリスク管理を

進めるとともに、ミ

ドル・バック機能の

充実・強化を図り、

３線管理の枠組み

による多重化した

牽制体制を強化す

るなど、リスクを適

切に管理するため

の体制の一層の強

化に取り組む。 

また、リスク管理

の高度化を推進す

る観点から、リス

ク・リターン分析ツ

ール等をはじめと

した各種ツールを

活用する基盤整備

を一層進め、投資戦

略に応じた複眼的

な分析に基づきＰ

ＤＣＡサイクルを

回すとともに、各種

リスク管理に当た

っては、地政学上の

リスクや、気候変動

によるリスク等の

多様なリスクが取

引環境を含め金融

市場等に与える影

響について、ストレ

ステストやシナリ

オ分析を実施する。

加えて、長期投資の

視点からのリスク

管理手法の予備調

査を進める。 

機能の充実・強化を

図り、３線管理の枠

組みによる多重化

した牽制体制を強

化するなど、リスク

を適切に管理する

ための体制強化に

取り組んでいるか。 

 

 

 

（９）リスク管理の

高度化を推進する

観点から、各種ツー

ルを活用する基盤

整備を一層進める

とともに、各種リス

ク管理に当たって

は、地政学上のリス

クや気候変動リス

ク等の多様なリス

クが金融市場等に

与える影響につい

て適切に考慮する

よう努めているか。

また、長期投資の視

点からのリスク管

理手法の調査・研究

を進めているか。 

 

（10）業務リスクや

コンプライアンス・

リスクの PDCA サイ

クルを着実に実行

し、事案発生時の適

切な対応を促すと

ともに、内部牽制機

能の強化を図って

いるか。 

 

（11）各種リスク管

理の状況について

経営委員会に定期

ポートフォリオでのリスク管理を行った。 

また、フロント部門とは独立してミドル部門でも複数のリスク

分析ツールを用いて分析し、リスク管理情報をビジネスインテリ

ジェンスツールに掲載し、投資行動のＰＤＣＡサイクルに寄与す

るための分析を行った。その際、分析に用いるデータについて、

会計用の確報データに加えて投資判断用の速報データを活用し、

速報性も高めた。 

さらに、職員の採用と教育を継続的に注力するなど、ミドル

機能の充実・強化を図る取組を進めた。 

フロント部署でもビジネスインテリジェンスツール等を活用

したリスクの把握・分析を実施。 

加えて、国内債券ポートフォリオの管理体制を強化。新たに政

策ベンチマーク対比の推定トラッキングエラーを円金利リスク

の管理基準と設定し、イールドカーブの形状変化等の影響を含め

た精緻な分析に基づく運用を実施した。 

その上で、現物債券の売買に関して、国債入札への直接応札を

開始する（Ⅰ－３参照）など、法人全体におけるリスクの把握・

分析、機動的な対応能力が大きく向上している。 

 

資産管理機関の最適化を進め、日銀直接引受にかかる業務体制

整備等、資産管理機関を柔軟に利用し運用の高度化を図った。ま

た、自家運用における一連の業務オペレーションを統合化された

ツール上で実行することのできる統合運用管理基盤システム上

の機能について新商品対応を進めるとともに、関連規程の整理を

行い、オペレーショナル・リスクの削減、効率化及び業務品質の

向上を図った。 

オルタナティブ投資については、オルタナティブ資産固有のリ

スク項目の洗い出しを含む運用リスク管理フレームワークの下、

第一線部署のオルタナティブ投資部と第二線部署の運用リスク

管理部がより密に連携してリスク管理を実施している。顕在化し

たリスク事象のモニタリング及びパフォーマンス管理指標を含

む定量データのモニタリング方法の整理・高度化を通じ、リスク

管理体制の更なる強化を行った。（Ⅰ－３再掲） 

 

多様なリスクが金融市場の変動を通じてポートフォリオに影

響を与えることから、複数のリスクシナリオに基づくストレステ

ストやシナリオ分析を実施して考察し、投資の意思決定に資する

分析を行った。 

 
 
業務リスク等を適切に管理するために以下の取組を行った。 

・業務リスクが顕在化した場合には、同様の事例の発生予防のた

め、法人内に改善策を含む発生内容を周知した。 

る成果が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）リスク計測に用いるデータについて、会計用の確報データに

加えて投資判断用の速報データを活用し、速報性も高めるとと

もに、分析の基盤となるデータベースの開発・改良・整備を一

層推進した。 

また、複数のリスクシナリオに基づくストレステストやシナ

リオ分析を実施して考察し、投資の意思決定に資する分析を行

うなど、リスク管理の高度化が進捗しており、年度計画に定め

る所期の目標を上回る成果が得られた 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10）統合的なリスク管理の検討に着手するほか、運用業務の変化

や組織体制の見直し、さらには災害リスクの多様化を踏まえ、

実効性の向上を目的とした業務継続計画の全面的な見直しに

着手し、初動対応行動計画の素案を策定するなど、リスク管理

の枠組みの強化に向けた取組が進捗しており、年度計画に定め

る所期の目標を上回る成果を得られた。 

 

 

 

 

（11）理事長からの報告に加えて管理運用業務担当理事からも経営

委員会で年間 12 回報告したほか、インハウス運用にかかる海

外時間での執行体制・リスク管理体制強化を目的とした基礎調
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ンス・リスクのＰ

ＤＣＡサイクルを

着実に実行し、事

案発生時の適切な

対応を促すととも

に、内部牽制機能

の強化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、業務リス

クやコンプライア

ンス・リスクのＰＤ

ＣＡサイクルを着

実に実行し、事案発

生時の適切な対応

を促すとともに、内

部牽制機能の強化

を図るため、法務支

援機能の更なる拡

充・強化・活用を進

めるとともに、運用

コンプライアンス

に係る専門性を備

えたコンプライア

ンス専門部署の設

置などコンプライ

アンス体制を強化

することにより、適

時適切に対応する。 

加えて、災害など

の緊急事態におい

ても必要な業務が

継続できるよう、Ｂ

ＣＰや事務マニュ

アルの改善など必

要な取組を継続的

に進める。 

的かつ必要がある

場合には速やかに

報告し、経営委員会

において適切にモ

ニタリングを行っ

ているか。また、国

内の日中取引時間

以外のリスク管理

体制について検討

を行っているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・理事長を委員長とする内部統制委員会において、業務リスクの

顕在化を予防・管理するために全組織的に潜在的な業務リスク等

の識別、分析及び評価等を実施した結果について審議したほか、

委託先も含めた顕在化した業務リスクの発生状況を共有した。な

お、潜在的な業務リスク等の識別等の実施にあたっては、第５期

中期計画の初年度であることを考慮し、全面的な再点検、再構築

を念頭に取り組んだ。 

・業務マニュアルの定期点検を実施し、最新の内容に更新した。 

・リスク管理機能強化の一環として「統合的なリスク管理の在り

方、優先して整備すべきリスク管理機能の整理」を課題に掲げ、

検討に着手した。 

 

法人が 2012 年に制定した業務継続計画（ＢＣＰ）について、近

年の運用業務の変化や組織体制の見直し、さらには災害リスクの

多様化を踏まえ、実効性の向上を目的とした全面的な見直しに着

手した。2025 年度においては、その第一段階として現行業務の棚

卸し及び影響度分析を実施し、災害時に優先的に継続・復旧すべ

き重要業務の再整理を行うとともに、発災直後の対応を明確化す

るため、初動対応行動計画の素案を策定した。 

内部牽制機能の強化については、法務室や外部の法律専門家に

よる知見を活用し、適時適切に対応した。具体的には、先物取引

等に関する海外規制当局対応の検討などで各分野に専門性を有

する外部法律事務所を活用することで、法務リスクの早期把握及

びそれらへの適切な対応を行った。 

コンプライアンス・リスク管理を高度化するため、初めてコン

プライアンス・プログラム（年度計画）を策定し、ＰＤＣＡサイ

クルを始動させた。また、当該プログラムに基づいて令和７年９

月にコンプライアンス室を設置し、運用コンプライアンスの知見

を持つ運用専門職員を配置するとともに、運用コンプライアンス

の専門性を有する人材をコンプライアンス・オフィサーに任命し

て体制の強化を図った。そして、コンプライアンス委員会におい

て、コンプライアンス・プログラムの実施状況を検証・評価し、

次年度のプログラムを策定した。 

全社レベルでのリスクアセスメントに基づく内部監査を実施

し、リスク管理の強化に繋げ、３線機能の強化を実施した。 

理事長からの報告に加えて管理運用業務担当理事からも経営

委員会で年間 13 回報告し、経営委員会によるモニタリングを実

施している。 

査・検討を実施しており、年度計画に定める所期の目標を上回

る成果を得られた。 

 

 

 

 

 

 

〈課題と対応〉 

 ポートフォリオ全体のリスク管理の観点から、法人自ら国内外

の市場動向を常時把握し、資産規模が拡大する中にあっても、

市場流動性を加味しながら機動的かつ安定的なリバランス等

を検討・実行。（Ⅰ-２再掲） 

 オルタナティブ資産については、法人ポートフォリオ全体の推

定トラッキングエラーに対して比較的大きな寄与度を有する

ことを踏まえ、新たに設置したデータ分析とリスク管理部署と

の連携の下、適切なリスク管理体制の下で、収益性とリスクを

確認・検証しながら、リスクを適切にコントロールする手段・

枠組みを検討していくことが必要。（Ⅰ-３再掲） 

 リスク管理機能強化の一環として「統合的なリスク管理の在り

方、優先して整備すべきリスク管理機能の整理」について検討・

実施を進める。 

 運用の高度化・多様化に対応するためのミドル・バック機能の

継続的な強化。 

 リスク管理体制の一層の強化に向けて、インハウス運用におけ

る海外時間のリスク管理体制について検討を着実に進める。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―６ スチュワードシップ責任を果たすための活動及びＥＳＧ等の非財務的要素を考慮した投資 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標

期間最終年度

値等） 

７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度   ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

スチュワードシッ 
プ活動の評価を目 
的とした運用受託 
機関との間でのエ 
ンゲージメント実 
施回数 

スチュワードシ

ップ活動の推進 
100 回 121 回      予算額（千円） － 

－ － － － 

スチュワードシッ

プ活動に関する

TOPIX 構成企業

向けアンケートの

回答率 

スチュワードシ

ップ活動の推進 
37.3% 37.5%      決算額（千円） 

－ － － － － 

スチュワードシッ

プ活動に関する

TOPIX 構成企業

向けアンケートの

回答企業のうち法

人のスチュワード

シップ活動を評価

する企業の割合 

スチュワードシ

ップ活動の推進 
79.1％ 

 

77.2%      経常費用（千円） 

－ － － － － 

ESG 投資の効果の

検証を実施した回

数 

ＥＳＧ投資によ

る長期的な収益

の確保 

12 回 19 回      経常利益（千円） 
－ － － － － 

GPIF のポートフ

ォリオのESG評価

（国内株式） 

ESG を考慮し

た投資の推進 
TOPIX スコア FTSE：3.69/5.0 

MSCI：7.22/10.0 
 

（TOPIX） 
FTSE：3.66/5.0 
MSCI：7.16/10.0 

     行政サービス実

施コスト（千円） 
－ － － － － 

GPIF のポートフ

ォリオのESG評価

（外国株式） 

ESG を考慮し

た投資の推進 
ACWI スコア FTSE：3.44/5.0 

MSCI：6.67/10.0 
 

 
（ACWI） 

FTSE：3.43/5.0 
MSCI：6.63/10.0 

     従事人員数 

－ － － － － 

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

 

 

 

 

 

 

《インプット情報の記載が困難な理由》 
当法人は、年金積立金の管理及び運用業務のみを行っており、財

務情報等については、業務全般のみを管理している。したがって、

評価項目ごとの財務情報等の記載は不可能。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 
 ７．スチュワード

シップ責任を果た

すための活動及び

ＥＳＧ等の非財務

的要素を考慮した

投資 

 （１）スチュワー

ドシップ責任を果

たすための活動 

年金積立金の運

用の目的の下で、

被保険者の利益の

ために長期的な収

益を確保する観点

から、市場等への

影響に留意しつ

つ、スチュワード

シップ責任を果た

すための活動を一

層推進すること。 

その際、「責任ある

機関投資家」の諸

原則≪日本版スチ

ュワードシップ・

コード≫（平成 26

年２月 26 日日本版

スチュワードシッ

プ・コードに関す

る有識者検討会取

りまとめ）を踏ま

え、スチュワード

シップ責任（機関

投資家が、投資先

企業やその事業環

境等に関する深い

理解のほか運用戦

略に応じたサステ

ナビリティ（ＥＳ

Ｇ要素を含む中長

期的な持続可能

７．スチュワード

シップ責任を果た

すための活動及び

ＥＳＧ等の非財務

的要素を考慮した

投資 

（１）スチュワー

ドシップ責任を果

たすための活動 

企業経営等に直

接影響を与えるこ

とを避ける趣旨か

ら、株主議決権の

行使は直接行わ

ず、運用受託機関

の判断に委ねる。

ただし、管理運用

法人としてのスチ

ュワードシップ責

任を果たすための

活動（以下「スチュ

ワードシップ活

動」という。）を一

層推進する観点か

ら、運用受託機関

への委託に当たっ

ては、長期的な投

資収益の向上につ

ながるＥＳＧ（環

境、社会、ガバナン

ス）要素を含むサ

ステナビリティの

重要性を踏まえ、

効果的なエンゲー

ジメントを行う。

その際、運用受託

機関による議決権

行使を含むスチュ

ワードシップ活動

が、専ら被保険者

７．スチュワード

シップ責任を果た

すための活動及び

ＥＳＧ等の非財務

的要素を考慮した

投資 
（１）スチュワー

ドシップ責任を果

たすための活動 
「責任ある機関

投資家」の諸原則

《日本版スチュワ

ードシップ・コー

ド》を踏まえ、「ス

チュワードシップ

責任を果たすため

の方針」に沿った

対応を行う。 
スチュワードシ

ップ責任を果たす

ための活動（議決

権行使権限を有す

る場合は議決権行

使を含む。以下「ス

チュワードシップ

活動」という。）の

目的が専ら被保険

者の長期的な投資

収益の向上を目指

すものであること

を運用受託機関に

示す。その際、上記

スチュワードシッ

プ活動の目的に沿

って、ＥＳＧ（環

境、社会、ガバナン

ス）要素を含むサ

ステナビリティを

考慮した取組を推

進することを明確

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．スチュワードシップ責任を果たすための活動及びＥＳＧ等の非財務的

要素を考慮した投資 
 
（１）スチュワードシップ責任を果たすための活動 
 
① スチュワードシップに係る各原則や方針等 
スチュワードシップ責任を果たすための活動については、「投資原

則」、「アセットオーナー・プリンシプル取組方針」及び「スチュワード

シップ責任を果たすための方針」において、ＥＳＧの考慮を含め、当法

人自身の考え方を明示している。 
また、《日本版スチュワードシップ・コード》の第三次改訂に対応す

る形で、「スチュワードシップ責任を果たすための方針」を令和７年 12
月に改定した。 
今回の改訂に当たっては、実質株主の透明性向上への対応と、協働エ

ンゲージメントについての考え方とその対応を明示した。また、引き続

き、被保険者からの十分な理解を得る観点から、コンプライ・アンド・

エクスプレイン（原則を実施している項目に関しても、自らの具体的な

取組について積極的に説明を行う）の考え方も取り入れている。 
運用受託機関に対しては、「スチュワードシップ活動原則」（《日本版

スチュワードシップ・コード》の第三次改訂に対応する形で令和 7 年 12
月に改訂）及び「議決権行使原則」（令和７年３月改訂）において、当法

人としての考え方及び、運用受託機関への期待事項を明確に示した上

で、運用受託機関向け説明会でも内容や当方からの期待事項について直

接説明している。 
 
② 株主議決権に関連する取組 
民間企業の経営に過度に影響を及ぼさないよう配慮し、株主総会にお

ける個々の議案に対する判断を当法人として行わないこととする 一

方、運用受託機関に、「スチュワードシップ活動原則」及び「議決権行使

原則」を踏まえ、当法人の考えを説明、対話を実施した。運用受託機関

に対しては、ＥＳＧの重要性を認識し長期的な株主利益の最大化に資す

る株主議決権行使を求めた。 
運用受託機関に対しては、株主議決権行使に係る方針の提出も求め

た。また、提出されていた議決権行使に係る方針について変更があった

15社については、変更後の方針の提出を受けた。 

令和７年度における株主議決権行使状況については、概ね良好な結果

であった。国内株式及び外国株式の運用受託機関延べ 176 ファンドから

報告を求め、全ファンドが議決権行使を実施していることを確認した。

令和７年度における行使状況は次のとおりである。 

 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 

 
「サステナビリティ投資方針」に基づき、「市場の持続可能性の

向上」と「市場平均収益率の確保」の両立を図るため、スチュワー

ドシップ活動、ESG を考慮した投資、インパクトを考慮した投資

の具体的な実施方法等に関する検討を推進した。 
スチュワードシップ活動については、日本版コーポレートガバ

ナンス・コードの改訂を受け、当法人のスチュワードシップ責任

を果たすための方針及びスチュワードシップ活動原則を改訂する

とともに、複数の運用受託機関とコーポレートガバナンス改革に

係る対話を個別に実施し、同コード改訂の主な検討項目を取り上

げ、運用受託機関とのエンゲージメントを深めた。 

加えて、開示媒体ごとに実施していた「優れた開示シリーズ」

の各報告を一本化し、マテリアリティの観点から『優れたサステ

ナビリティ開示』と『改善度の高いサステナビリティ開示』を公

表するなど、スチュワードシップ活動の一層の深化を通じたイン

ベストメントチェーンの促進に努めた。 
ESG を考慮した投資については、市場環境等を勘案しつつ投資

額の最適化を図りながら、サステナビリティに関するリスクの低

減と市場平均収益率の確保の両立が期待される新たな ESG 指数・

ESGファンドの募集・選定を開始した。 
また、外部研究機関と協働して実施した「ESG 指数に基づく株

式パッシブ運用の効果検証」に関する報告書を公表するなど、ESG
を考慮した投資について、検証・見直し・公表のサイクルを通じ

た PDCA の定着を図った。 
加えて、「サステナビリティ投資報告」では、令和６年度のサス

テナビリティ投資に関する取組やポートフォリオの ESG 評価等

を公表した。 
あわせて、「自然関連財務情報開示タスクフォース」（TNFD）の

提言に基づく優れた開示を行う企業の紹介や、新たに「サステナ

ビリティ関連財務情報開示に関する分析」を実施するなど、持続

可能性を考慮した投資の効果検証を行った。 
インパクトを考慮した投資については、インパクト投資や関連

する概念、諸外国の年金基金における取組事例等に関する情報収

集・基礎調査を実施した。 
以上のとおり、サステナビリティ投資について、分析・検証を

通じて取組内容の改善につなげるなど、PDCA サイクルを着実に

機能させた。 
これらの取組は、市場の持続可能性の向上を通じた長期的な投
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性）の考慮に基づ

く建設的なエンゲ

ージメント等を通

じて、当該企業の

企業価値の向上や

持続的成長を促す

ことにより、顧客・

受益者の中長期的

な投資収益の拡大

を図る責任をい

う。）を果たす上で

の基本的な方針に

沿った対応を行う

こと。 

アセットオーナ

ー・プリンシプル

（令和６年８月 28

日内閣官房策定）

を踏まえ、アセッ

トオーナー・プリ

ンシプル取組方針

に沿って、インベ

ストメントチェー

ンを構成する様々

な主体との継続的

な対話の実施等、

スチュワードシッ

プ活動を深化させ

るための取組を推

進すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

の長期的な投資収

益の向上を目指す

ものであることを

明確化する。また、

スチュワードシッ

プ活動の効果の評

価については、管

理運用法人と運用

受託機関との双方

向のコミュニケー

ションによるエン

ゲージメント等を

通じながら検討す

ることとし、スチ

ュワードシップ活

動状況については

「スチュワードシ

ップ活動報告」を

とりまとめ、経営

委員会へ報告す

る。 

「責任ある機関投

資家」の諸原則《日

本版スチュワード

シップ・コード》を

踏まえ、「スチュワ

ードシップ責任を

果たすための方

針」に沿った対応

を行うとともに、

アセットオーナ

ー・プリンシプル

（令和６年８月２

８日内閣官房策

定）を踏まえ、アセ

ットオーナー・プ

リンシプル取組方

針に沿って、イン

ベストメントチェ

ーンを構成する

様々な主体との継

続的な対話の実施

等、スチュワード

化する。また、特

に、日本において

は、企業の資本配

分や関連する情報

開示が重要課題と

なっていることを

踏まえ、持続的な

企業価値向上につ

ながる資本配分や

事業戦略の促進な

どを重視する。 
管 理 運 用 法 人

は、企業経営等に

直接影響を与える

ことを避ける趣旨

から、株主議決権

の行使は直接行わ

ず、運用受託機関

の判断に委ねる。

運用受託機関から

は、スチュワード

シップ活動に関す

る報告（議決権行

使権限を有する場

合は議決権行使に

係るガイドライン

の提出（変更があ

る場合に限る。）及

び議決権行使状況

の年２回の報告を

含む。）を求める。

運用受託機関の運

用戦略に応じたス

チュワードシップ

活動の評価の高度

化・効率化等の観

点から、「スチュワ

ードシップ活動原

則」及び「議決権行

使原則」を踏まえ

た管理運用法人と

運用受託機関間の

双方向のコミュニ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

（１）企業経営等

に直接影響を与え

ることを避ける趣

旨から、株主議決

権の行使は直接行

わず、運用受託機

関の判断に委ねて

いるか。 

 

 

（２）スチュワー

ドシップ責任を果

たすための活動

（以下「スチュワ

ードシップ活動」

という。）を一層推

進する観点から、

運用受託機関への

委託に当たって、

長期的な投資収益

の向上につながる

ＥＳＧ（環境、社

会、ガバナンス）要

素を含むサステナ

ビリティ（ＥＳＧ

要素を含む中期的

な持続可能性）の

重要性を踏まえ、

効果的なエンゲー

ジメントを行って

いるか。その際、運

用受託機関による

議決権行使を含む

（国内株式） 

ａ 運用受託機関の対応状況 

株主議決権を行使した運用受託機関数：70ファンド 

株主議決権を行使しなかった運用受託機関数：0ファンド 

ｂ 行使内容 

●国内株式 

(単位：延べ議案数) 

 令和７年度 

行使内容 会社提案 株主提案 総議案数 

賛  成 
263,887 

(90.1%) 

483 

(7.0%) 
－ 

反  対 
29,044 

(9.9%) 

6,435 

(93.0%) 
－ 

合  計 
292,931 

(100.0%) 

6,918 

(100.0%) 
299,849 

（注）割合は四捨五入のため、合計しても 100%にならない場合がある。 

 

（外国株式） 

ａ 運用受託機関の対応状況 

株主議決権を行使した運用受託機関数：106ファンド 

株主議決権を行使しなかった運用受託機関数：0ファンド 

ｂ 行使内容 

●外国株式 

(単位：延べ議案数) 

 令和７年度 

行使内容 会社提案 株主提案 総議案数 

賛  成 
366,815 

(86.6%) 

5,887 

(38.2%) 
－ 

反  対 
56,726 

(13.4%) 

9,531 

(61.8%) 
－ 

合  計 
423,541 

(100.0%) 

15,418 

(100.0%) 
438,959 

（注）割合は四捨五入のため、合計しても 100%にならない場合がある。 

 
議決権行使の評価については、各運用受託機関の取組状況を以下の

評価項目を総合することにより実施した。 

・株主議決権行使ガイドラインの整備状況 

・行使体制 

・行使状況 

令和７年度における議決権行使の取組は概ね良好であった。 

 
③ 対話（エンゲージメント）に係る取組 
・運用受託機関とのコミュニケーションについては、スチュワードシッ

資収益の確保に資するとともに、サステナビリティ投資の実効性

向上にも寄与するものであり、所期の目標を上回る成果が得られ

たと判断し、Ａと評価する。 
 
 
 
 
 
 
【評価の視点】 

（１）年度計画に定めた目標を達成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）日本版コーポレートガバナンス・コードの改訂に関連し、

複数の運用受託機関とコーポレートガバナンス改革に係る対

話を個別に実施した。そのなかでは、当コード改訂の主な検

討項目を取り上げた。この取組を通じて、スチュワードシッ

プ活動を一層推進し、年度計画に定める目標を上回る成果が

得られた。 
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シップ活動を深化

させるための取組

を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ケーションによる

エンゲージメント

を通じた評価等を

行う。 
その際、スチュ

ワードシップを重

視した運用受託機

関のビジネスモデ

ルに対応した評価

方法や手数料体系

を引き続き検討す

る。 
また、評価手法

の更なる高度化の

ため、これまでの

スチュワードシッ

プ活動の取組につ

いての効果測定等

を引き続き実施す

る。 
この他、「アセッ

トオーナー・プリ

ンシプル取組方

針」に沿って、管理

運用法人の投資家

としての考え方の

積極的な発信や、

インベストメント

チェーンを構成す

る様々な主体との

継続的な対話の実

施等、スチュワー

ドシップ活動を深

化させるための取

組を推進する。 
上記の取組につ

いて、「スチュワー

ドシップ活動報

告」をとりまとめ、

経営委員会へ報告

する。 
 

 

スチュワードシッ

プ活動が、専ら被

保険者の長期的な

投資収益の向上を

目指すものである

ことを明確化して

いるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）スチュワー

ドシップ活動の評

価について、エン

ゲージメント等を

通じて検討してい

るか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プ責任に対する考え方を示しつつ双方向のコミュニケーションを重

視した「エンゲージメント」モデルで実施した。運用受託機関とのミ

ーティングも総合評価ミーティングやスチュワードシップミーティ

ングをはじめ、その時々のテーマや必要に応じて、ミーティングやア

ンケートを都度実施する体制にしており、年間を通じて活動を評価す

る体制で運営している。この評価結果は令和７年度の総合評価に反映

させた。 

・５年ぶりのコーポレートガバナンス・コードの改訂に向けた議論が行

われていることを契機に、当法人の国内株式の委託先である運用受託

機関複数社とコーポレートバナンス改革に関する対話を個別に実施

した。テーマは、コード改訂で主な検討項目とされているコーポレー

トガバナンス・コードのスリム化・プリンシプル化、成長投資の促進

（経営資源の適切な配分）、有価証券報告書の定時株主総会前の開示、

及び取締役会事務局の機能強化等である。 

 

④ スチュワードシップ評価 
年に一回の運用受託機関に対する総合評価におけるスチュワードシ

ップ評価において、運用受託機関のスチュワードシップ活動における組

織・体制・方針、利益相反管理、投資先企業へのエンゲージメント、議

決権行使等の評価を行った。 
 
⑤ スチュワードシップ活動の取組についての効果測定 
「運用受託機関の議決権行使に関する検証プロジェクト報告書」を令

和７年８月に公表した。本検証では、運用受託機関と投資先企業との利

害関係に関連し、運用受託機関の利益相反管理が徹底されたことによる

議決権行使行動の変容の有無を定量分析によって確認した。 
 
⑥ 「サステナビリティ投資方針」や「GPIF のスチュワードシップ活

動の方向性と当面の取組み（令和７年３月公表）」等に沿った発信や

対話等その他の取組 
・「GPIF の株式運用機関が選ぶ 「マテリアリティの観点から『優れた

サステナビリティ開示』と同『改善度の高いサステナビリティ開示』」

（※）を令和８年３月に公表した。運用受託機関が年間を通したエン

ゲージメント時に役に立ったと思われたものについて「マテリアリテ

ィ」の観点から各開示に該当する企業を選定してもらい、GPIF で集

計したものである。なお、当報告は、令和 6 年度まで開示媒体ごとに

実施していた「優れた開示シリーズ」の各報告を一本化したものであ

る。 
※改善度の高い開示は国内株式のみ。 
・東京証券取引所のイベントにおける当法人理事長の基調講演（「GPIF
のサステナビリティ投資について～エンゲージメントを通じた中長

期的な企業価値の向上～」令和 7 年 12 月）など、スチュワードシッ

プ活動について情報発信を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）年度計画に定めた目標を達成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://clientportal.jpx.co.jp/jpxjoinEN/s/event/seminar-20251205-Engagement
https://clientportal.jpx.co.jp/jpxjoinEN/s/event/seminar-20251205-Engagement
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（４）スチュワー

ドシップ活動状況

について、「スチュ

ワードシップ活動

報告」をとりまと

め、経営委員会へ

報告しているか。 

 

 

 

（５）日本版スチ

ュワードシップ・

コードを踏まえ、

スチュワードシッ

プ責任を果たす上

での基本的な方針

に沿った対応を行

っているか。また、

アセットオーナ

ー・プリンシプル

取組方針に沿っ

て、スチュワード

シップ活動を深化

させるための取組

を推進している

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・一般社団法人日本経済団体連合会とともに、「第３回  経団連・GPIF
アセットオーナーラウンドテーブル」を開催した。 

 
⑦ 「スチュワードシップ活動報告」の公表 
 上記の取組を「2025/2026 年 スチュワードシップ活動報告」として

とりまとめた。なお、経営委員会への報告は令和８年４月１７日に実施

し、同日公表している。上記のうち、第５期中期目標期間における重点

事項に係る令和７年度の取組として、以下３点を掲げて説明している。 
 ・「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応」のエンゲ

ージメントに関する国内株式運用受託機関に対するインタビュー 
 ・「優れた統合報告」などの優れた開示シリーズの運用受託機関向け

アンケートを「優れたサステナビリティ開示」に一本化 
 ・日本のコーポレートガバナンス改革に関する国内運用受託機関との

対話 
 また、重点事項以外の令和７年度の取組として、主に以下の項目を紹

介するとともに、スチュワードシップ・コードの各原則への対応を公

表した。 
・「スチュワードシップ責任を果たすための方針」「スチュワードシップ

活動原則」を改訂 
・年に 1 回のスチュワードシップ評価における組織・体制・方針、利益

相反管理、投資先企業へのエンゲージメント、議決権行使等の評価 
・ESG ファンド募集の公表 
・スチュワードシップ活動について情報発信 
・「第３回  経団連・GPIF アセットオーナーラウンドテーブル」の開催 

 

 ⑧ 引き続き、オルタナティブ投資における投資一任先運用受託機関

に対して、「スチュワードシップ責任を果たすための方針」に従い、

以下のとおり適切な対応を行っている。 

・公募応募時の質問票において、運用受託機関のスチュワードシッ

プ・コードの受け入れ及びスチュワードシップ責任を果たすための

方針の他、責任投資原則（ＰＲＩ）への対応方針を把握した。 

・審査時には、現地面談等を通じて運用受託機関のＥＳＧ評価体制、

投資判断時やモニタリング時におけるＥＳＧ要素の考慮手法、及び

投資先個別ファンドへのエンゲージメントの内容等の確認を強化

した。 

・運用開始後は、定期的な面談等を通じて上記取組状況に関する報告

を定期的に受けている。また、年次でサステナビリティに関するレ

ポートの提出を義務付けた。加えて、ＰＲＩが公表したサステナビ

リティに関する質問票、外部コンサルタントとの協議の上作成した

運用受託機関のスチュワードシップ評価基準によりサステナビリ

ティに関する多面的な把握・評価を実施した。 

今年度取組み件数を積み上げたＬＰＳにおいても、運用者に対し

て書面や面談等を通じて同様の対応を行っている。 

 

 

 

 

（４）「スチュワードシップ活動報告」を取りまとめ、令和８年４

月に報告し、公表している。当活動報告においては、第５期

中期目標期間の重点事項に係る令和 7 年度の取組を項目とし

て上げるとともに、該当期間の様々な取組を広く公表してい

る。こうした取組により、透明性をより一層向上させ、年度

計画に定める目標を上回る成果が得られた。 

 

 

 

 

（５）「スチュワードシップ活動原則」及び「スチュワードシップ

責任を果たすための方針」を改定した。そして、当方針にお

いては、①実質株主の透明性向上への対応と②協働エンゲー

ジメントについての考え方とその対応を明示した。これらの

取組が、スチュワードシップ活動の一層の深化に寄与してお

り、年度計画に定める目標を上回る成果が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.gpif.go.jp/esg-stw/20251226_3rd_ao_roundtable_summary.pdf
https://www.gpif.go.jp/esg-stw/20251226_3rd_ao_roundtable_summary.pdf
https://www.gpif.go.jp/esg-stw/20251226_3rd_ao_roundtable_summary.pdf
https://www.gpif.go.jp/esg-stw/20251226_3rd_ao_roundtable_summary.pdf
https://www.gpif.go.jp/esg-stw/stewardship_kaitei_03.pdf
https://www.gpif.go.jp/esg-stw/stewardship_kaitei_03.pdf
https://www.gpif.go.jp/esg-stw/20251226_3rd_ao_roundtable_summary.pdf
https://www.gpif.go.jp/esg-stw/20251226_3rd_ao_roundtable_summary.pdf
https://www.gpif.go.jp/esg-stw/20251226_3rd_ao_roundtable_summary.pdf
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（２）ＥＳＧを考

慮した投資 
年金積立金運用

において投資先及

び市場全体の持続

的成長が、運用資

産の長期的な投資

収益の拡大に必要

であるとの考え方

を踏まえ、非財務

的要素であるＥＳ

Ｇ（環境、社会、ガ

バナンス）を考慮

した投資を推進す

ること。 
その際、被保険

者の利益のために

長期的な収益確保

を図る目的で行わ

れるものである等

といった「第３ 

１（１）年金積立金

の管理及び運用の

基本的な方針」に

留意しつつ、サス

テナビリティ（Ｅ

ＳＧ要素を含む中

長期的な持続可能

性）を考慮した投

資に関する基本的

な方針（以下「サス

テナビリティ投資

方針」という。）を

策定するととも

に、ＰＤＣＡサイ

クルを適切に回す

観点から、ＥＳＧ

を考慮した投資に

ついて継続的に検

 

 

 

 

（２）ＥＳＧを考

慮した投資 

年金積立金の運

用において、投資

先及び市場全体の

持続的成長が、運

用資産の長期的な

投資収益の拡大に

必要であるとの考

え方を踏まえ、被

保険者の利益のた

めに長期的な収益

を確保する観点か

ら、財務的な要素

に加えて、非財務

的要素であるＥＳ

Ｇ（環境、社会、ガ

バナンス）を考慮

した投資を推進

し、サステナビリ

ティに関するリス

ク低減や市場全体

の持続的成長によ

る長期的な投資収

益の拡大と市場平

均収益率の確保の

両立を図りなが

ら、ＥＳＧを考慮

した取組を進め

る。 

その際、被保険

者の利益のために

長期的な収益確保

を図る目的で行わ

れるものである等

といった「第１の

１ 年金積立金の

管理及び運用の基

本的な方針」及び

 

 

 
 
（２）ＥＳＧを考

慮した投資 
年年金積立金の

運用において、投

資先及び市場全体

の持続的成長が、

運用資産の長期的

な投資収益の拡大

に必要であるとの

考え方を踏まえ、

被保険者の利益の

ために長期的な収

益を確保する観点

から、財務的な要

素に加えて、非財

務的要素であるＥ

ＳＧを考慮した投

資を推進し、サス

テナビリティに関

するリスク低減や

市場全体の持続的

成長による長期的

な投資収益の拡大

と市場平均収益率

の確保との両立を

図りながら、ＥＳ

Ｇを考慮した取組

を進める。 
その際、被保険

者の利益のために

長期的な収益確保

を図る目的で行わ

れるものである等

といった「第１の

１ 年金積立金の

管理及び運用の基

本的な方針」及び

「第１の３ 基本

的な運用手法及び

 

 

 

 

（６）被保険者の

利益のために長期

的な収益確保を図

る目的で行われる

ものである等とい

った年金積立金の

管理及び運用の基

本的な方針に留意

しつつ、サステナ

ビリティに関する

リスク低減や市場

全体の持続的成長

による長期的な投

資収益の拡大と市

場平均収益率の確

保の両立を図りな

がら、ＥＳＧを考

慮した取組を進め

ているか。 

 

（７）ＥＳＧを考

慮した投資につい

て、サステナビリ

ティ投資方針に沿

った取組を進める

とともに、継続的

に検証を行い、検

証結果を取組の改

善等につなげる等

ＰＤＣＡサイクル

の取組を適切に行

っているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ESGを考慮した投資 

当法人の投資原則では「投資先及び市場全体の持続的成長が、運用資

産の長期的な投資収益の拡大に必要であることから、被保険者の利益の

ために長期的な収益を確保する観点から、財務的な要素に加えて、非財

務的要素であるＥＳＧ（環境・社会・ガバナンス）や社会・環境的効果

（インパクト）を考慮した投資などサステナビリティ投資を推進する」

とされており、このような基本的な考え方に則り、令和７年度において

は、主に以下のような取組を進めた。 

 

① ESG指数投資等 

基本ポートフォリオに即した管理運用を将来的にも円滑に行ってい

く観点から、国内株式及び外国株式の ESG指数投資をリバランスの対象

とし、市場環境等を勘案しつつ投資額の最適化を図っている。 

また、令和７年７月に「国内及び外国株式 ESG指数・ESGファンドの

募集」を開始。本募集は「サステナビリティ投資方針」等に基づき、イ

ンデックス・ポスティング及びマネジャー・エントリーを通じて、「サ

ステナビリティに関するリスクの低減や市場の持続可能性の向上」と

「市場平均収益率の確保」の両立が期待できる新しい国内及び外国株式

ESG指数・ESGファンドの募集を行っているものである。 

 

② ESGを考慮した投資に係る検証 

「ESG 要素と企業価値に関する効果検証」報告書を令和７年６月に

公表した。本効果検証は、当法人が採用している ESG指数のキーパフ

ォーマンス指標（KPI）が、企業の財務情報や企業価値指標にどのよ

うな影響を与えるのかを定量的に検証することを目的として実施し

た。 

また、上記の効果検証に続き、「ESG指数に基づく株式パッシブ運用

の効果検証」報告書を令和８年３月に公表した。本分析は、ESG指数

に基づく株式パッシブ運用が、企業の行動や ESGへの取組にどのよう

な影響を与えているかを実証的に検証することも目的として実施し

ている。 

 

③ ESGなどのサステナビリティを考慮した投資に係る分析及び開示 

ESGなどのサステナビリティを考慮した投資の効果については、短期

的な投資パフォーマンスのみならず、ESG評価の向上や企業の ESG対応

の強化が金融市場の持続可能性向上やリスク調整後のリターンの向上

につながっているのかを多面的に評価・検証している。令和７年８月に

は、「サステナビリティ投資報告」（※）を刊行し、同 10 月には同報告

書の英語版を公表した。 

 

 

 

 

（６）インデックス・ポスティング及びマネジャー・エントリー

を通じて、新たな ESG 指数・ESG ファンドの募集を行ってい

る。募集対象は「サステナビリティに関するリスクの低減や

市場の持続可能性の向上」と「市場平均収益率の確保」の両

立が期待されるものである。当該募集が、当該両立を図った

ESG を考慮した取組の一層の促進につながり、年度計画を上

回る成果が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）ESG 指数のキーパフォーマンス指標の企業価値指標等への

影響を定量的に検証し、その結果を公表した。また、ESG指数

に基づく株式パッシブ運用の企業行動や ESG 取組への影響を

実証的に検証し、その結果を公表した。これらの検証により、

PDCAサイクルの取組をより一層進められ、年度計画に定める

目標を上回る成果が得られた。 
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証し、検証結果に

ついても検討した

上で取組を進める

こと。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）インパクトを

考慮した投資 
被保険者の利益

のために長期的な

収益確保を図る観

点から、ＥＳＧを

考慮した投資との

類似点や相違点に

も留意しつつ、投

「第１の３ 基本

的な運用手法及び

運用目標」に留意

しつつ、サステナ

ビリティ（ＥＳＧ

要素を含む中長期

的な持続可能性）

を考慮した投資に

関する基本的な方

針（以下「サステナ

ビリティ投資方

針」という。）に沿

って取組を進める

とともに、ＰＤＣ

Ａサイクルを適切

に回し、ＥＳＧを

考慮した投資につ

いて継続的に検証

を行い、その結果

を取組の改善等に

つなげる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）インパクト

を考慮した投資 

市場平均収益率

を確保しながら、

被保険者の利益の

ために長期的な収

益確保を図る観点

から、投資先企業

の持続的な成長可

運用目標」に留意

しつつ、サステナ

ビリティ（ＥＳＧ

要素を含む中長期

的な持続可能性）

を考慮した投資に

関する基本的な方

針（以下「サステナ

ビリティ投資方

針」という。）に沿

って取組を進める

とともに、ＰＤＣ

Ａサイクルを適切

に回し、ＥＳＧを

考慮した投資につ

いて継続的に検証

を行い、その結果

を取組の改善等に

つなげる。検証に

あたっては、様々

なデータを活用す

ることが必要とな

るため、データ整

備、統計分析能力

の向上などの体制

強化に取り組むこ

ととする。 
 
 
 
 
 
 
 

（３）インパクト

を考慮した投資 

市場平均収益率

を確保しながら、

被保険者の利益の

ために長期的な収

益確保を図る観点

から、投資先企業

の持続的な成長可

能性等を評価する

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）被保険者の

利益のために長期

的な収益確保を図

る観点から、ＥＳ

Ｇを考慮した投資

との類似点や相違

点にも留意しつ

つ、投資先企業の

持続的な成長可能

 本報告書では、自然資本や生物多様性に関連するリスクにも着目

し、「GPIFの国内株式運用会社が選ぶ『優れた TNFD開示』」を紹介して

いるほか、社会やガバナンスに関するテーマを含む「サステナビリティ

関連財務情報の開示状況に関する分析」にも取り組んでいる。 

 ※当法人は世界の資本市場全体に幅広く分散して投資する「ユニバ

ーサル・オーナー」である。サステナビリティに関するリスクを低減し、

市場全体の持続可能性を高めることを通じて、長期的な投資リターンを

確保することが、当法人の責務である。その際、全資産においてサステ

ナビリティを考慮し、運用会社と投資先企業との対話を促進することに

よりインベストメントチェーンの好循環の構築を目指している。このよ

うな考え方に基づき、報告書の名称を「ESG活動報告」から「サステナ

ビリティ投資報告」に変更している。 

 

④ オルタナティブ資産の運用におけるサステナビリティに関する評

価 

 

オルタナティブ資産の運用においては、令和２年度よりサステナビリ

ティに関する評価プロセスの体系を業務マニュアル化し、選定済の運用

受託機関（FoF及びゲートキーパー）については総合評価時に自社の責

任投資原則（ＰＲＩ）への取組体制、投資先である個別ファンドに対す

るＰＲＩへの署名促進を含むサステナビリティに関するエンゲージメ

ントの状況について確認を実施しているほか、業務方針における日本版

スチュワードシップ・コードの受け入れ等にかかる規定を踏まえ、日本

版スチュワードシップ・コードの各原則を網羅した質問票や対話等によ

り運用会社のサステナビリティの多面的な把握・評価を行っている。ま

た、不動産分野に加え、インフラストラクチャー分野においても、投資

先運用機関のサステナビリティに関する活動を評価・モニターするため

の国際的枠組みである GRESBに加入している。国内不動産分野において

は、運用受託機関に GRESBへの加入を奨励するとともに、投資先から入

手すべきサステナビリティにかかる報告基準を呈示することで評価の

公平性を維持している。 

 

 

 

（３）インパクトを考慮した投資 

第 5期中期目標・中期計画に沿って、令和 7年度に調査研究を実施。

本調査研究では、インパクト投資の概念に加え、関連する市場動向、各

種業界団体の取組、及び諸外国における政策・規制等の最新状況に関し、

幅広く情報収集したものであり、令和７年３月に調査は完了している

（調査結果の公表は次年度を予定）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）年度計画に定めた目標を達成している。 
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資先企業の持続的

な成長可能性等を

評価する際の非財

務的要素の一つと

して、投資先企業

の事業内容がもた

らす社会・環境的

効果（インパクト）

を考慮して投資を

行うことについて

検討し、必要な取

組を行うこと。 
その際、被保険

者の利益のために

長期的な収益確保

を図る目的で行わ

れるものである等

といった「第３ 

１（１）年金積立金

の管理及び運用の

基本的な方針」に

留意しつつ、サス

テナビリティ投資

方針に沿って、取

組を進めること。

併せて、取組が法

人の運用に求めら

れる基本的な考え

方に則って行われ

ているかについて

継続的に検証 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

能性等を評価する

際の非財務的要素

の一つとして、投

資先企業の事業内

容がもたらす社

会・環境的効果（イ

ンパクト）を考慮

して投資を行うこ

とについて検討

し、必要な取組を

行う。 

その際、被保険

者の利益のために

長期的な収益確保

を図る目的で行わ

れるものである等

といった「第１の

１ 年金積立金の

管理及び運用の基

本的な方針」及び

「第１の３ 基本

的な運用手法及び

運用目標」に留意

しつつ、サステナ

ビリティ投資方針

に沿って、取組を

進める。併せて、取

組が管理運用法人

の運用に求められ

る基本的な考え方

に則って行われて

いるかについて継

続的に検証する。 

 

 

 

 

 

際の非財務的要素

の一つとして、投

資先企業の事業内

容がもたらす社

会・環境的効果（イ

ンパクト）を考慮

して投資を行うこ

とについて検討す

る。 

その際、まずは

インパクトを考慮

した投資の実態把

握のための調査研

究を進めながら、

被保険者の利益の

ために長期的な収

益確保を図る目的

で行われるもので

ある等といった

「第１の１ 年金

積立金の管理及び

運用の基本的な方

針」及び「第１の３ 

基本的な運用手法

及び運用目標」に

留意しつつ、サス

テナビリティ投資

方針に沿って、対

象資産や投資手法

等について検討を

行う。 

その上で、検討

の進捗状況に応じ

て、必要な取組を

行う。また、取組状

況に応じて、取組

が管理運用法人の

運用に求められる

基本的な考え方に

則って行われてい

るかについて継続

的に検証する。 

性等を評価する際

の非財務的要素の

一つとして、投資

先企業の事業内容

がもたらす社会・

環境的効果（イン

パクト）を考慮し

て投資を行うこと

について検討し、

サステナビリティ

投資方針に沿って

必要な取組を進め

ているか。また、取

組が法人の運用に

求められる基本的

な考え方に則って

行われているかに

ついて継続的に検

証しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈課題と対応〉 
 「サステナビリティ投資方針」や改定した「スチュワードシ

ップ責任を果たすための方針」に沿って ESG を考慮した投資

やスチュワードシップ活動の取組を着実に進め、またインパ

クトを考慮した投資についても検討を着実に進める。 

 サステナビリティ投資の効果検証を踏まえて、PDCA サイクル

を適切に回し、取組の継続的な改善を図る。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―７ 法人の業務運営を支える人材の確保・育成・定着等 

 

２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標

期間最終年度

値等） 

７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度   ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

研修の実施回数 人材の育成 22 回 23 回      予算額（千円） － － － － － 
専門資格保有数 人材の確保・育成 97 名 105 名      決算額（千円） － － － － － 
職員のキャリア形

成に資する取組の

実施件数 

人材の育成・定着 1 件 

 

1 件      経常費用（千円） 
－ － － － － 

従業員エンゲージ

メントサーベイの

結果 

人材の定着 ― （準備中）      経常利益（千円） 
－ － － － － 

男女間賃金差異 

（補正後数値） 

人材の定着 63.2% 

(99.5%) 

67.1% 

(93.5%) 

     行政サービス実

施コスト（千円） 
－ － － － － 

         従事人員数 － － － － － 
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載  

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 
 ８．法人の業務運

営を支える人材の

確保・育成・定着等 
 
 
効率的な業務運

営体制を確立して

いく観点に特に留

意しつつ、運用の

多様化・高度化や

リスク管理の高度

化、業務のデジタ

ル化等に対応し、

長期的・安定的な

業務運営を確保す

るため、高度で専

門的な人材をはじ

８．管理運用法人

の業務運営を支え

る人材の確保・育

成・定着等 

 

（１）人材の確保・

育成・定着のため

の環境整備 

管理運用法人に

期待される高度な

業務運営を支える

人材に求められる

業務やキャリアパ

ス等を明らかにす

るとともに、これ

らの人材の受入れ

のための環境整備

８．管理運用法人

の業務運営を支え

る人材の確保・育

成・定着等 
 
（１）人材の確保・

育成・定着のため

の環境整備 
 
① 人材採用にお

いては、高度な業

務運営を支えるた

めに必要な業務内

容やキャリアパス

等を明らかにする

とともに、管理運

用法人の業務の社

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．管理運用法人の業務運営を支える人材の確保・育成・定着等 

 

 

 

 

１．高度専門人材の確保、育成、定着等 

（１）人材の確保・育成・定着のための環境整備 

 

 

①人材の確保・育成・定着のための環境整備のため、既存の人事機能

を強化した人事部を新設（Ⅲ－1参照）し、人材確保・育成・定着

に関する取組を組織的かつ継続的に推進するための体制を整備す

るとともに、民間企業における人材育成に知見のある人材や労働法

制に知見のある人材などを採用・配置（正規職員４名（企画役１名、

主事２名、課員１名）し、強化を図った。 

  また、前年度に引き続き高度で専門的な人材に必要とされる専門

的能力を精査し、以下のとおり専門的能力が必要となる業務を明確

＜評定と根拠＞ 
評定：A 

 

資産運用やリスク管理の高度化を将来にわたり支えるため、業

務運営を担う人材の確保・育成・定着に注力した。 
職員の採用・配置等を担う人事課、人事制度に関する企画立案

や人材育成を担う人材開発課、給与制度及び福利厚生を担う給与

厚生課の３課体制とする人事部を、令和８年１月に創設した。 
これにより、既存の人事機能を強化し、人材確保・育成・定着

に関する取組を組織的かつ継続的に推進するための体制整備を行

った。 
人事部主導の下、研修計画の立案、より働きやすい勤務制度の

導入等、今後の制度改善に向けた検討・準備を着実に進めた。 
人事部の設置準備と並行して、人材の確保に向け、将来の新卒

採用に繋げるため、学生向け業務体験プログラムを実施したほ

か、ホームページや法人説明会などの機会を通じて、管理運用法

《インプット情報の記載が困難な理由》 
当法人は、年金積立金の管理及び運用業務のみを行っており、財

務情報等については、業務全般のみを管理している。したがって、

評価項目ごとの財務情報等の記載は不可能。 
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め、必要な人材の

確保・育成・定着を

図る観点から、以

下の取組を進める

こと。 
報酬水準・体系

について適時適切

な見直しを行うと

ともに、キャリア

パスの整備等、人

材の受入れに伴う

環境整備を図るこ

と。法人の業務を

通じて得られる経

験・能力や法人の

業務の社会的意義

の効果的な発信等

を行うこと。  
研修の実施等に

より、法人の役職

員の業務遂行能力

の向上や従業員エ

ンゲージメントの

向上を目指すこ

と。 
多様な人材が活

躍できる勤務環境

の整備を推進する

こと。特に、女性の

活躍を推進するた

めの取組を一層強

化すること。 
必要な人材の確

保・育成・定着をよ

り効果的・効率的

に進める観点か

ら、人材確保・育成

方針を策定すると

ともに、組織とし

て戦略的に人材の

確保・育成・定着を

進めるための機能

の強化を図るこ

を行う。 

また、管理運用

法人の業務を通じ

て得られる経験・

能力や管理運用法

人の業務の社会的

意義の効果的な発

信等を行い、必要

な人材を確保する

とともに、これら

の人材の管理運用

法人に対する貢献

を維持するため、

業績評価を定期的

に行うことなどを

通じて、人材の適

時適切な配置を行

う。 

さらに、人材の

ノウハウや活動成

果を管理運用法人

の役職員に還元す

ること等を通じ

て、業務遂行能力

の向上を目指す。 

なお、人材の報

酬水準・体系につ

いては、必要に応

じて、その報酬体

系を成果連動型と

することや民間企

業等における同様

の能力を持つ人材

の報酬水準と比較

するなどにより、

その見直しも含め

て適切な在り方を

検討する。その結

果については、国

民に分かりやすく

説明を行う。 

これらの取組を

通じて、長期国際

会的意義や業務を

通じて得られる経

験や能力を採用活

動の中で発信し、

必要な人材の採用

と採用後の能力発

揮を可能とするよ

うな環境整備を行

う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
② 職員の管理運

用法人に対する貢

献の努力及びその

成果を適正に評価

できる人事評価制

度の適正な運用を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

（１）法人の業務

運営を支える人材

に求められる業務

やキャリアパス等

を明らかにすると

ともに、これらの

人材の受入れのた

めの環境整備を行

にした。 

ア オルタナティブ投資に関する問題への適時適切な対応、内部牽

制機能の強化、コンプライアンスの徹底及び法令遵守の確保等に

ついて一層的確な実施を図るといった法務・コンプライアンスの

専門的知識が必要とされる業務 

イ 運用多様化・分散投資を進めるためのデータサイエンスを活用

した高度な分析や投資戦略の策定及び高度なリスク管理を図る

といった金融分野の専門的知識が必要とされる業務 

 

これらの業務に必要な人材の採用に当たっては、客観的な視点に

おける外部コンサルタントの評価（アセスメント）を加味した審査

により、専門的な人材 20 名を採用した。また、運用のフロント業

務だけでなくミドル・バック業務を含む法人業務全般を担当する職

員等の採用も積極的に行い、16名の正規職員を採用した。 

  なお、採用活動におけるホームページや法人説明会、学生向けの

業務体験プログラムなどの機会を通じて管理運用法人の業務の社

会的意義や業務を通じて得られる経験や能力を積極的に発信した。 

  また採用後の能力発揮を可能とする環境整備の一環として、入職

後１年未満の職員を対象としたフォローアップ面談を行った。 

 

採用内訳（専門的人材） 採用人数 

投資運用担当職員 １０名 

オルタナティブ運用担当職員 ５名 

ＥＳＧ・スチュワードシップコード担当職員 １名 

法務・コンプライアンス担当職員 ３名 

システム担当職員 １名 

 

新卒採用については、取組を着実に進めた結果、令和７年度は４

名の内定者（令和８年度採用）を出すことができた。なお、将来の

新卒採用に繋げるため、学生向け業務体験プログラムを 2 回実施

し、延べ 24名の参加を得ることができた。 

また、令和７年度採用の新卒者については、内部研修と外部研修

をミックスした研修プログラムを策定し、独立行政法人制度に係る

基本法令や就業規則等の働き方に係る諸制度及びビジネスの現場

で必要となるコミュニケーションスキル（ビジネスマナー、PDCAサ

イクル等）を身につけるための研修を実施した。 

 

②目標に対する成果を評価する制度（目標管理型人事評価）について、

新規採用者に対して都度研修を実施し、制度に対する理解の浸透を

図った。 

  また令和７年度に契約更新を迎えた高度で専門的な職員につい

ては、目標管理型人事評価の結果を活用し、更新の可否や更新条件

等に係る判断を適切に行うとともに、人材の適時適切な配置の検討

人の業務の社会的意義や業務を通じて得られる経験や能力を積極

的に発信するなど、人材確保につながる取組を推進した。 
職員の育成については、職員の資質向上を目的とした運用専門

職員による研修のほか、新卒者向け研修プログラム（内部研修と

外部研修をミックスしたもの）の策定、マネジメント層を対象に

した「マネジメント力向上のための研修」、組織としてなぜ女性

活躍を推進する必要があるのかを管理職が主体的に理解するため

の「女性活躍推進研修」を新たに実施した。 
職員の定着に向けては、シニアスタッフ制の運用を開始するほ

か、多様な人材が活躍できる勤務環境を整備するため、当法人に

最適な新たな勤務制度の構築に向けた検討を進めた。また、社内

コミュニケーションの強化を通じたエンゲージメント向上にも取

り組んだ。あわせて、現状を客観的かつ定量的に把握することを

目的として、令和８年度からエンゲージメントサーベイを導入す

る方針を決定し、導入に向けて外部サービスの比較検討等に着手

するなど、職員定着に向けた取組を着実に進めた。 
これらの取組の結果、令和 8 年 4 月 1 日時点の職員数は 217

名となり（令和 7 年 3 月 31 日：181 名）、人材確保の面において

も着実な進展が見られた。 
当法人の年金財政の安定に貢献するという使命の遂行に必要な

人材の確保・育成・定着は重要な経営課題であり、運用の多様化

やリスク管理の高度化、デジタル技術の進展等に対応するため、

多様な知識・経験を有する人材が増加している。そのため、役職

員が組織の使命や目標を共有し、相互に連携・協働することで組

織力の向上を図り、専門性の高い組織として持続的に発展してい

くことが必要であり、人材確保・育成・定着に関する取組を組織

的かつ継続的に推進するための体制を整備したことは課題解決に

向けた大きな成果である。 
これに加え、年間を通じて人材確保・育成・定着につなげるた

めの各種取組を着実に重ねており、所期の目標を上回る成果が得

られたと判断し、Ａと評価する。 
 

 

【評価の視点】 

(１)採用活動におけるホームページや法人説明会、学生向けの業

務体験プログラムなどの機会を通じて管理運用法人の業務の

社会的意義や業務等を発信するほか、運用専門職員 20名、正

規職員 16名を新たに採用し、業務運営体制を強化しており、

年度計画に定める所期の目標を上回る成果が得られた。 
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と。 
なお、法人の職員

の報酬水準の妥当

性については、そ

の報酬体系を成果

連動型とすること

や民間企業等にお

ける同様の能力を

持つ人材の報酬水

準と比較する等の

手法により、国民

に分かりやすく説

明すること。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分散投資を行う中

で、運用の高度化・

多様化等を引き続

き進めるために必

要な人材の確保・

育成・定着及び人

材の確保等を戦略

的に進めるための

機能の強化を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）業務遂行能

力の向上等 

資産運用等の分

野に係る専門的、

実務的な研修を実

施するほか、当該

分野等の資格取得

を積極的に支援す

る等により、役職

員の業務遂行能力

の向上を図るとと

行い、人材の適時

適切な配置等を行

う。 

 

 

③ 職員の業務の

遂行能力の向上を

目的として専門的

知識を有する職員

等を活用した研修

等を行う。また、60

歳超の職員が知識

及び経験等を活か

して、職員の業務

レベルの底上げ等

に取り組みながら

活躍できる職場環

境の整備を行う。 

 

④ 職員の報酬水

準については、民

間企業等の報酬水

準と比較するなど

により、その適切

な在り方を検討す

る。その結果につ

いては、国民に分

かりやすく説明を

行う。 

 

 

 

（２）業務遂行能

力の向上等 
職員の資質の向

上を図る観点か

ら、資産運用等の

分野に係る専門

的、実務的な研修

を実施するほか、

当該分野等の資格

取得を積極的に支

援する等により、

っているか。また、

法人の業務を通じ

て得られる経験・

能力や業務の社会

的意義の効果的な

発信等を行い、必

要な人材を確保す

るとともに、人材

の適時適切な配置

を行っているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）資産運用等

の分野に係る専門

的、実務的な研修

を実施するほか、

当該分野等の資格

取得を積極的に支

援する等により、

役職員の業務遂行

能力の向上を図っ

ているか。また、従

業員エンゲージメ

においても活用した。 

 

 

 

 

③職員の業務遂行能力の向上を目的として、専門的知識を有する職員

を講師とした全職員を対象とする研修を実施した。 

  また、知識、経験等が豊富な 60 歳超の職員を貴重な戦力と位置

づけ、当該職員に最大限活躍してもらうよう従来の継続雇用制度を

改善した新たな制度（シニアスタッフ制）を令和７年度より導入し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

④「役職員の報酬・給与等について」の中で、民間調査会社の調査結

果に基づいた民間資産運用業界の市場水準を用いて「職員給与の支

給水準の設定等についての考え方」を公表した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）職員の資質向上のために資産運用等の分野の専門的及び実務的な研

修を以下のとおり実施した。また、職員の資格取得等においても積極

的な支援を行った。 

  

①専門実務研修 

   ア 運用専門職員による研修 

職員の資質向上を目的とした運用専門職員による研修を実施

した。 

研修回数 1回 

参加延べ人数 91人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)年度計画に定める所期の目標を達成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



61 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

もに、従業員エン

ゲージメント（各

職員が管理運用法

人の社会的意義や

役割を理解し、そ

のために自発的に

行動する意欲を高

めること）の向上

を目指す。特に、女

性の活躍を推進す

るための取組を一

層強化し、多様な

人材が活躍できる

勤務環境の整備を

推進する。また、

「独立行政法人の

目標の策定に関す

る指針」（平成２６

年９月２日総務大

臣決定）を踏まえ、

必要な人材を戦略

的に確保及び育成

するための人材確

保・育成方針を策

定するとともに、

研修制度の充実や

人材マップの作成

等を進めることに

より、人材育成・強

化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

役職員の業務遂行

能力の向上を図る

とともに、従業員

エンゲージメント

（各職員が管理運

用法人の社会的意

義や役割を理解

し、そのために自

発的に行動する意

欲を高めること）

の向上に努める。

特に女性の活躍を

推進するための取

組を一層強化し、

多様な人材が活躍

できる勤務環境の

整備を推進する。

また、「独立行政法

人の目標の策定に

関する指針」(平成

２６年９月２日総

務大臣決定)を踏

まえ、必要な人材

を戦略的に確保及

び育成するための

方針に基づいて、

人材マップの活

用、研修制度の充

実及び適切な評

価・処遇の実施に

努める。 
 
 

ントの向上に取り

組んでいるか。 

 

 

 

（３）女性の活躍

を推進するための

取組を一層強化し

つつ、多様な人材

が活躍できる勤務

環境の整備を推進

しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②内部統制、人材育成等研修 

   ア 情報セキュリティ研修 

     情報セキュリティに対する更なる意識向上を目的として、集合

研修及び eラーニングを実施した。（Ⅰ－８参照） 

 

イ 新人研修 

     令和 7年度に採用等した職員の基礎知識習得を図る観点から、

当法人の組織や遵守事項等について研修を実施した。 

研修回数 

14回 

（4月（2回）、5月、6月、 

7月（3回）、8月、9月、10月、

11月、12月、2月、3月） 

参加延べ人数 37名 

 
ウ コンプライアンス研修  

コンプライアンス・プログラム（年度計画）を策定し、当該プ

ログラムに基づいたコンプライアンス研修を計画的に実施した

（Ⅳ－１参照） 

 

エ マネジメント力向上のための研修 

  マネジメント層を対象に 360 度診断とそのフィードバックの

ための研修を実施した。自己認識と上司や部下、同僚などの他者

認識の違いを診断し、その結果から今後の行動改善を考えさせる

ことでマネジメント力の向上を図った。 

研修名 参加延べ人数 

360度診断・フィードバック

研修 

36名 

 

オ 女性活躍研修 

     女性活躍を推進するための取組として、組織としてなぜ女性活

躍を推進する必要があるのかを管理職が主体的に理解し、自分ご

とにするための知識を習得するための研修を実施した。 

研修名 参加延べ人数 

女性活躍推進研修 39名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３)当法人に最適な新たな勤務制度の構築に向けた検討を進める

ほか、女性活躍研修等により職員のキャリアサポートを行う

など、多様な人材が活躍できる勤務環境の整備を進めており、

年度計画に定める所期の目標を達成している。 
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   カ 外部講師を活用した勉強会の実施 

職員の運用に係る専門的な知見を深めるため、外部講師を招聘

した勉強会を実施した。 

    

研修名 参加延べ人数 

資産運用業界の潮流 89名 

GPIF Finance Awards受賞者

による講演（オムニバス形

式） 

46名 

「インパクトを考慮した投

資」とは何か 

71名 

ISSB 基準：より良い意思決

定のための、より良い情報 

62名 

Three Lines Modelについて 92名 

 

キ その他 

     人事・給与制度に関する必要な知識やスキルを身につけるため

外部研修に参加した。 

研修名 参加延べ人数 

給与実務研修 1名 

人事制度の設計技術 2名 

 

 

③専門資格取得等 

   ア 証券アナリスト資格取得 

     職員の専門性向上の観点から、資金運用等の分野に関連する資

格取得を推進するため、証券アナリスト資格取得通信教育講座受

講料等について支援を行った。 

     資格取得者は令和 7年度末で 69名となっている。 

イ ＩＴパスポート資格等の取得 

     年金積立金の管理及び運用の基盤となる情報システムの運営

に携わる職員における情報技術の基礎知識及びＩＴリテラシー

の向上を目的として、情報処理推進機構（ＩＰＡ）が実施する国

家試験ＩＴパスポート資格等の取得に係る受験料について支援

制度を運用しており、令和 7年度末のＩＴパスポート資格者数は

29名となっている。 

 

 

   従業員エンゲージメントの向上については、まずは現状を客観的か

つ定量的に把握することから始めることとし、そのための手段として

エンゲージメントサーベイを令和 8 年度から導入する方針を決定し

た。令和７年度においては、サーベイ提供会社について、設問の妥当
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（４）人材確保・育

成方針を策定する

とともに、研修制

度の充実や人材マ

ップの作成等によ

り、組織として戦

略的に人材の確

保・育成・定着を推

進するための機能

強化を図っている

か。 

 

 

（５）職員の報酬

水準の妥当性につ

いて、その報酬体

系を成果連動型と

することや民間企

業等における同様

の能力を持つ人材

の報酬水準と比較

する等の手法によ

り、国民に分かり

やすく説明を行っ

ているか。 

 

 

 

 

 

性や分析データの活用のしやすさ、他社比較データの豊富さなどの観

点から複数社の比較検討に着手した。 

   また、従業員エンゲージメントを向上させる取組の一環として、社

内報を活用した職員・職場紹介の内部発信を実施するほか、社内コミ

ュニケーションの活性化に寄与する社内ポータルの構築にも取り組

んだ。 

 

   多様な人材が活躍できる勤務環境の整備の一環として、現行の勤務

制度が今の働き方に適しているかを確認・検証した上で、当法人に最

適な新たな勤務制度の構築を検討することとし、まずは、各部室の勤

務状況についてヒアリングを行い実態把握を行った。 

 

 

人材確保については、令和４年度に決定した以下の方針に基づき新

卒採用に取り組んだ結果、４名の内定者（令和８年度採用）を出すこ

とができた。 

 

（人材確保の方針） 

・中途で採用する難易度が高い高度な金融工学やデータ・マネジメ

ント等の知識を有する専門的な人材を効果的に確保するため、運用専

門職員１等級から３等級を新設し、新卒採用により人材を確保する仕

組みを構築する。 

 

また、専門人材の今後の採用（契約更新）、配置、人材活用・強化に

資することを目的に、専門人材個々の問題解決力やマネジメント力に

関するスキルレベルを見える化（マッピング）しており、また、正規

職員についても配置転換、昇格及び育成等に活用することを目的に人

事評価結果を用いて能力、特性をマッピングしている。 

 

 

これらの取組の結果、令和 8 年 4 月 1 日時点の職員数は 217 名と

なり（令和 7年 3月 31日：181名）、人材確保の面においても着実な

進展が見られた。 
 

 

 

 

 

 

 

 

（４）人材確保・育成・定着に関する取組を組織的かつ継続的に

推進するため、人事部を設置し、既存の人事機能を強化した

体制整備を進めており、年度計画に定める所期の目標を上回

る成果が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）年度計画に定める所期の目標を達成している。 

 

 

 

 

 

〈課題と対応〉 
 業務運営を支える人材の確保・育成・定着に向けた各種施策

の立案・実行 

 各職種におけるキャリアパス・研修体系・報酬体系の一体的

な見直しの検討 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―８ 業務のデジタル化の推進等 

 

２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標

期間最終年度

値等） 

７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度   ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

共通業務基盤・運

用業務基盤の稼働

率 

業務のデジタル

化の推進 
99.5%以上 （更改中）      予算額（千円） － 

－ － － － 

組織の IT 施策の

全体管理を行う機

能強化を通じた情

報システム等の整

備・管理に係るプ

ロジェクト支援実

施件数 

業務のデジタル

化の推進 
10 件 16 件      決算額（千円） 

－ － － － － 

IT に関する研修実

施回数 
IT 人材の育成 ７回 （実施準備中）      経常費用（千円） － － － － － 

情報セキュリティ

自己点検の対応率 
情報セキュリテ

ィ対策の強化 
99％以上 99.6%      経常利益（千円） － － － － － 

標的型メール訓練

を実施した回数 
情報セキュリ

ティ対策の強

化 

5 回 5 回      行政サービス実

施コスト（千円） － － － － － 

情報セキュリティ

e ラーニングを実

施した回数 

情報セキュリテ

ィ対策の強化 
1 回 1 回      従事人員数 

－ － － － － 

           注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 
 ９．業務のデジタ

ル化の推進等 
 

（１）業務のデジ

タル化の推進 
データサイエン

ス等を活用した運

用の多様化・高度

化や運用リスク管

理の高度化、業務

の効率化等の観点

から、ＩＴ分野に

９．業務のデジタ

ル化の推進等 

 

（１）業務のデジ

タル化の推進 

データサイエン

ス等を活用した運

用の多様化・高度

化や運用リスク管

理の高度化に資す

るデータを集約・

分析する基盤整備

９．業務のデジタ

ル化の推進等 
 
（１）業務のデジ

タル化の推進 
 
 
①データサイエン

ス等を活用した運

用の多様化・高度

化に必要な運用デ

ータを集約・分析

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９．業務のデジタル化の推進等 

 

（１）業務のデジタル化の推進 

 

 

 

 

①  従前においては旧来のオンプレミス型の LANシステム内におい

て分析環境等を構築してきたが、運用の多様化・高度化のために、

運用データ管理を充実させ、あらゆるデータを法人内に一元的に

管理するとともに、外部連携先とのシームレスな接続や他システ

ム間と連携し、金融市場等のスピードに対応できる迅速な開発を

＜評定と根拠＞ 
評定：S 
 

運用の高度化及び業務の効率化・安定化を支える基盤として、

法人全体の業務のデジタル化を戦略的に推進した。 
デジタル庁が策定した「情報システムの整備及び管理の基本的

な方針」を踏まえ、情報システムの統制・管理体制の強化やデジ

タル化の推進に係る取組を反映させるために、令和４年度から構

想を進めてきた投資判断用プラットフォームについて、「共通業務

基盤」及び「運用業務基盤」の稼働開始をもってその初期構築を

完了した。 
共通業務基盤の整備により、分断されたネットワーク環境の中

《インプット情報の記載が困難な理由》 
当法人は、年金積立金の管理及び運用業務のみを行っており、財

務情報等については、業務全般のみを管理している。したがって、

評価項目ごとの財務情報等の記載は不可能。 
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おける専門人材の

確保・育成等を進

め、運用の基盤と

なる情報システム

の整備等を行う

等、業務のデジタ

ル化を一層推進す

ること。これらの

取組を効果的・効

率的に進める観点

から、組織として

戦略的に業務のデ

ジタル化を推進す

るための機能の強

化を図ること。 
また、デジタル

庁が策定した「情

報システムの整備

及び管理の基本的

な方針」（令和３年

12 月 24 日デジタ

ル大臣決定）に則

り、情報システム

の適切な整備及び

管理を行うこと。 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

を推進し、組織横

断的なデータマネ

ジメント手法を確

立する。また、業務

の効率化等の観点

から、ＩＴ分野に

おける専門人材の

確保・育成等を進

めるとともに、業

務のデジタル化を

推進し、管理運用

業務の情報基盤の

拡充、事務の軽減・

効率化等に資する

情報システムの整

備や専門能力を持

った外部リソース

の積極的な活用等

により、業務の質

的な改善を推進す

る。これらの取組

を効果的・効率的

に進める観点か

ら、組織として戦

略的に業務のデジ

タル化を推進する

ための機能の強化

を図る。 

また、デジタル

庁が策定した「情

報システムの整備

及び管理の基本的

な方針」（令和３年

１２月２４日デジ

タル大臣決定）に

則り、情報システ

ムの適切な整備及

び管理を行う。 

 
 
 
 
 

する「運用業務基

盤」の整備を進め

るとともに、主要

な業務アプリケー

ションの開発やユ

ーザへの開発支援

等を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

可能とする環境を実現するために、「運用業務基盤」を整備した。 

 これにより、データを基にした投資判断業務が可能な環境とな

り、併せて記録等が適切に残すことが可能となった。 

また、内製開発によって、管理運用法人の中核となるアプリケ

ーションとして「配分・回収アプリケーション」の実装・開発を

行った。これにより各ファンドへの配分・回収オペレーションの

効率化に加え、細分化した各種ツールに依存したオペレーション

からの転換を進め、業務の継続性を強化した。 

加えて、各ファンドのモニタリング等に必要なデータが多様な

形式であったため、各種ファンドのモニタリングや分析に多大な

時間がかかっていたが、これらのシステム化を進めた。また運用

に関する要因分析等について、従前においても一部ツール等を用

いて行ってきたが、柔軟な期間指定等ができないなど課題が多か

ったため、新しくシステム化を行い柔軟な分析を可能とした。 

このような各種アプリケーションを内製開発にて構築し、投資

判断・運用業務において重要な業務システムの Web アプリケー

ション化等を推進した。 

 

 

②  組織的なデータマネジメント手法の構築に向けた取組の一つと

して、業務概況書作成に使用するデータソース及び加工プロセス

を網羅的に確認し、データのインプットとアウトプットを見える

化し、誤謬リスクの低減を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

で各種外部サービスを個別に利用していた状態から、一つの端末

で利用可能となったことで、運用業務を円滑に実施できるように

なった。 
また、多種・大量の運用データを一元管理するとともに、外部

連携先や他システムとのシームレスな接続及び迅速なシステム開

発を可能とする運用業務基盤を整備し、鮮度の高いデータに基づ

くモニタリングや投資判断を可能とした。あわせて、外部から大

量のデータを取得・整備・計算処理する必要がある定量分析にも

活用するなど、分析機能の高度化を図った。さらに、重要な業務

アプリケーションの内製開発及び Web アプリケーション化を推

進することで、業務効率化に加え、業務継続性及びシステム運営

の安定性向上を実現した。 
当該基盤への移行に当たっては、各種既存ツールやシステムと

の接続状況や連携状況を密に確認しながらも、切り替え時のトラ

ブルも想定し、システム業務継続計画を策定するなど、周到な準

備を行った結果、管理・運用業務を中断することなく、円滑に移

行を完了させた。 
これらのシステム基盤整備に合わせ、法人全体の IT を総括する

とともに、核となる専門性の内製化やシステムに関する外部委託

先管理を担う体制を強化するため、情報管理部を再編することと

し、必要な規程整備等を行った。 
また、業務の高度化に伴う情報化を適切に推進・支援できる体

制を構築するため、ＩＴ関連人材の育成を目的としたＩＴ育成計

画を策定し、当該計画に基づくＩＴ関連研修の新規実施に向けた

準備を行った。 
また、情報セキュリティ対策については、「共通業務基盤」及び

「運用業務基盤」の構築に当たり、ゼロ・トラストを前提とした

強固なセキュリティ対策を実装するほか、情報セキュリティ関連

規程類について、政府機関等のサイバーセキュリティ対策のため

の統一基準群の体系に沿って見直しを行い、統一基準群と法人内

の規程・細則・要綱との関連性が明確となるよう整理した。 
さらに、情報セキュリティ対策の実効性を高めるため、e ラーニ

ングによる研修等の人的対策を実施するとともに、訓練メールや

自己点検を通じて、日常的に対策の有効性を確認している。 
以上のとおり、業務のデジタル化について、更なる運用の高度

化を見据え、境界型セキュリティからゼロ・トラスト型への移行

及びオンプレミス中心からクラウドサービス中心へのアーキテク

チャ転換という技術トレンドを踏まえた抜本的なシステム基盤の

更改に加え、組織体制・人材育成・セキュリティ統制を含む包括

的な基盤整備を着実に進めた。 
これらの取組は、運用高度化及び業務効率化を支える重要な基

盤を形成するものであり、業務のデジタル化に関する所期の目標

を量的・質的両面で上回る顕著な成果であると判断し、S と評価
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②また、ＩＴ分野

における専門人材

の募集と採用を進

めるほか、ＩＴリ

テラシー底上げと

ＩＴスキル向上を

図るための施策を

推進する。 

 

 

 

 

③さらに、職員等

が共通して利用す

る業務を支える

「共通業務基盤」

等の構築によっ

て、事務の軽減・効

率化等に資するデ

ジタル基盤の整備

を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

（１）データサイ

エンス等を活用し

た運用の多様化・

高度化や運用リス

ク管理の高度化の

観点から、運用デ

ータを集約・分析

する基盤の整備の

推進や組織横断的

なデータマネジメ

ント手法の確立に

取り組んでいる

か。 

 

（２）業務の効率

化等の観点から、

ＩＴ分野における

専門人材の確保・

育成等を進めると

ともに、管理運用

業務の情報基盤の

拡充、事務の軽減・

効率化等の情報シ

ステムの整備や外

部リソースの積極

的な活用等によ

り、業務の質的な

改善を推進してい

るか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③  これまで情報セキュリティのみのＩＴリテラシーの研修が行わ

れてきたが、昨今におけるデジタル化の潮流やデータを基礎とし

た分析や高度化の推進に伴い、法人内職員のＩＴリテラシー底上

げとＩＴスキル向上を図るため、ＩＴにおける基本的なリテラシ

ー等の定義やスキルセットを整理し、体系的な育成方針としてＩ

Ｔ育成計画を策定した。また当該計画に則り、次年度の実施に向

けた外部の研修の調達や内部研修など施策実施に向けた準備を進

めた。 
また、ＩＴ分野の専門的な人材や法人の情報化推進を担う組織

を支える人材を４名新たに採用し、情報化推進組織の安定化を進

めた。 
 

④  新たなＬＡＮ系基盤システムである「共通業務基盤」のローン

チに向けた構築及び検証を完了し、業務環境の刷新を実現した。

境界型からゼロ・トラスト側へ、オンプレミスからクラウドサー

ビス中心のアーキテクチャーへ、技術トレンドに合わせた大きな

変革を行いつつ、効率的な共同作業、円滑な Web会議の開催・要

約等の日々の業務に関する質を改善し、業務の効率化を、大きな

業務影響なく実施した。 

境界型からゼロ・トラスト型への大きなアーキテクチャー変革

に伴い技術的に並行稼働が難しい中、円滑な業務の切り替えがで

きるように、事前の検証環境の提供や先行切り替え可能な外部サ

ービスの先行実施、業務の継続を考えた準備等を行うことで、当

日負荷を減らしつつ、管理運用法人の業務を止めずに円滑な移行

する。 
 

 

 

【評価の視点】 

（１）ＬＡＮ系環境の移行に伴い、統合ＮＷシステム上に保存さ

れていた運用の多様化・高度化や運用リスク管理に必要なデ

ータについて、運用業務基盤へ移行を行った。業務特性に合

わせて運用業務基盤へデータやプログラムの移行を行うこと

により、運用データの集約化、整備を推進するほか、各種ア

プリケーションの内製開発により投資判断・運用業務におい

て重要な業務システムの Web アプリケーション化を推進す

る等、運用の高度化を支える基盤整備が進捗しており、年度

計画に定める所期の目標を上回る成果が得られた。 

 

 

 

 

 

（２）ＩＴ人材として職員全体のＩＴリテラシーの向上、ＩＴス

キルの獲得のためのスキル定義やカテゴライズを体系的に作

成し、ＩＴ育成計画を策定し外部研修の準備等を行うことに

よって、専門人材の確保・育成を推進した。 

新しいＬＡＮ・ＯＡ系のシステムとして、共通業務基盤の

整備を行い、セキュリティを担保しつつ、データ等の取得、

Web 会議等のシームレスな利用を可能とする環境を整備・改

善しており、年度計画に定める所期の目標を上回る成果が得

られた。 
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（２）情報セキュ

リティ対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）情報セキュ

リティ対策 

 

 

 

 

 

 

 

④加えて、シニア

ＩＴアドバイザー

を中心に、専門的

知見を有する派遣

職員や外部委託等

のリソースを活用

し、業務の質的な

改善を推進する。 

 

 

⑤これらの取組を

進めるため、デジ

タル庁が策定した

「情報システムの

整備及び管理の基

本的な方針」（令和

３年１２月２４日

デジタル大臣決

定）に基づき、組織

としてＰＭＯ（ポ

ートフォリオ・マ

ネジメント・オフ

ィス：組織のＩＴ

施策の全体管理を

行う部署）などの

機能強化を含む業

務のデジタル化を

推進するための具

体的な検討を行

う。 

 

 
 
 
（２）情報セキュ

リティ対策 

 

 

 

 

 

 

 

（３）業務のデジ

タル化等を効果

的・効率的に進め

る観点から、組織

として戦略的に業

務のデジタル化を

推進するための機

能の強化を図って

いるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）情報セキュ

リティ管理規程に

を行った。 

 

⑤  自家運用における一連の業務オペレーションを統合化されたツ

ール上で実行することのできる統合運用管理基盤システム上の機

能について新商品対応を進めた。 

 

 

⑥  専門的知見を有する派遣職員として専門派遣職員を採用し、職

員による内製開発の支援・移行実施、社内ポータルの開発・運営、

業務継続性の検討、情報化推進のための業務改善等、管理運用法

人職員による内部からの推進が必要なプロジェクトに対して、シ

ニアアドバイザーの知見に加え、専門派遣職員の専門的知見を活

用し、業務の質などの改善を推進した。 

 

 

 

 

⑦ 情報基盤整備に合わせ、法人全体のＩＴを統括し、核となる専門

性の内製化やシステムに関する外部委託先管理を担う体制を強化

するため、情報管理部を再編し、必要な規程整備等を実施した。

また、デジタル庁が策定した「情報システムの整備及び管理の基

本的な方針」（令和３年１２月２４日デジタル大臣決定）の PMOと

しての機能が拡充し、法人全体の情報化について、ガバナンスを

取りつつ推進する部署として強化した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）情報セキュリティ対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）情報管理部の再編を行うことで、デジタルガバメント標準

推進ガイドラインに記載されている PMO 機能の強化、運用業

務基盤等の内製開発を管理・実施する体制などを組織機能と

して持つことで、組織としての戦略的な業務のデジタル化を

推進しており、年度計画に定める所期の目標を上回る成果が

得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）年度計画に定める所期の目標を達成している。 
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情報セキュリテ

ィ管理規程に基づ

く情報セキュリテ

ィ対策を厳格に実

施するとともに、

法人における情報

セキュリティ対策

の有効性を評価

し、当該対策が十

分に機能している

ことを日常的に確

認すること。 
また、法人の役

職員のみならず法

人の外部の運用受

託機関等の関係機

関における情報管

理態勢の有効性を

法人が自ら評価す

ること。 
 

情報セキュリテ

ィ管理規程に基づ

く情報セキュリテ

ィ対策を厳格に実

施するとともに、

管理運用法人にお

ける情報セキュリ

ティ対策の有効性

を評価し、当該対

策が十分に機能し

ていることの確認

を日常的に行う。 

なお、政府のク

ラウド・バイ・デフ

ォルトの原則に従

い、クラウドサー

ビス利用時におけ

る情報セキュリテ

ィ対策の高度化を

行う。 

また、管理運用法

人の役職員のみな

らず管理運用法人

の外部の運用受託

機関等の関係機関

における情報管理

態勢の有効性の評

価を徹底する。 

情報セキュリテ

ィ管理規程に基づ

く情報セキュリテ

ィ対策を厳格に実

施するとともに、

管理運用法人にお

ける情報セキュリ

ティ対策の有効性

を評価し、当該対

策が十分に機能し

ていることの確認

を日常的に行う。 

また、クラウドサ

ービス選定時の基

準の明確化を進め

るとともに、クラ

ウドサービス導入

時におけるＣＡＳ

Ｂ（Cloud Access 

Security Broker：

クラウド監視サー

ビス）の活用によ

る安全性の確認を

継続的に行う。 

役職員に対する研

修、訓練等により

情報セキュリティ

意識の向上に努め

るとともに、運用

受託機関等に求め

ている情報セキュ

リティベンチマー

クによる自己診断

等については、情

報セキュリティ委

員会及び内部統制

委員会において評

価結果を確認す

る。 

さらに、運用受託

機関等の候補者に

対しても、情報セ

キュリティベンチ

基づく情報セキュ

リティ対策を厳格

に実施するととも

に、法人における

情報セキュリティ

対策の有効性を評

価し、当該対策が

十分に機能してい

ることを日常的に

確認しているか。

また、法人の役職

員のみならず法人

の外部の運用受託

機関等の関係機関

における情報管理

態勢の有効性を法

人が自ら評価して

いるか。 

 

 

 

①情報セキュリティ診断に対する対応 

・脆弱性診断の結果のうち、令和６年度対応済（緊急度高の脆弱性）以

外の脆弱性について、全て年度内に完了した。 

 

②情報セキュリティを含む情報リテラシー確保のための役職員への教

育・訓練及び自己点検 

・情報セキュリティに対する更なる意識向上を目的として、「情報セキ

ュリティの動向と日々の業務における注意事項」について解説した集合

研修を実施した。 

・e ラーニングを活用し、標的型メール等の情報セキュリティの最新脅

威について理解し、脅威から情報資産を守るためのルールや対策等につ

いて研修を実施した。eラーニングについては、各職員が提供した各種

講座から原則３講座以上を受講し、延べ 265人（平均受講講座数：3.91

講座/人）が講座を受講した。 

・期中に採用等した職員に対しては、研修の録画ビデオ視聴等を着任後

速やかに実施、内容を理解させることにより職員全体の情報セキュリテ

ィ意識の維持を効果的に行った。 

・年度自己点検実施計画に基づき、経営委員を含む全ての役職員を対象

とした自己点検を実施した。 

・多様化、巧妙化する標的型攻撃メール対策として、年４回の訓練の分

散実施に加えて、添付ファイル等開封者及び初動対応に不備があった者

に対する再訓練を実施した。 

 

③クラウドサービスの調達および利用における情報セキュリティ対策

の実施 

・法務室及び関係各部とともにクラウドサービス等の調達に係わる情

報セキュリティ要件を策定し、法人全体に周知した。 

・法人のネットワークシステムにおいて、ＣＡＳＢ（Cloud  

Access Security Broker：クラウド監視サービス）を活用することによ

り、役職員のクラウドサービス利用時のモニタリングを継続的に実施し

た。申請のないクラウドサービスの利用については、アクセスした職員

に確認し、不要なサービスはアクセス不可にする対応を実施した。 

「共通業務基盤」・「運用業務基盤」においても、ゼロ・トラストを原

則とした堅牢なセキュリティ対策を実装・運用している。 

 

④運用受託機関等における情報管理体制の有効性について法人が自ら

評価する仕組みの構築 

・各担当部門においては、「運用受託機関等における情報セキュリティ

対策実施細則」等に沿って運用受託機関等より入手した情報セキュリテ

ィ対策ベンチマークによる自己診断結果やヒアリング等に基づき運用

受託機関等（延べ 141社）に対するセキュリティ管理体制等の年度の評

価作業を行った。 

・評価結果を情報セキュリティ委員会及び内部統制委員会に報告し、契

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈課題と対応〉 
 新たな情報化推進体制に基づき、部門横断的に使用する AI 等

の利活用を統制・支援する専門機能の充足。 
 新業務基盤の安定的な稼働と運用保守の高度化。 
 役職員全体の IT リテラシーの底上げと、各種システムの管理
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マークによる自己

診断等を求め、そ

の結果を選定にお

ける評価の要素と

する。 

上記に加え、新た

な共通業務基盤及

び運用業務基盤の

構築に際しては、

具体的な情報セキ

ュリティ対策を実

装する。 

これらの取組を

推進するため、専

門的な知見を有す

る業務支援事業者

を活用するととも

に、情報セキュリ

ティ専門人材の育

成・採用に努める。 

 

約を継続するに際して情報セキュリティ管理体制上問題のある運用受

託機関等は該当がないことを確認した。 

 

 ⑤多要素認証方式による端末の認証やメール送信時における PPAP

（ Password 付き ZIPファイルをメールで送り、別メールでパスワード

を送る手法）の廃止等、2026 年３月に稼働を開始した共通業務基盤で対

応を図り、具体的なセキュリティ対策を実装した。 

 

⑥情報セキュリティの専門的知見を有する支援業者を活用することに

より、セキュリティ人材の不足を補うとともに、民間の知見を活用した

セキュリティ対策に取り組んだ。 

 

 

⑦情報セキュリティ関連規程類について、政府機関等のサイバーセキュ

リティ対策のための統一基準群の体系に沿うよう見直しを行い、統一基

準群と法人内の規程類の関連性を明確化した。 

 

 

 

 

を担う職員の IT スキルの向上。 
 セキュリティインシデント発生時の対応力強化。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―９ 情報発信・広報及び透明性の確保 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度   ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

SNS を活用した情

報発信の回数 
 

情報発信・広報活

動の充実 
 

X 
352 回 

（フォロワー数

67,179、閲覧回数

7,183,187） 

X 
401 回 

（フォロワー

数 69,639、閲

覧回数

7,278,913） 

     予算額（千円） － 

－ － － － 

YouTube 
26 本 

（登録者数 10,782、
視聴回数 45,693） 

YouTube 
32 本 

（登録者数

11,014、視聴

回数 62,208） 

     決算額（千円） 
－ － － － － 

Instagram 
― 

（運用に向け

準備中） 
     経常費用（千円） － － － － － 

法人のホームペー

ジへの訪問件数

（セッション数） 

情報発信・広報活

動の充実 
953,605 887,415 

 
     経常利益（千円） 

－ － － － － 

講演会等への役職

員の登壇回数） 
情報発信・広報活

動の充実 
32 回 44 回      行政サービス実

施コスト（千円） 
－ － － － － 

広報測定調査にお

ける、法人の認知

度 

情報発信・広報活

動の充実 
42.3％ 42.2％      従事人員数 

－ － － － － 広報効果測定調査

における、法人を

「信頼できる」及

び「信頼できない」

との評価の数値 

情報発信・広報活

動の充実 
「信頼できる」：

37.9% 
「信頼できない」： 

20.9% 

「信頼でき

る」：40.7% 
「信頼できな

い」： 
20.6% 

     

 注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 
 
 

10．情報発信・広報

及び透明性の確保 

国民の関心等に

応じて戦略的に情

報発信や広報活動

の在り方を検討し、

専門家のみならず

国民やメディアに

対する情報発信や

１０．情報発信・広

報及び透明性の確

保 

国民の関心等に応

じて戦略的に情報

発信や広報活動の

在り方を検討し、専

門家のみならず国

民やメディアに対

９．情報発信・広報

及び透明性の確保 
国民の関心等に

応じて戦略的に情

報発信や広報活動

の在り方を検討し、

専門家のみならず

国民やメディアに

対する情報発信や

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９．情報発信・広報及び透明性の確保 

 

令和７年度のＧＰＩＦ関連報道については、同年度に開始した国

債入札直接参加に関する報道が一部の金融メディアで増加したもの

の、運用実績等を巡っては、年金制度における役割や長期分散投資

の効用がメディアに一定程度浸透したこともあり、以前に比べて抑

制的な状況が継続している。このような背景から、ＧＰＩＦの広報

活動は、公式のソーシャルメディアや公式ホームページといったオ

ウンドメディアの活用に加え、役職員による登壇等の能動的な情報

＜評定と根拠＞ 

評定： Ａ 

年金積立金の管理及び運用に対する国民の理解と信頼を高めるこ

とを目的として、ＳＮＳやホームページ等のデジタル媒体を活用した

広範な情報発信に加え、講演会等を通じた直接的な対話の機会を活用

するなど、多層的な広報活動を推進した。 

情報発信に当たっては、専門的な内容についても分かりやすく伝え

ることを重視するとともに、ターゲット層に応じた媒体選択を行うな

ど、戦略的な広報に取り組んだ。 

《インプット情報の記載が困難な理由》 
当法人は、年金積立金の管理及び運用業務のみを行っており、財

務情報等については、業務全般のみを管理している。したがって、

評価項目ごとの財務情報等の記載は不可能。 
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広報活動の一層の

充実に継続的に取

り組むとともに、そ

の評価や効果の把

握・分析に努めるこ

と。 
年金積立金の管

理及び運用の方針

並びに運用の状況

等（年金積立金の役

割、長期分散投資の

効果、長期運用機関

である法人の特性

に応じた運用の状

況等）について、年

金積立金の管理及

び運用に対する国

民の理解を深める

ことができるよう、

年度の業務概況書

等の公開資料をよ

り一層分かりやす

いように工夫する

こと等により、厚生

労働省と連携して、

国民に分かりやす

く説明すること。 
スチュワードシ

ップ活動やＥＳＧ

やインパクトを考

慮した投資につい

て、長期的な収益を

確保する観点から

の取組であること

を踏まえて、分かり

やすく情報発信す

ること。 
オルタナティブ

投資について、投資

手法や投資対象等

を分かりやすく情

報発信すること。 
法人が行う年金

する情報発信や広

報活動の一層の充

実に継続的に取り

組むとともに、その

評価や効果の把握・

分析に努める。 

年金積立金の管理

及び運用に関して、

各年度の管理及び

運用実績の状況（運

用資産全体の状況、

運用資産ごとの状

況、各運用受託機関

等の状況、管理運用

委託手数料、運用受

託機関等の選定等

を含む。）等につい

て、毎年１回（各四

半期の管理及び運

用実績の状況（運用

資産全体の状況及

び運用資産ごとの

状況を含む。）等に

ついては四半期ご

とに）ホームページ

等を活用して迅速

に公表する。 

また、管理運用法人

が、数十年の投資期

間を有する超長期

投資家であり、か

つ、今後長期にわた

り積立金が積み上

がっていく可能性

が大きい、という特

性を有することを

踏まえ、そのあるべ

き運用の姿につい

て多面的な観点（長

期国際分散投資の

必要性、オルタナテ

ィブ投資の意義、ス

チュワードシップ

広報活動の一層の

充実に継続的に取

り組むとともに、そ

の評価や効果の把

握・分析に努める。 
年金積立金の管理

及び運用に関して、

国民のより一層の

理解と協力を得る

ため、年度の業務概

況書など公開資料

をより一層分かり

やすいように工夫

するとともに、ホー

ムページやＳＮＳ

（ソーシャル・ネッ

トワーク・サービ

ス）等を活用して迅

速に公表する。ま

た、運用の多様化、

高度化や国際化に

おいても国民に対

する情報公開・広報

活動の在り方を検

討し、充実等を図

る。 
具体的には、以下

の取組を進めるこ

ととし、その際、市

場への影響に留意

するとともに、管理

運用法人が、数十年

の投資期間を有す

る超長期投資家で

あり、かつ、今後長

期にわたり積立金

が積みあがってい

く可能性が大きい、

という特性を有す

ることを踏まえ、そ

のあるべき運用の

姿について多面的

な観点から国民の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発信に努めた。 

 

 公式 YouTube では定番のＣＩＯ動画等のほか、若年層も意識した

「教えて！ＧＰＩＦ（じーぴふ）先輩♡」シリーズ３本、金融リテラ

シ―向上に興味がある層向けの「GPIFの広報、調査数理部に学ぶ～

時系列分析～」（前後編）を追加した。視聴者の目に触れやすいショ

ート動画も強化し、「ＧＰＩＦクイズ」シリーズや「ＧＰＩＦ新卒職

員を直撃！」シリーズを新たに開始した。こうした取組により、令

和７年度末時点の登録者数や令和７年度の視聴回数は過去最高とな

った。 

 

 公式ＸはＰＤＣＡに基づき長期分散投資の効用など定番投稿の視

認性向上を積み重ねたほか、「～の日」シリーズの強化など身近な投

稿も強化し、フォロワー数は７万人に迫っている。 

 公式ホームページでは若年層の閲覧を意識した特設サイト「教え

て！GPIF 先輩♡のホームルーム」を新設したほか、2027 年度に予定

するホームページリニューアル（採用特設ページ含む）の準備を進

めた。また、中途採用情報ページにおいて、各部室の人材ニーズに

応じた業務内容や応募資格の情報を随時更新するなど、コンテンツ

の充実も図っている。 

 

 報道対応については年２回の理事長会見を実施し、令和７年度に

就任した新理事長との活発な質疑応答が行われた。また、経済紙や

金融メディアなどによる理事長インタビューにも積極的に対応し

た。４月に公表した「企業インタビュー（結果概要）」は、ＧＰＩＦ

として初めての取組となり、経済紙などの注目を集め、ESG・スチュ

ワードシップ推進部の担当職員が丁寧に取材に応じた。10月に公表

した「オルタナティブ資産に係るデータベース構築」のプレスリリ

ースは、オルタナティブ投資業界でも珍しい取組となったことから

国内外の経済紙や金融メディアの注目を集め、オルタナティブ投資

部の担当職員が積極的に取材対応した。 

 

 令和７年度の役職員の講演等への登壇は、新たに就任した理事長

への依頼が多数あった。このほか例年依頼の多いサステナビリティ

投資、オルタナティブ投資関連の講演会に加え、令和７年度は調査

数理部の職員による大学等での基本ポートフォリオ関連の登壇も増

え、年度合計で 44回の登壇を行った。 

 

これらの取組を進める中で７月に実施した広報効果測定では、当

法人の認知度は約４割、認知者のなかで「信頼できる」と回答した

割合も約４割となり、ここ数年と同様の傾向となっている。メディ

アの間で年金制度における年金積立金の役割や長期分散投資の効用

が以前に比べて浸透し、国民の関心を集めやすい運用状況の報道に

公式 YouTubeによる情報発信については、定番の会見動画や「吉澤

ＣＩＯに聞いてみよう」シリーズに加え、若年層も意識した「教えて！

ＧＰＩＦ（じーぴふ）先輩♡」シリーズ、金融リテラシー向上に興味が

ある層向けの「ＧＰＩＦの広報、調査数理部に学ぶ～時系列分析～」

（前後編）などを追加した。また、視聴者の目に触れやすいショート

動画も強化し、「ＧＰＩＦクイズ」シリーズや「ＧＰＩＦ新卒職員を直

撃！」シリーズを新たに開始した。令和７年度の YouTube 投稿件数は

32 本となった。こうした取組により、令和７年度末時点の登録者数は

11,014 人、令和７年度の視聴回数は 62,208 回といずれも過去最高と

なった。 

Ｘにおいては、ＰＤＣＡに基づき長期分散投資の効用など定番投稿

の視認性向上を積み重ねたほか、「～の日」シリーズの強化など身近

な投稿も充実させ、令和７年度末時点のフォロワー数が 69,639 人と

なり、幅広い層への情報伝達を行った。 

また、若年層や女性層への情報発信を強化する観点から、新たな媒

体として Instagramの運用開始に向けた準備を完了させる（令和８年

４月に運用開始）など、情報発信チャネルの拡充を図った。 

 加えて、当法人の年金制度における役割、運用の高度化及びサステ

ナビリティ投資等について直接発信する機会として役職員の登壇も

強化し、令和７年度は 44回の登壇を実施した。 

広報効果測定調査の結果、当法人を認知している人の割合は全体の

42.2%となった。また、ＧＰＩＦを認知している人のうち、「ＧＰＩＦ

の取組を信頼できる」と回答した割合は 40.7％（令和６年度：37.9％）

となり、前年度から 2.8 ポイント増加し、「信頼できない」とした回

答は 20.6％（令和６年度：20.9％）となり、前年度から 0.3ポイント

改善するなど、国民の理解・信頼の向上が確認された。 

以上のとおり、デジタル媒体と対面の双方を活用した多層的な広報

活動を展開するとともに、ターゲット層を意識したコンテンツ制作、

新たな媒体への展開及び効果測定を通じた改善を行うなど、戦略的な

広報を推進した結果、情報の到達度拡大に加え、国民からの信頼度向

上も確認され、年金積立金の管理及び運用に対する理解促進に寄与し

たことから、所期の目標を上回る成果が得られたと判断し、Ａと評価

する。 
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積立金の管理及び

運用の透明性を確

保するため、年金積

立金の運用結果、運

用手法、管理運用委

託手数料、運用受託

機関等の選定過程・

結果、保有する全て

の有価証券の銘柄

名（債券については

発行体名）及び当該

銘柄の時価総額に

ついて、公表するこ

と。また、経営委員

会の審議の透明性

の確保を図るため、

議事録及び議事概

要をそれぞれ厚生

労働省令（年金積立

金管理運用独立行

政法人の業務運営、

財務及び会計並び

に人事管理に関す

る省令（平成 18 年

厚生労働省令第 60
号））で定める期間

の経過後速やかに

公表すること。 
 
 
 
 
 
 

 

活動、ＥＳＧやイン

パクトを考慮した

投資の考え方等）か

ら国民の理解を得

られるよう、分かり

やすい情報発信の

在り方について検

討を深める。 

その際、管理運用法

人のホームページ

や業務概況書等の

一層の充実を図る

ほか、役職員の講演

等を含め案件の性

格に応じた効果的

な情報発信を工夫

する。 

こうした広報の取

組については、定期

的に検証等を行い、

その結果を踏まえ

て、取組内容を継続

的に改善する。 

さらに、経営委員会

が重要事項と判断

する事項について

は、経営委員会の審

議を経て議決を行

うなど、経営委員会

による適切な監督

の下で、その透明性

を確保するととも

に、経営委員会の審

議の透明性の確保

を図るため、議事録

等及び議事概要を

それぞれ厚生労働

省令（年金積立金管

理運用独立行政法

人の業務運営、財務

及び会計並びに人

事管理に関する省

令（平成１８年厚生

理解を得られるよ

う、分かりやすい情

報発信について積

極的な対応を図る。 
 
（１）第５期中期目

標期間における広

報の方向性や広報

内容に応じた効果

的なコミュニケー

ションツールの活

用方策等を整理し

た基本的方針をも

とに、広報活動の評

価を定期的に行い、

活動内容の改善を

図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）基本ポートフ

ォリオの考え方や

長期国際分散投資

の必要性、オルタナ

ティブ投資の意義、

ＥＳＧやインパク

トを考慮した投資

の考え方等をホー

ムページ等で分か

 

 

 

 

＜評価の視点＞ 

（１）国民の関心等

に応じて戦略的に

情報発信や広報活

動の在り方を検討

し、情報発信や広報

活動の一層の充実

に継続的に取り組

むとともに、その評

価や効果の把握・分

析を行っているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）年金積立金の

管理及び運用の方

針並びに運用の状

況等（年金積立金の

役割、長期分散投資

の効果、長期運用機

関である法人の特

性に応じた運用の

状況等）について、

関しては抑制的な状況が続いており、大幅な認知度向上が見込みに

くいなかで、引き続きオウンドメディアや登壇における丁寧な情報

発信を心掛けたい。 

 

 

（１）今中期計画策定の際にまとめた広報方針（令和７年２月開催

の経営委員会審議事項）をもとに、令和７年度も一般被保険者へ

の情報発信を強化した。 

 

「年金積立金の管理及び運用に関して、国民の一層の理解と協

力を得る」ことを目的として行う当法人の広報活動について、「そ

の企図する効果が得られているか評価・分析するための調査」（広

報効果測定調査）を７月に実施した。当法人を認知している人の

割合は全体の 42.2%となった。同調査を開始した９年前の平成 28

年は年度の運用損に対するメディア等での批判が高まった時期で

あり、認知度は５割を超えていた。その後、年金制度における年

金積立金の役割や長期分散投資の効用がメディアにも一定程度浸

透し、運用状況に関する報道が抑制的になったことで、認知度が

低下傾向となり、４割程度が続いている。男女別にみると、男性

の認知度が高く、女性の認知度が低いという傾向も続いている。

女性の認知度向上が課題であり、将来世代の保険料負担を軽減す

るという積立金の役割を鑑みれば、若年層の認知度向上が重要で

あることから、令和７年度は比較的若い女性の利用率が高いＳＮ

Ｓである公式 Instagram の開設準備を進めた（令和８年４月に開

設）。 

 

また、当法人を認知している人のうち、当法人の活動を「信頼

できる」と回答した人の割合は 40.7％となった。オウンドメディ

ア等で積立金の役割や長期分散投資の効用、累積収益等を地道に

発信し続けてきた効果もあるとみられ、信頼度は９年前の調査開

始時の２割弱よりは大幅に上昇し、基準値に比べても約 3 ポイン

ト上昇した。 

 

 

（２）令和７年度は、公式ホームページで若年層の閲覧を意識した

特設サイト「教えて！ＧＰＩＦ先輩♡のホームルーム」を新設した。 

オルタナティブ投資について、業務概況書においてその意義・

役割について解説し、また、オルタナティブ投資特有の事項につ

いてコラム形式で分かり易く解説を加え（令和７年度には、オル

タナティブ資産にかかる NAV 変動要因、オルタナティブ資産の収

益率計測方法について記載。）、読者のオルタナティブ投資に対す

る理解の促進を図った。また、令和２年度からは、ホームページ

内にオルタナティブ投資の意義や役割、投資先の具体的なイメー

 

 

 

 

【評価の視点】 

（１）令和７年度も一般被保険者向けの情報発信に取り組んだ。公式

YouTube はショート動画で「GPIF新卒職員を直撃！」シリーズを

開始するなどで、投稿本数・視聴回数・登録者数ともに過去最高

を記録した。 

X は定番投稿の視認性の改善等に取り組み、フォロワー数は７

万人に迫り過去最高となっている。ＨＰも特設サイト「教えて！

GPIF 先輩♡のホームルーム」を新設したほか、令和９年度の採用

サイト開設に向けて準備を進めた。また、広報効果測定を踏まえ、

Instagramの開設を準備した（令和８年４月開設）。こうした取組

により、年度計画に定める所期の目標を上回る成果が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）年度計画に定める所期の目標を達成している。 
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労 働 省 令 第 ６ ０

号））で定める期間

の経過後速やかに

公表する。 

加えて、管理運用法

人が行う年金積立

金の管理及び運用

の透明性を更に高

めるため、保有する

全ての有価証券の

銘柄名（債券につい

ては発行体名）と当

該有価証券の時価

総額を公表し、ま

た、オルタナティブ

投資の投資案件に

ついても、できるだ

け分かりやすい形

での情報開示を進

める。さらに、運用

会社等に対して支

払っている実質的

な費用について、で

きる限り詳細なレ

ベルで把握した上

で、適切な情報開示

の在り方を検討す

る。その際、運用会

社等との契約内容

にも配慮する。 

これらの情報公

開に当たっては、市

場への影響に留意

する。 

 

 

 

 

りやすく説明する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）年金制度にお

ける積立金や管理

運用法人の役割等

を分かりやすく解

説したコンテンツ

（テキストや動画

等）を作成し、ホー

ムページ等で周知

する。 
 

 

（４）こうした情報

発信について、ホー

ムページやＳＮＳ

等だけでなく、案件

の性格に応じ、役職

員の講演等の機会

も活用する。 

 
 
 
 
 
 
（５）令和６年度の

管理及び運用実績

の状況（運用資産全

体の状況、運用資産

ごとの状況、各運用

受託機関等の状況、

年金積立金の管理

及び運用に対する

国民の理解を深め

ることができるよ

う、年度の業務概況

書等の公開資料を

より一層分かりや

すいように工夫す

ること等により、国

民に分かりやすく

説明しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）年金積立金の

管理及び運用の運

用実績の状況等に

ついて、毎年 1回・

四半期毎にホーム

ページ等を活用し

ジについて理解を深めることができるような一般向けのコーナー

「オルタナティブ資産の運用とは」を開設し、引き続き、その意

義・役割や投資案件の概要等を投資案件の写真を使うなどして分

かりやすい情報発信に努めた。加えて、投資を実施した LPS につ

いて適時適切にホームページにて公表を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）令和７年度は、若年層の視聴を意識した動画「教えてＧＰＩ

Ｆ先輩♡基本ポートフォリオって、アップルパイ？」等、同先輩シ

リーズの動画を３本追加し、公式ホームページで新設した特設サ

イトにもこれらの動画を掲載した。 

 

 

 

 

 

 

 

（４）令和７年度の役職員の講演等への登壇は、新たに就任した理

事長への依頼が多数あった。このほか例年依頼の多いサステナビ

リティ投資、オルタナティブ投資関連の講演会に加え、令和７年

度は調査数理部の職員による大学等での基本ポートフォリオ関連

の登壇も増え、年度合計で 44回の登壇を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）透明性の向上を図るため、令和７年度計画において、令和６

年度の業務概況書は７月の第一金曜日、令和７年度の各四半期の

運用状況は、期末日の翌々月の第一金曜日（金曜日が休日の場合

はその前日）を公表日と明記し、下記のとおり公表を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）年度計画に定める所期の目標を達成している。 
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運用管理委託手数

料、運用受託機関等

の選定等を含む。）

については、７月の

第一金曜日にホー

ムページ等により

情報を公開する。ま

た、令和７年度の四

半期の運用状況に

ついては、期末日の

翌々月の第一金曜

日にホームページ

等により情報を公

開する。 
具体的な公表日は、

令和６年度の管理

及び運用実績の状

況は７月４日に、令

和７年度の四半期

の運用状況は８月

１日、１１月７日、

２月６日とする。 
 
 
 
（６）監査委員会及

び監査法人の監査

の結果については、

年１回ホームペー

ジで情報を公開す

る。 
 
 
（７）スチュワード

シップ・コードへの

対応状況及び株主

議決権行使の結果

等の公表について、

引き続き分かりや

すい内容となるよ

う努める。 
 
 

て迅速な公表を行

っているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）スチュワード

シップ活動やＥＳ

Ｇやインパクトを

考慮した投資につ

いて、長期的な収益

を確保する観点か

らの取組であるこ

とを踏まえて、分か

りやすく情報発信

しているか。 

【公表日】 

業務概況書 

（令和 6 年度） 

第 1 四半期 

（令和 7 年度） 

第 2 四半期 

（令和 7 年度） 

第 3 四半期 

（令和 7 年度） 

R7.7.4 R7.8.1 R7.11.7 R8.2.6 

2024年度業務概況書においては、第４期中期目標期間中の取

組を総括するコラムを設けた。 

また、管理運用業務担当理事兼ＣＩＯが当法人の１年間の運

用について解説し、積極的な情報発信及び透明性の向上を図っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）監査委員会監査の結果及び監査法人による外部監査の結果に

ついて、ホームページに掲載し、情報の公表を行った。 

 

 

 

 

 

 

（７）スチュワードシップ活動等に係る情報発信 

①当法人のスチュワードシップ活動について、「スチュワードシッ

プ活動報告」を公表(令和８年４月 17 日）し、令和７年度の当

法人のスチュワードシップ活動の状況及び株主議決権行使状況

の概要についてホームページに掲載した。 

②当法人のスチュワードシップ活動は、アセットオーナー・プリ

ンシプル取組方針、投資原則、スチュワードシップ責任を果た

すための方針、運用受託機関に対するスチュワードシップ活動

原則・議決権行使原則を基盤として行っていることをスチュワ

ードシップ活動報告において明示するとともに、PRI をはじめ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）「優れた開示シリーズ」の各運用受託機関向けアンケートを、

「優れたサステナビリティ開示」に一本化した。また、当法人の

サステナビリティに関する考え方を反映する形で、「ESG 活動報

告」を「サステナビリティ投資報告」に変更している。これらの

情報発信方法の更新が、より分かりやすい情報発信につながり、

年度計画に定める目標を上回る成果を上げた。 
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（５）オルタナティ

ブ投資について、投

資手法や投資対象

等を分かりやすく

情報発信している

か。 

 

 

 

 

（６）法人の運用に

ついて多面的な観

点から国民の理解

を得られるように

するための分かり

やすい情報発信の

在り方の検討、法人

のホームページや

業務概況書等の充

実や役職員の講演

等の広報の取組に

ついての定期的な

検証等及びその結

果を踏まえた取組

内容の継続的な改

善を行っているか。 

 

 

（７）年金積立金の

運用結果、運用手

法、管理運用委託手

数料、運用受託機関

等の選定過程・結

果、保有する全ての

有価証券の銘柄名

（債券については

発行体名）と当該銘

柄の時価総額を公

としたグローバルなイニシアティブへの参加状況を報告した。 

③スチュワードシップ活動報告において、「第 5期中期目標期間に

おける重点事項についての取組」の項目を設け、関連する令和

７年度の主な取組を公表している。具体的には、「「資本コスト

や株価を意識した経営の実現に向けた対応」のエンゲージメン

トに関する国内株式運用受託機関に対するインタビュー」、「「優

れた統合報告」などの優れた開示シリーズの運用受託機関向け

アンケートを「優れたサステナビリティ開示」に一本化」及び

「日本のコーポレートガバナンス改革に関する国内運用受託機

関との対話」の３項目を記載した。 

④当法人の国内株式運用受託機関による１年間のエンゲージメン

トカバー状況を公表した。対話社数、対話件数（パッシブ・ア

クティブ別比率、規模別比率）及び対話実施比率（業種別）に

加え、令和７年度は、役職別の対話実施比率を開示し、より様々

な角度からエンゲージメント状況の把握をできるようにした。 

⑤個別の議決権行使結果公表機関については、各機関のサイトへ

のリンクとともにスチュワードシップ活動報告の中で公表して

いる。 

⑥「スチュワードシップ活動報告」の公表に当たり、英語版も作

成しホームページに掲載している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）年度計画に定める所期の目標を達成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）メディアの間で年金制度における年金積立金の役割や長期分散

投資の効用が以前に比べて浸透し、国民の関心を集めやすい運用

状況の報道に関しては抑制的な状況が続いている中でも、オウン

ドメディアや登壇における丁寧な情報発信を行い、広報効果測定

調査の結果、法人認知者のうち「信頼できる」との回答が増加す

るなど、年度計画に定める所期の目標を上回る成果が得られたと

考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）年度計画に定める所期の目標を達成している。 
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（８）経営委員会が

重要事項と判断す

る事項については、

経営委員会の審議

を経て議決を行う

など、経営委員会に

よる適切な監督の

下で、その透明性を

確保する。 

さらに、経営委員

会の審議の透明性

の確保を図るため、

議事録等及び議事

概要をそれぞれ厚

生労働省令で定め

る期間の経過後速

やかに公表する。 
加えて、管理運用

法人が行う年金積

立金の管理及び運

用の透明性を更に

高めるため、保有す

る全ての有価証券

の銘柄名と当該有

価証券の時価総額

を公表する。 
 
 
（９）運用における

ＥＳＧの取組を評

価し、投資の効果を

確認するとともに、

透明性を確保する

観点からＥＳＧ活

動報告を作成する。 
 

 

 

 

 

表しているか。 

 

 

（８）経営委員会が

重要事項と判断す

る事項について、経

営委員会の審議を

経て議決を行うな

ど、経営委員会によ

る適切な監督の下

で、その透明性の確

保を行っているか。 

 

（９）経営委員会の

議事録及び議事概

要をそれぞれ厚生

労働省令で定める

期間の経過後速や

かに公表している

か。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

（８）経営委員会の審議の透明性の確保を図るため、平成 30年 1月

から 12 月に行われた経営委員会（第 5 回～第 17 回）の議事録及

び未公表資料について、非開示情報箇所を除いて、ホームページ

に公表した。 

加えて、年金積立金の管理及び運用の透明性を更に高めるため、

令和６年３月末時点の保有する全ての有価証券の銘柄名と当該有

価証券の時価総額を公表した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）環境・社会問題などの負の影響を減らし、運用資産全体の長

期的なリターンを向上させるため、ＥＳＧ（環境・社会・ガバナ

ンス）に関する取組を積極的に推進している。このようなＥＳＧ

の取組を評価し、投資の効果を確認するとともに、透明性を確保

する観点から、平成 30年より「ＥＳＧ活動報告」を毎年刊行して

きた。 

令和７年８月には、「サステナビリティ投資報告」（※）を刊行

し、同 10月には、英語版を公表した。 

本報告書では、自然資本や生物多様性に関連するリスクにも着

目し、「ＧＰＩＦの国内株式運用会社が選ぶ『優れたＴＮＦＤ開

示』」を紹介しているほか、社会やガバナンスに関するテーマを含

む「サステナビリティ関連財務情報の開示状況に関する分析」に

 

 

 

（８）年度計画に定める所期の目標を達成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）年度計画に定める所期の目標を達成している。 
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（１０）運用会社等

に対して支払って

いる実質的な費用

について、できる限

り詳細なレベルで

把握した上で、適切

な情報開示の在り

方を検討する。その

際、運用会社等との

契約内容にも配慮

する。 

 

 
 

も取り組んでいる。 

 

※当法人は世界の資本市場全体に幅広く分散して投資する「ユニ

バーサル・オーナー」である。サステナビリティに関するリスク

を低減し、市場全体の持続可能性を高めることを通じて、長期的

な投資リターンを確保することが、当法人の責務である。その際、

全資産においてサステナビリティを考慮し、運用会社と投資先企

業との対話を促進することによりインベストメントチェーンの好

循環の構築を目指している。このような考え方に基づき、報告書

の名称を「ESG活動報告」から「サステナビリティ投資報告」に変

更している。 

 

（１０）当法人の運用結果をより分かりやすく業務概況書等で示す

こと等を目的として、実質的な費用の把握のため、運用会社等

に対する調査を開始した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈課題と対応〉 

 認知度が相対的に低い、女性（特に若年層）への効果的な発信を

はじめ、情報発信の更なる工夫・充実による国民からの一層の理

解と信頼の確保。 

 人材確保の観点からも、業務を通じて得られる経験・能力や法人

の業務の社会的意義を効果的に発信。 

 将来の被保険者であり、インベストメントチェーンの担い手にも

なる学生を対象として、役職員による大学などでの講義・登壇を

強化。 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―１ 効率的な業務運営体制の確立 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間

最終年度値等） 

７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度   ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

一般管理費（システム

関連経費及び人件費を

除く。）及び業務経費

（システム関連経費、

管理運用委託手数料、

運用指数利用料、人件

費及び短期借入に係る

経費を除く。）の合計

額（千円）（ア） 

業務運営の効

率化 

7,960,804 7,107,215      予算額（千円） 

－ 

－ 

－ － － 

中期計画を踏まえた節

減額（千円）（イ） 

― ― 105,879 
 

     決算額（千円） 
－ － － － － 

達成度 ― ― 100％      経常費用（千円） － － － － － 
（参考）執行額（千円） ― ― 3,879,667      経常利益（千円） － － － － － 
         行政サービス実

施コスト（千円） － － － － － 

         従事人員数 － － － － － 
注）達成度は、各年度の中期計画による節減額（イ）を前年度の（ア）で除した数値が、目標となる 1.33％に対してどれだけ達成しているかを示している。  注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 
 第４ 業務運営

の効率化に関す

る事項 

 

 

１．効率的な業務

運営体制の確立 

組織編成及び

管理部門を含む

各部門の人員配

第２ 業務運営

の効率化に関す

る目標を達成す

るためとるべき

措置 

１．効率的な業務

運営体制の確立 

業務運営を効

率的かつ効果的

に実施するため、

第２ 業務運営

の効率化に関す

る目標を達成す

るためとるべき

措置 

１．効率的な業務

運営体制の確立 

（１）事務処理の

迅速化を図り、組

織編成及び人員

＜定量的指標＞ 

中期目標期間

中、一般管理費

（システム関連

経費及び人件費

を除く。）及び業

務経費（システム

関連経費、管理運

用委託手数料、運

用指数利用料、人

第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

１．効率的な業務運営体制の確立 

 

（１）運用の高度化・多様化に伴う業務に的確に対応し、持続的な組

織運営を可能とするため、以下のとおり組織の見直しを実施した。 

  ①コンプライアンス室の新設 

    法人業務の高度化・多様化及び組織の拡充を背景に、内部

統制機能の一層の強化を図るため、従来法務部門が担ってい

たコンプライアンス機能を分離し、2025年 9月に理事長直轄

のコンプライアンス室を新設した。これにより、公務員倫理

＜評定と根拠＞ 
評定： Ａ 

 

運用資産の規模が拡大し、業務の複雑化・多様化が進む中、運用の高度

化・多様化をさらに一層進めるためには、各業務を担う人材の確保・育

成・定着を担う人事機能、業務の基盤となる情報システムに係る IT 戦略を

統括し推進する機能及び適切な業務遂行の根本であるコンプライアンス・

内部統制機能の強化を迅速に進めることは喫緊の課題である。高度な運用

を持続的かつ安定的に支える経営基盤の強化を図る観点から、令和７年度

は、コンプライアンス室及び人事部の創設並びに情報管理部の再編を行っ

《インプット情報の記載が困難な理由》 
当法人は、年金積立金の管理及び運用業務のみを行っており、財

務情報等については、業務全般のみを管理している。したがって、

評価項目ごとの財務情報等の記載は不可能。 
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置を実情に即し

て見直すこと。そ

の際、人員の増員

を含む組織体制

の拡大を行う場

合には、経営委員

会の関与の下で、

その必要性等の

精査を十分に行

った上で進める

こと。また、被保

険者の利益のた

めに年金積立金

の管理及び運用

を安定的に行う

ための業務運営

体制を適切に確

保する観点にも

留意しつつ、経費

節減の意識及び

能力・実績を反映

した業績評価等

を適切に行うこ

とにより、効率的

な業務運営体制

を確立すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

他の民間金融機

関等の例も参考

にしつつ、組織編

成及び管理部門

を含む各部門の

人員配置を実情

に即して見直す

とともに、業務運

営の高度化・効率

化のために、先進

技術（ＡＩによる

文書作成支援な

ど）を積極的に活

用する。その際、

人員の増員を含

む組織体制の拡

大を行う場合に

は、経営委員会の

関与の下で、その

必要性等の精査

を十分に行った

上で進める。 

また、被保険者

の利益のために

年金積立金の管

理及び運用を安

定的に行うため

の業務運営体制

を適切に確保す

る観点にも留意

しつつ、経費節減

の意識及び能力・

実績を反映した

業績評価等を適

切に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

配置を各部門の

業務の質量に応

じて見直すとと

もに、先進技術の

活用も含め効率

的かつ効果的に

業務を遂行でき

るような体制の

整備を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

件費及び短期借

入に係る経費を

除く。）の合計に

ついて、令和元年

度を基準として、

高度で専門的な

人材の確保その

他の「独立行政法

人改革等に関す

る 基 本 的 な 方

針」（平成 25年 12

月 24 日閣議決

定。以下「基本的

方針」という。）等

に基づき新規に

追加されるもの

や拡充される分

を除き、毎年度平

均で前年度比１．

２４％以上の効

率化を行ってい

るか。新規に追加

されるものや拡

充される分は翌

年度から１．３

３％以上の効率

化を行っている

か。 

 

 

 

 

 

 

【評価の視点】 

（１）組織編成及

び管理部門を含

めた各部門の人

員配置を実情に

即して見直して

いるか。その際、

人員の増員を含

む組織体制の拡

等の遵守に加え、複雑化する業務運営に対応したコンプライ

アンス業務全般を一元的に担う体制を整備した。（コンプライ

アンスの確保の取組についてはⅠ－５、Ⅳ－1参照） 

 

③ 人事部の新設 

    法人の将来を見据えた人材戦略を着実に推進するために

は、採用・育成・定着を一体的かつ専門的に担う体制の構築が

不可欠である。このため、従来総務部に含まれていた人事機

能を分離し、役割の明確化と専門性の向上を目的として、2026

年 1 月に人事部を新設した。これにより、人事機能の強化を

図るとともに、法人全体の安定的かつ高度な業務運営を支え

る基盤を整備した。新設した人事部においては、採用活動の

高度化及び人材確保の効率化を推進するとともに、体系的な

研修制度の整備により人材育成の強化を図る。併せて、多様

な人材が能力を最大限発揮できる環境整備を進めるなど、組

織の持続的成長と競争力の向上につなげていく。（人材の確

保・育成・定着の取組については 1－７参照） 

 

④ 情報管理部の改組 

    法人全体のデジタル化を戦略的に推進するため、組織体制

及び機能の在り方についてプロジェクトを立ち上げ、多角的

な検討を行った。その結果、従来の外部委託管理を中心とし

た受動的な体制から、法人全体の IT戦略を主体的に企画・推

進する体制への転換が必要であると判断し、2026年 4月に情

報管理部を再編し、「ＩＴ総括課」と「委託管理課」の二課体

制とした。本再編により、デジタル統括責任者のもとにＰＭ

Ｏ機能を集約し、ＩＴ施策の企画から実行、評価に至るまで

を一体的にマネジメントする体制を確立した。また、法人内

システムの全体最適を見据えた統括管理を推進するととも

に、ＩＴ分野における専門知識、ノウハウの内製化を進め、迅

速な意思決定を可能とした。さらに、委託管理機能の強化に

より外部ベンダーの統制を高め、品質及びコストの両面での

適正化を図っている。なお、本体制については、今後の業務状

況や人員配置等を踏まえ、組織機能を段階的に拡充・充足し

ていくこととしている。これらの取組を通じて、ＩＴ投資の

最適化とガバナンスの強化を図るとともに、デジタル基盤の

高度化による業務効率化及び付加価値の向上に資する体制の

確立を目指す。（デジタル化の推進に向けた取組については 1

－８参照） 

 上記の組織体制の見直しとともに、引き続きＲＰＡ（ロボ

ティックプロセスオートメーション）・ＥＵＣ（エンドユーザ

ーコンピューティング）を用いた業務の自動化として、法人

内統制会議を開催し、ユーザーからの開発要望に関するアン

た。  
令和７年９月に新規設置したコンプライアンス室については、初めてコ

ンプライアンス・プログラム（年度計画）を策定するとともに、当該プロ

グラムに基づくコンプライアンス研修を計画的に実施するなど、コンプラ

イアンス・リスク管理の高度化に向けた取組を推進している（Ⅰ－５、Ⅳ

－1 参照）。 
 令和８年１月に新設した人事部については、人材戦略の立案を主導する

とともに、36 名の新規職員採用を行い、研修計画の策定や、より働きやす

い勤務制度の導入等、今後の制度改善に向けた検討・準備を着実に進めて

いる（Ⅰ－７参照）。 
 令和８年４月の再編に向けた準備を進めた情報管理部についても、令和

８年度以降の新システム基盤の運用に合わせ、法人全体の IT を総括し、核

となる専門性の内製化やシステムに関する外部委託先管理を担う体制を整

えた（Ⅰ－８参照）。 
あわせて、経費節減及び契約の適正化についても着実に取り組み、令和

７年度の予算額は、前年度比 1.33％以上の節減を行っているほか、契約の

適正化についても適切に取り組んでいる。 
以上のとおり、第５期中期目標期間の初年度である令和７年度中に、内部

統制機能、人事機能及び情報化推進機能を強化するため、３部室の改組を伴

う組織体制の見直しを実施し、法人の組織運営基盤を一段と強固なものとす

るとともに、持続的かつ効率的な業務運営体制の構築に大いに寄与したもの

と評価できる。 

以上を踏まえ、所期の目標を上回る成果が得られたと判断し、Ａと評価す

る。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜定量的指標＞ 

令和７年度の予算額は、令和６年度を基準として、高度で専門的な人材の

確保その他の「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成 25年 12月

24 日閣議決定。以下「基本的方針」という。）等に基づき新規に追加される

ものや拡充される分を除き、前年度に新規に追加・拡充されたものを含め、

1.33％以上の節減を行っていることから、所期の目標を達成していると考え

る。 
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２．業務運営の効

率化に伴う経費

節減 

中期目標期間

中、一般管理費

（システム関連

経費及び人件費

を除く。）及び業

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．業務運営の効

率化に伴う経費

節減 

中期目標期間

中、一般管理費

（システム関連

経費及び人件費

を除く。）及び業

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）人事評価制

度については、年

金積立金の管理

及び運用を安定

的に行うための

業務運営体制を

適切に確保する

観点から職員の

能力・実績の評価

を適切に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．業務運営の効

率化に伴う経費

節減 

一般管理費（シ

ステム関連経費

及び人件費を除

く。）及び業務経

費（システム関連

大を行う場合に

は、経営委員会の

関与の下で、その

必要性等の精査

を十分に行った

上で進めている

か。 

 

 

（２）業務運営の

高度化・効率化の

ために、先進技術

（ＡＩによる文

書作成支援など）

を積極的に活用

しているか。 

 

（３）経費節減の

意識及び能力・実

績を反映した業

績評価等を適切

に行っているか。

その際、被保険者

の利益のために

年金積立金の管

理及び運用を安

定的に行うため

の業務運営体制

を適切に確保す

る観点にも留意

しているか。 

 

 

 

 

（４）中期目標期

間中、一般管理費

（システム関連

経費及び人件費

を除く。）及び業

務経費（システム

関連経費、管理運

用委託手数料、運

ケート収集、ヒアリング対応、開発計画の策定を行い、事業運

営の高度化・効率化のためＲＰＡ・ＥＵＣの更なる導入を進

めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）職員の能力向上、管理職の能力強化及び職員の勤労意欲の向

上を図ることを目的として、人事評価を実施した。 

   令和７年度において、正規職員の実績評価については令和６

年度下期実績評価（令和６年 10月～令和７年３月）を令和７年

４～５月に実施し、その結果を令和７年６月期の賞与に反映さ

せ、令和７年度上期実績評価（令和７年４月～９月）を令和７年

10～11月に実施し、令和 7年 12月期の賞与に反映させた。 

   正規職員の能力評価（令和 7年 1月～令和 7年 12月）につい

ては、令和８年１月に実施し、令和８年３月にフィードバック

面談を行い、被評価者の結果を通知した。併せて、その結果を令

和８年４月の昇給等へ反映させた。 

   運用専門職員の実績・能力評価（令和６年４月～令和７年３

月）については、令和７年４～５月に実施し、令和７年６月期の

賞与に反映させるとともに、令和７年度に契約更新を迎えた職

員に係る契約更新の可否や契約条件の判断材料に用いた。 

 

 

 

２．業務運営の効率化に伴う経費節減 

（１）中期目標・中期計画に定める経費節減目標を達成するため、一

般管理費（システム関連経費、人件費を除く。）及び業務経費（シ

ステム関連経費、管理運用委託手数料、運用指数利用料、人件費

及び短期借入に係る経費を除く。）の合計について、高度で専門

的な人材の確保をはじめ、運用の高度化・多様化等に対応する

ために令和７年度に新規に追加されるものや拡充される分を除

き、毎年度平均で前年度比 1.33％以上の効率化を行う予算を作

 

【評価の視点】 

（１）運用の高度化・多様化に伴う業務に的確に対応し、持続的な組織運営

を可能とするため、３部室の改組を伴う組織体制の強化を行っており、

年度計画を上回る成果が得られた。 

 

 

 

 

（２）年度計画に定める所期の目標を達成している。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）年度計画に定める所期の目標を達成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）年度計画に定める所期の目標を達成している。 
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務経費（システム

関連経費、管理運

用委託手数料、運

用指数利用料、人

件費及び短期借

入に係る経費を

除く。）の合計に

ついて、令和６年

度を基準として、

高度で専門的な

人材の確保その

他の「独立行政法

人改革等に関す

る 基 本 的 な 方

針」（平成 25 年 12

月 24 日閣議決定。

以下「基本的方

針」という。）等に

基づき新規に追

加されるものや

拡充される分を

除き、毎年度平均

で前年度比 1.33％

以上の効率化を

行うこと。新規に

追加されるもの

や拡充される分

は 翌 年 度 か ら

1.33％以上の効率

化を図ること。 

新規に追加さ

れるものや拡充

される分を含む

経費全般につい

て、予算の適正な

執行及び必要に

応じて適切な見

直しを行うＰＤ

ＣＡサイクルの

取組を強化する

こと。 

人件費につい

ては、政府の方針

務経費（システム

関連経費、管理運

用委託手数料、運

用指数利用料、人

件費及び短期借

入に係る経費を

除く。）の合計に

ついて、令和６年

度を基準として、

高度専門人材の

確保を始め、運用

の高度化・多様化

等に対応するた

めに新規に追加

されるものや拡

充される分を除

き、毎年度平均で

前年度比１．３

３％以上の効率

化を行う。新規に

追加されるもの

や拡充される分

は翌年度から１．

３３％以上の効

率化を行う。 

新規に追加され

るものや拡充さ

れる分を含む経

費全般について、

予算の適正な執

行及び必要に応

じて適切な見直

しを行うＰＤＣ

Ａサイクルの取

組を強化すると

ともに、これらの

取組については、

経営委員会で定

期的に議論し、必

要な場合は見直

す。 

人件費について

は、政府の方針を

経費、管理運用委

託手数料、運用指

数利用料、人件費

及び短期借入に

係 る 経 費 を 除

く。）の合計につ

いて、高度専門人

材の確保をはじ

め、運用の高度

化・多様化等に対

応するために当

年度に新規に追

加されるものや

拡充される分を

除き、前年度と比

べて１．３３％以

上の効率化を行

う。 

 

人件費につい

ては、政府の方針

を踏まえつつ適

切に対応してい

く。その際、高度

専門人材の確保

をはじめ、運用の

高度化・多様化や

リスク管理の強

化等に的確に対

応できるよう、必

要な人員体制を

確保する。 

また、給与水準に

ついては、国家公

務員の給与、金融

機関等の民間企

業の給与、管理運

用法人の業務の

実績及び職員の

職務の特性等を

考慮し、手当を含

め役職員給与に

ついて検証した

用指数利用料、人

件費及び短期借

入に係る経費を

除く。）の合計に

ついて、令和６年

度を基準として、

高度で専門的な

人材の確保その

他の「独立行政法

人改革等に関す

る 基 本 的 な 方

針」（平成 25年 12

月 24 日閣議決

定。以下「基本的

方針」という。）等

に基づき新規に

追加されるもの

や拡充される分

を除き、毎年度平

均で前年度比１．

３３％以上の効

率化を行ってい

るか。新規に追加

されるものや拡

充される分は翌

年度から１．３

３％以上の効率

化を行っている

か。 

 

（５）新規に追加

されるものや拡

充される分を含

む経費全般につ

いて、予算の適正

な執行及び必要

に応じて適切な

見 直 し を 行 う

PDCA サイクルの

取組の強化を行

っているか。ま

た、これらの取組

について、経営委

成した。執行に当たっては、適切な予算管理を行うとともに、調

達手続において一般競争入札や企画競争･公募等を実施し、経費

節減に努めた。また、予算の適正な執行及び必要に応じて適切

な見直しを行うため、経営委員会において予算執行状況の報告

及び議論を行い、当該執行状況を踏まえた次年度予算案を策定

するなどＰＤＣＡサイクルの取組を行った。 

「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成 25年 12

月 24 日閣議決定。以下「基本的方針」という。）において、法

人の効果的かつ効率的な業務運営のため、法人間における業務

実施の連携を強化し、共同調達や間接業務の共同実施を進める

こととされている。共同調達や間接業務の共同実施については

現時点では行っていないが、備品及び消耗品の一般競争入札に

よる調達を徹底するなどの取組を通じ、全体の業務の効率化・

最適化を図っており、他法人の実施状況も参考にしながら、今

後も引き続き、業務の効率化・最適化に取り組んでいく。 

 

 

（単位：百万円） 

（注１）令和７年度の節減対象経費（一般管理費及び業務経費）は、

中期計画を踏まえた節減額（前年度の基準額に対し 1.33％の

効率化を行うことにより見込まれる額）を控除した額であり、

また、基本的方針等に基づき新規に追加されるものや拡充さ

れる経費を含む額である。なお、新規に追加されるものや拡

充される経費は、翌年度から 1.33％の効率化を行う。 

（注２）単位未満四捨五入のため、合計が一致しない場合がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和６年度 
基準年度 

令和７年度 

節減対象経費 

（一般管理費及び業務経費) 
7,961 7,107 

中期計画を踏まえた節減額 65 106 

執行額 4,285 3,880 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）年度計画に定める所期の目標を達成している。 
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を踏まえつつ適

切に対応してい

くこと。その際、

高度で専門的な

人材の確保その

他の基本的方針

に基づく施策の

実施に的確に対

応できるよう、必

要な人員体制を

確保すること。 

また、給与水準

については、国家

公務員の給与、金

融機関等の民間

企業の給与、法人

の業務の実績及

び職員の職務の

特性等を考慮し、

手当を含め役職

員給与について

検証した上で、必

要な人材の確保

等を図る観点に

も留意しつつ、そ

の適正化に取り

組むとともに、そ

の検証結果や取

組状況を公表す

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

踏まえつつ適切

に対応していく。

その際、高度専門

人材の確保を始

め、運用の高度

化・多様化やリス

ク管理の強化等

に的確に対応で

きるよう、必要な

人員体制を確保

する。 

また、給与水準に

ついては、国家公

務員の給与、金融

機関等の民間企

業の給与、管理運

用法人の業務の

実績及び職員の

職務の特性等を

考慮し、手当を含

め役職員給与に

ついて検証した

上で、必要な人材

の確保等を図る

観点にも留意し

つつ、その適正化

に取り組むとと

もに、その検証結

果や取組状況を

公表する。その

際、高度専門人材

の報酬水準につ

いては、第１の８

により対応する。 

なお、管理運用委

託手数料につい

ては、実績連動報

酬制度による運

用実績に応じた

手数料の増減や

各資産別の運用

資産額の増減等、

収益との対比や

上で、必要な人材

の確保等を図る

観点にも留意し

つつ、その適正化

に取り組むとと

もに、その検証結

果や取組状況を

公表する。その

際、高度専門人材

の報酬水準につ

いては、第１の８

により対応する。 

 

 

 

なお、管理運用委

託手数料につい

ては、実績連動報

酬制度による運

用実績に応じた

手数料の増減や

各資産別の運用

資産額の増減、付

加価値（スチュワ

ードシップ活動

を含む。）等も考

慮に入れつつ、収

益との対比や要

因分解等を行い、

効率的かつ合理

的な水準となる

よう努める。な

お、その際、ツー

ルの導入による

手数料計算の自

動化を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

員会で定期的に

議論し、必要な場

合は見直しを行

っているか。 

 

（６）人件費につ

いて、政府の方針

を踏まえつつ適

切に対応してい

るか。その際、高

度で専門的な人

材の確保その他

の基本的方針に

基づく施策の実

施に的確に対応

できるよう、必要

な人員体制を確

保しているか。 

 

（７）給与水準に

ついて、国家公務

員の給与、金融機

関等の民間企業

の給与、法人の業

務の実績及び職

員の職務の特性

等を考慮し、手当

を含め役職員給

与について検証

した上で、必要な

人材の確保等を

図る観点にも留

意しつつ、その適

正化に取り組む

とともに、その検

証結果や取組状

況を公表してい

るか。 

 

（８）管理運用委

託手数料につい

て、実績連動報酬

制度による運用

 

 

 

 

 

（２）人件費については、人事院勧告に基づく国家公務員の給与改

定に関する法律が成立したことを踏まえ、国家公務員に準じて、

令和８年１月に役職員の給与の改正を行った。 

また、運用の高度化・多様化等に的確に対応できるよう、必要

な人材の確保に取り組み、運用専門職員 20 名と正規職員 16 名

を採用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）対国家公務員指数（年齢・地域・学歴勘案）は、令和７年度で

139.5 と国を上回っているが、民間資産運用業界の実態を踏ま

えた「市場水準」との比較を用いた検証を行い、その結果を公表

した。 

 

（４）高度で専門的な人材の報酬水準については、「役職員の報酬・

給与等について」において、民間調査会社の調査結果に基づい

た民間資産運用業界の市場水準を用いて支給水準の設定等の考

え方を公表した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）管理運用委託手数料は、外国株式のアクティブファンドが超

過収益を獲得したことから、前年度比１９８億円の増加となっ

た。 

 

 

 

 

 

 

（６）年度計画に定める所期の目標を達成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）年度計画に定める所期の目標を達成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）年度計画に定める所期の目標を達成している。 
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３．契約の適正化 
公正かつ透明な

調達手続による、

適切で迅速かつ

効果的な調達を

実現する観点か

ら、「独立行政法

人における調達

等合理化の取組

の 推 進 に つ い

て」（平成 27 年
５月  25 日総務

大臣決定）により

法人が策定した

「調達等合理化

計画」に基づく取

組を着実に実施

すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

要因分解等を行

い、効率的かつ合

理的な水準とな

るよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．契約の適正化 

公正かつ透明な

調達手続による

適切で、迅速かつ

効果的な調達を

実現する観点か

ら、「独立行政法

人における調達

等合理化の取組

の 推 進 に つ い

て」（平成２７年

５月２５日総務

大臣決定）により

管理運用法人が

策定した「調達等

合理化計画」に基

づく取組を着実

に実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．契約の適正化 

公正かつ透明

な調達手続によ

る適切で、迅速か

つ効果的な調達

を実現する観点

から、「独立行政

法人における調

達等合理化の取

組の推進につい

て」（平成２７年

５月２５日総務

大臣決定）により

管理運用法人が

策定した「調達等

合理化計画」に基

づく取組を着実

に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実績に応じた手

数料の増減や各

資産別の運用資

産額の増減等、収

益との対比や要

因分解等を行い、

効率的かつ合理

的な水準となる

よう努めている

か。 

 

 

 

（９）法人が策定

した「調達等合理

化計画」に基づく

取組を着実に実

施しているか。 

（以下は調達等

合理化計画にお

ける評価指標） 

・一般競争入札、

企画競争等の競

争性のある調達

を可能な限り採

用し、企画競争等

の契約において

は、見積書を徴取

して見積価格の

根拠等を精査し、

適正な仕様及び

価格での契約締

結を行ったか。 

・随意契約の締

結については、会

計規程における

「随意契約によ

ることができる

事由」に該当して

いる明確な理由

の確認を徹底し、

公正性、透明性を

確保しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．契約の適正化 

（１）調達の実施状況 

   公正性・透明性を確保しつつ、自律的かつ継続的に調達等の

合理化に取り組み、真にやむを得ない随意契約を除き、一般競

争入札等（一般競争入札（最低価格落札方式及び総合評価落札

方式）、企画競争及び公募）による調達を実施した。 

 

【契約の実績】 

（単位：件、億円） 

  令和６年度 令和７年度 比較増△減 

  件数 金額 件数 金額 件数 金額 

競争入札

等 

(6.1%) 

25 

(1.5%) 

7.6 

(5.5%) 

23 

(13.1%) 

135.4 

(△8.0%) 

△2 

(1686.4%) 

127.8 

企画競

争・公募 

(18.6%) 

76 

(26.7%) 

131.0 

(14.6%) 

61 

(33.1%) 

340.8 

(△19.7%) 

△15 

(160.2%) 

209.8 

競争性の 

ある契約 

(小計) 

(24.8%) 

101 

(28.3%) 

138.5 

(20.0%) 

84 

(46.2%) 

476.2 

(△16.8%) 

△17 

(243.7%) 

337.6 

競争性の

ない随意

契約 

(75.2%) 

307 

(71.7%) 

351.0 

(80.0%) 

335 

(53.8%) 

553.9 

(9.1%) 

28 

(57.8%) 

202.9 

合計 
(100.0%) 

408 

(100.0%) 

489.6 

(100.0%) 

419 

(100.0%) 

1,030.0 

(2.7%) 

11 

(110.4%) 

540.5 

（注１）計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致

しない場合がある。 

（注２）比較増△減の（ ）書きは、令和７年度の対令和６年度伸率

である。 

（注３）「競争入札等」には、特例による随意契約を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）調達等合理化計画において定めた「重点的に取り組む分野」及び「調

達に関するガバナンスの徹底」に係る取組実績が、それぞれの評価指標

に照らしてなされており、年度計画に定める所期の計画を達成してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



84 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・環境物品等の

調達の推進を図

るための方針に

配慮した調達を

図ったか。 

・適切で、迅速か

つ効果的な調達

の実現を主体的

かつ不断に検討

しているか。 

・契約審査会に

おいて、新たに随

意契約を締結す

ることとなる案

件を審議したか。 

・運用受託機関

等との契約案件

については、投資

委員会において

審議及び議決を

行うとともに、経

営委員会が重要

事項と判断する

事項について経

営委員会の審議

を経て議決を行

うなど適切な監

督がなされたか。 

・会計規程等の

遵守の徹底につ

いて、調達に関す

る職員に関わる

職員を対象とし

た研修を年１回

以上実施したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【一者応札・応募状況】 

                  （単位：件、億円） 

 令和６年度 令和７年度 比較増△減 

２者

以上 

件数 74 92.5% 73 92.4% 
(△1.4%) 

△1 

金額 136.7 98.7% 439.4 92.3% 
(221.5%) 

302.7 

１者

以下 

件数 6 7.5% 6 7.6% 
(0%) 

0 

金額 1.9 1.3% 36.8 7.7% 
(1879.9%) 

34.9 

合計 

件数 80 100.0% 79 100.0% 
(△1.3%) 

△1 

金額 138.5 100.0% 476.2 100.0% 
(243.7%) 

337.6 

（注１）計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致

しない場合がある。 

（注２）合計欄は、競争契約（一般競争、企画競争、公募）を行った

計数である。 

（注３）比較増△減の（ ）書きは、令和７年度の対令和６年度伸率

である。 

（注４）１案件で複数者と契約しているものについては、調達件数

を１件とカウントしていることから契約の実績の契約件数

とは異なる。 

（２）重点的に取り組む分野 

調達等合理化計画において重点的に取り組むこととした下

記分野について、次のとおりそれぞれの状況に即した調達の改

善及び事務処理の効率化に努めた。 

① 競争契約による調達 

基本的に競争性のある調達を採用し、企画競争等は「契約

事務マニュアル」に基づき、事務手続部署において見積書を

徴取して見積価格の根拠等を精査したうえで、契約審査会で

調達仕様書が適正であるか、概算所要額（見積）の根拠及び価

格の妥当性の確認等を行った。 

また、従前、企画競争により調達を行った案件で、再度調達

する際には、一般競争による調達の可否を検討し、可能な案

件については、一般競争による調達を行った。 

 

（再掲）                 （単位：件、億円） 

  

  

令和６年度 令和７年度 比較増△減額 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

競争性の 

ある契約 

(24.8%) (28.3%) (20.0%) (46.2%) (△16.8%) (243.7%) 

101 138.5 84 476.2 △17 337.6 

（注１）計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一

致しない場合がある。 

（注２）比較増△減の（ ）書きは、令和７年度の対令和６年度伸

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈課題と対応〉 

 高度化・複雑化した業務に対応し得る持続的かつ効率的な業務運営体制

の構築 
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率である。 

（注３）特例による随意契約を含む。 

 

③  随意契約による調達 

契約審査会を開催し会計規程における「随意契約によるこ

とができる事由」に該当しているかの妥当性等の審議をした。

また、ホームページにおいて随意契約によらざるを得ない理

由を公表しており、公正性、透明性の確保に努めた。 

 

（再掲）                 （単位：件、億円） 

  

  

令和６年度 令和７年度 比較増△減額 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

競争性の

ない随意

契約 

(75.2%) (71.7%) (80.0%) (53.8%) (9.1%) (57.8%) 

307 351.0 335 553.9 28 202.9 

（注１）計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一

致しない場合がある。 

（注２）比較増△減の（ ）書きは、令和７年度の対令和６年度伸

率である。 

 

③ 環境物品等の調達 

環境物品の選択に当たっては、エコマークの認定を受けて

いる製品又はこれと同等のものを調達するよう努めた。特に、

令和７年度においては、共通業務基盤導入に係る調達に際し

て、納品物についてはグリーン購入法に基づく環境物品等の

調達の推進に関する基本方針に定める判断の基準を満たすこ

とを仕様書に記載し、環境への負担の少ない物品等の調達に

努めた結果、PC・ディスプレイ・プリンター及び複合機につい

てグリーン購入法の適合製品を調達した。 

 

④ 適切で、迅速かつ効果的な調達の推進 

    令和７年度においては、企画競争における契約候補者と契

約に至らない場合に備え、契約候補者の選定から次順位の者

との契約交渉プロセスを明確化し、契約締結に至るまでの交

渉の長期化を防止するよう努めることで、適切で、迅速かつ

効果的な調達事務を推進した。 

    また、「予算決算及び会計令」の改正に基づく会計規程施行

細則等を改正することで、少額随意契約の基準額引き上げ等

を行い、契約事務マニュアルへの記載及び調達課から各部署

への周知を通じて、適切で、迅速かつ効果的な調達事務を推

進した。 

 

（３）調達に関するガバナンスの徹底 

① 随意契約に関する内部統制の確立 
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随意契約について、契約審査会において会計規程における

「随意契約によることができる事由」に該当しているかを確

認し、真にやむを得ないものに限定されていることの審議を

した。また、契約審査会には監査委員も出席し、その意見を聴

取した。なお、「緊急やむを得ない場合」であることを理由に、

契約審査会の事前審議を経ずに随意契約を締結した事例は無

かった。 

伝統的な投資資産に係る運用受託機関等の選定及び評価、

運用ファンドの資金配分及び回収等にあたっては、常勤監査

委員が出席する投資委員会において審議を行い決定した。ま

た、運用受託機関の新規選定先・解約先については、令和 7年

9 月 26 日及び令和 8 年 2 月 26 日の経営委員会で執行部より

報告を行った。 

オルタナティブ資産に係る運用受託機関等の選定・評価、

運用ファンドの資金配分及び回収等にあたっては、常勤監査

委員が出席する投資委員会において、審議を行い決定した。

加えて、自家運用 LPS の選定にマネジャー・エントリー制度

を導入した選定プロセスの検討を投資委員会において、審議

を行い決定し、対象期間内に運用を開始した。 

また、執行部より LPS 投資の検討にあたっての事前報告を

令和 7 年 4月 21日、5 月 19 日、9月 26日及び令和 8 年 2月

26 日の経営委員会で、LPS の新規選定先の事後報告を令和 7

年 9月 26日及び令和 8年 2月 26日の経営委員会で行った。 

 

② 不祥事発生の未然防止・再発防止のための取組 

令和 7 年度は、前年度に見直し・検討を行った調達におけ

るコンプライアンス研修をさらに見直し、全役職員（非常勤

の経営委員を除き、非常勤の監査委員は任意参加とする。派

遣職員及び臨時職員を含む。） を対象とした調達に関する基

本的な事項や規定等のルールについての集合研修を、経理部

調達課職員が講師となって令和 7年 11月 21日に実施した（受

講者数 259名、参加率 100％）。 

具体的な研修内容は、①公共調達とは何かの把握、②会計

規程等の遵守の徹底、関連規程等の確認、③GPIFにおける調

達・契約事務の大切さの再確認、④調達業務、調達方法、調達

手続きの理解等とし、法人全体として調達事務を適正に進め

るための遵守事項を確認し、不祥事の未然防止に組織として

対処するように努めた。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ―１ 財務内容の改善に関する事項 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度   ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

一般管理費（シ

ステム関連経費

及び人件費を除

く。）及び業務

経費（システム

関連経費、管理

運用委託手数

料、運用指数利

用料、人件費及

び短期借入に係

る経費を除

く。）の合計額

（千円）（ア） 

財務内容の改

善 

7,960,804 7,107,215      予算額（千円） 
－ 

－ － － － 

中期計画を踏まえ

た節減額（千円）

（イ） 

― ― 105,879 
 

     決算額（千円） 
－ － － － － 

達成度 ― ― 100％      経常費用（千円） － － － － － 
（参考）執行額

（千円） 
― ― 3,879,667      経常利益（千円） 

－ － － － － 

         行政サービス実

施コスト（千円） 
－ － － － － 

         従事人員数 － － － － － 
注）達成度は、各年度の中期計画による節減額（イ）を前年度の（ア）で除した数値が、目標となる 1.33％に対してどれだけ達成しているかを示している。 注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 
 第５ 財務内容

の改善に関する

事項 

 

第４で定めた事

項に配慮した中

期計画の予算を

作成し、当該予

算による運営を

行うこと。 

第３ 財務内容

の改善に関する

事項 

 

「第２ 業務運

営の効率化に関

する目標を達成

するためとるべ

き措置」で定め

た事項に配慮し

第３ 財務内容

の改善に関する

事項 
 

「第２ 業務運

営の効率化に関

する目標を達成

するためとるべ

き措置」で定め

た事項に配慮し

＜評価の視点＞ 

（１）中期計画「第

２ 業務運営の効

率化に関する目標

を達成するためと

るべき措置」で定

めた事項に配慮し

た予算を作成し、

当該予算による適

正かつ効率的な運

第３ 財務内容の改善に関する事項 

中期目標・中期計画に定める経費節減目標を達成するため、令和７

年度において、令和６年度と比較して、一般管理費及び業務経費につ

いては 1.33％を節減した予算（人件費、システム関連経費、管理運用

委託手数料、短期借入に係る経費、運用指数利用料及び高度で専門的

な人材の確保をはじめ運用の高度化・多様化等に対応するために令和

７年度に新規に追加されるものや拡充される分を除く。）を作成した。 

令和７年度の執行に当たっては、「業務運営の効率化に関する目標

を達成するためとるべき措置」を考慮した上で業務の効率化等による

節約を可能とするため、調達手続において一般競争入札や企画競争･

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 

予算の作成、当該予算による適正かつ効率的な運営を行うこととされてい

るのに対し、目標に沿った予算を作成し、適正かつ効率的な運用を行ってい

ることから、所期の目標を達成していると判断し、Ｂと評価する。 

 
 
 
 
 

《インプット情報の記載が困難な理由》 
当法人は、年金積立金の管理及び運用業務のみを行っており、財

務情報等については、業務全般のみを管理している。したがって、

評価項目ごとの財務情報等の記載は不可能。 
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た中期計画の予

算を作成し、当

該予算による適

正かつ効率的な

運営を行う。 

 

 

 

第４ 予算、収

支計画及び資金

計画 

１．予算 

別表１のとおり 

２．収支計画 

別表２のとおり 

３．資金計画 

別表３のとおり 

 

第５ 短期借入

金の限度額 

    

１．短期借入金

の限度額 

４０，０００

億円 

２．想定される

理由 

予見し難い事

由による一時的

な資金不足等に

対応するため。 

 

第６ 不要財産

又は不要財産と

なることが見込

まれる財産があ

る場合には、当

該財産の処分に

関する計画 

なし 

 

第７ 第６の財

産以外の重要な

た 予算を作成

し、当該予算に

よる適正かつ効

率的な運営を行

う。 
 
 
 
第４ 予算、収

支計画及び資金

計画 
１．予算 
別表１のとおり 
２．収支計画        
別表２のとおり 
３．資金計画 
別表３のとおり 
 
第５ 短期借入

金の限度額 
 
１．短期借入金

の限度額 
 ４０，０００

億円 
２．想定される

理由 
予見し難い事由

による一時的な

資金不足等に対

応するため。 
 
第６ 不要財産

又は不要財産と

なることが見込

まれる財産があ

る場合には、当

該財産の処分に

関する計画 
なし 
 
第７ 第６の財

産以外の重要な

営を行っている

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公募等を実施し、経費節減に努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

第４ 予算、収支計画及び資金計画 

予算執行については、業務の進行状況及び予算執行状況を把握し、

適宜見直しを行った。 

予算、収支計画及び資金計画の実績は、決算報告書及び財務諸表の

とおりである。 

 

 

 

 

第５ 短期借入金の限度額 

予見し難い事由による一時的な資金不足等が見込まれる場合には、

短期借入を実施し、必要な資金を確保する体制は整備されているが、

短期借入が必要となるような事態は生じなかった。現行の銀行借入ス

キームに加えてインハウス国内債券ファンドにて資産管理機関が実

施している債券現先取引を活用した資金調達ができる体制を整えた。 

 

 

 

第６ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合

には、当該財産の処分に関する計画 

なし 

 

 

 

 

 

第７ 第６の財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとす

るときは、その計画 

なし 

 

 

 

 

第８ 剰余金の使途 

なし 

 
 
 

 

 

 

 

 

【評価の視点】 

（１）目標に沿った予算を作成し、適正かつ効率的な運用を行っており、年

度計画に定める所期の目標を達成している。 

 

 

 

 

 

 

〈課題と対応〉 

 特になし 
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財産を譲渡し、

又は担保に供し

ようとするとき

は、その計画 

なし 

 

第８ 剰余金の

使途 

なし 

財産を譲渡し、

又は担保に供し

ようとするとき

は、その計画 
なし 
 
第８ 剰余金の

使途 
なし 

 



90 
 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ―１ その他業務運営に関する重要事項 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標期間最

終年度値等） 

７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度   ７年度 ８年度 ９年度 10 年度 11 年度 

調査研究等で得ら

れた知見の件数 
被保険者の利益

に資する調査・研

究で得られたノ

ウハウの蓄積 

３件 3 件      予算額（千円） － 
－ － － － 

コンプライアンス

集合研修の実施回

数 

コンプライアン

スの遵守 
2 回 4 回 

 
     決算額（千円） 

－ － － － － 

法人全体のリスク

評価に基づく監査

計画の策定および

報告実施件数 

内部統制の一層

の強化に向けた

内部監査の強化 

年 1 回以上 2 回      経常費用（千円） 
－ － － － － 

経営委員会及び監

査委員会の開催回

数 

ガバナンス改革

の趣旨に沿った

組織体制の確立・

定着 

28 回（経営委員会 13
回、監査委員会 15

回） 

28 回（経営委

員会 14 回、監

査委員会 14

回） 

     経常利益（千円） 

－ － － － － 

経営委員会の判断

事例の蓄積を活用

して、経営委員会

の議決事項の整理

及び規程化を実施

した回数 

ガバナンス改革

の趣旨に沿った

組織体制の確立・

定着 

1 回 新たな議決

事項につい

ては、該当

がなかった 

     行政サービス実

施コスト（千円） 
－ － － － － 

         従事人員数 － － － － － 
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 

業務実績 自己評価 
 第６ その他業

務運営に関する

重要事項 

 

 
１．調査研究 
（１）調査研究

業務の充実 
法では、年金

積立金の管理及

第９ その他主

務省令で定める

業務運営に関す

る事項 

 

１．調査研究 

将来にわたって

年金積立金の管

理及び運用を安

全かつ効率的に

第９ その他主

務省令で定める

業務運営に関す

る事項 

 

１．調査研究 

（１）将来にわ

たって年金積立

金の管理及び運

用を安全かつ効

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第９ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

 

 

 

 

１．調査研究 

（１）将来にわたって年金積立金の管理及び運用を安全かつ効率的に行う観

点から、長期的な視野で取り組む基礎的な研究を含む多種多様な調査研

究として、以下①～②を実施した。 

 

＜評定と根拠＞ 
評定： Ｂ 

 

本項目については、調査研究体制の整備、内部統制・コンプライアン

スの強化、経営委員会・監査委員会等によるガバナンス機能の充実を通

じて、国民から信頼される組織体制の確立を図ることが主な目標とし

て設定されている。 

調査研究によって得られたノウハウの蓄積及び法人内での人材育成

を通じた調査研究体制の整備に向け、大学やシンクタンク等の外部リ

ソースの活用、国内外のアセットオーナーとの意見交換等を通じて知

《インプット情報の記載が困難な理由》 
当法人は、年金積立金の管理及び運用業務のみを行っており、財

務情報等については、業務全般のみを管理している。したがって、

評価項目ごとの財務情報等の記載は不可能。 
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び運用に係る調

査研究業務は、

付随業務として

位置付けられて

おり、「専ら被保

険者の利益のた

め」という年金

積立金運用の目

的に即して調査

研究業務を行う

こと。 
高度で専門的

な人材を活用し

た法人内部での

調査研究を拡充

できるような体

制の整備を図

り、調査研究に

よって得られた

ノウハウを蓄積

し、将来にわた

って年金積立金

の管理及び運用

を安全かつ効率

的に実施してい

くこと。 
費用対効果の検

証を含め、調査

研究業務の法律

上の位置付け及

び目的を十分に

踏まえた研究テ

ーマの設定、研

究成果の評価、

業務への活用等

に係るＰＤＣＡ

サイクルの取組

を強化するこ

と。 
（２）調査研究

業務に関する情

報管理 
具体的な運用

行う観点から、

大学やシンクタ

ンク等を始めと

した管理運用法

人外部のリソー

ス及び国内外の

アセットオーナ

ーとの情報交換

の機会も活用し

つつ、「専ら被保

険者の利益のた

め」という目的

に即した調査研

究 等に取 り組

む。その際、調査

研究等で得られ

たノウハウの管

理運用法人内で

の蓄積及び管理

運用法人内での

人材育成を通じ

た調査研究の体

制整備の一層の

推進に留意する

とともに、管理

運用法人外部の

リソースを活用

した調査研究を

実施する場合に

は、情報漏えい

対策等を徹底す

る 

さらに、経営委

員会の適切な関

与の下、調査研

究のテーマの設

定、研究成果の

達 成目標 の設

定、評価、業務へ

の活用等の調査

研究業務に係る

ＰＤＣＡサイク

ルの取組を強化

率的に行う観点

から、長期的な

視野で取り組む

基礎的な研究を

含む多種多様な

調査研究のテー

マを設定する方

針の下で、適切

なテーマを選定

して調査研究に

取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）調査研究

に係る計画の立

案、進捗の管理、

結果の評価、経

営委員会への報

告及びホームペ

ージでの公表等

ＰＤＣＡサイク

ルの取組を強化

し、調査研究の

費用対効果を検

証する。 

 

 

（３）大学やシ

ンクタンク等の

管理運用法人外

部のリソースを

活用して調査研

究 を行う際に

は、得られた結

果を管理運用法

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜評価の視点＞ 
（１）「専ら被保険

者の利益のため」

という年金積立金

運用の目的に則し

て調査研究業務を

行っているか。 

① インパクト投資に関する調査研究 

   市場平均収益率を確保しながら、被保険者の利益のために長期的な収益

確保を図る観点から、投資先企業の持続的な成長可能性等を評価する際の

非財務的要素の一つとして、投資先企業の事業内容がもたらす社会・環境的

効果（インパクト）を考慮して投資を行うことについて検討を行っている。

まずはインパクトを考慮した投資の実態把握のために、インパクト投資や

それに関連する概念等、インパクト投資等に関する市場や業界団体の動向、

インパクト投資等に関する諸外国の政策・規制等の動向、諸外国におけるイ

ンパクトファンドの事例、諸外国の年金基金におけるインパクト投資等へ

の取組事例について文献調査や年金基金へのインタビュー調査を実施し

た。本調査研究結果を踏まえつつ、サステナビリティ投資方針に沿って、当

法人が行うインパクトを考慮した投資の意義や定義、また具体的な取組内

容・進め方について検討を行う。 

 

② 政策ベンチマークに関する調査研究 

現行の基本ポートフォリオ策定にあたり、伝統資産（国内債券、国内株式、

外国債券、外国株式）の政策ベンチマークを設定した。政策ベンチマークは

市場を反映した構成であること、投資可能な有価証券により構成されてい

ること、その指標の詳細が開示されていること等を勘案して設定したが、伝

統資産についてはこのほかにも政策ベンチマークの候補となり得る様々な

指数が多数存在している。また、オルタナティブ資産（インフラストラクチ

ャー、プライベート・エクイティ、不動産）については現行の基本ポートフ

ォリオ上は独立した資産としては位置づけず、政策ベンチマークを設定し

ていない。このような背景を踏まえ、伝統資産とオルタナティブ資産につい

て、幅広く指数（ベンチマーク）に関する情報提供依頼を行い、提供された

多数の情報を踏まえ、大規模なアセットオーナー等が設定しているベンチ

マーク、ベンチマークの設定において考慮すべき事項、大規模なアセットオ

ーナー等におけるベンチマーク変更の事例、ベンチマークの変更に係る取

引コスト等を整理した。さらに、令和７年度は外国債券について国債と社債

のリターンの比較等に関する学術論文の調査を行い、基礎的な知見を深め

た。今後はその他の資産についても更なる調査を実施する。 

 

 

 

 

 

 

（２）令和８年度の調査研究テーマの選定において、「専ら被保険者の利益の

ためという目的」と「研究成果の達成目標」を明確化し、研究テーマと中

期計画等に定める「目的」との整合性を開始前に確認した。また、調査研

究の事後においては、事前に掲げた「目標」を判断基準に評価を行うとい

うＰＤＣＡサイクルの取組を継続した。特にＰＤＣＡサイクルのうちの

Ａの観点で、以下の活用が見られる。 

見の蓄積を図るとともに、高度専門人材を活用した法人内部での調査

研究体制の拡充を図った。 

また、内部統制上の課題を把握しつつ、法令等の遵守の確保等を的確

に実施するため、内部統制体制及びコンプライアンスの一層の充実・強

化に取り組んだ。具体的には、コンプライアンス機能の強化を目的とし

て、法務室内のコンプライアンスチームを独立したコンプライアンス

室として改組するとともに、コンプライアンス・プログラムを策定し、

当該プログラムに沿った取組を進めることで、コンプライアンス機能

の強化を図った。 

さらに、経営委員会、監査委員会及び理事長等については、それぞれ

意思決定・監督、監査等及び執行の役割を適切に分担するとともに、相

互に密接な連携を図ることにより、自律的なＰＤＣＡサイクルを機能

させ、国民から一層信頼される組織体制の確立に努めた。 

加えて、監査委員会が監査等のために実施した活動の状況等を四半

期ごと及び随時に経営委員会へ報告することにより、情報共有の迅速

化を図り、ガバナンス強化の実効性向上に取り組んだ。 

以上のとおり、調査研究体制の整備、コンプライアンス機能の強化及

びガバナンス体制の適切な運営に着実に取り組んでおり、所期の目標

を達成していると判断し、Ｂと評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【評価の視点】 
（１）年度計画に定める目標を達成している。 
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手法に結びつく

調査研究業務に

ついて、共同又

は委託により実

施する場合に

は、契約におい

て守秘義務を課

している現状の

取扱いに加え

て、法人が自ら

共同研究者又は

委託研究機関の

守秘義務の遵守

状況を検証する

仕組みを構築す

ること等によ

り、情報漏えい

対策を徹底する

こと。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

する。その際、長

期的な視野で取

り組む基礎的な

研究を含む多種

多様な調査研究

のテーマを設定

するよう努める

とともに、調査

研究に関する費

用対効果の適切

な 検証に 努め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人内部で蓄積す

るとともに、管

理運用法人業務

に有効活用する

ため、人材の採

用や育成等を通

じた体制の整備

を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）調査研究に

よって得られたノ

ウハウの蓄積及び

法人内での人材育

成を通じた調査研

究の体制整備の一

層の推進を行って

いるか。 

 

（３）費用対効果

の検証を含め、調

査研究業務の法律

上の位置付け及び

目的を十分に踏ま

えた研究テーマの

設定、研究成果の

評価、業務への活

用等に係る PDCA

サイクルの取組を

強化しているか。

その際、経営委員

会の適切な関与の

下で行っている

か。 

 

 

（４）具体的に運

用手法に結びつく

調査研究業務につ

いて、共同又は委

託により実施する

場合には、法人が

自ら共同研究者又

は委託研究機関の

守秘義務の遵守状

況を検証する仕組

みを構築すること

等により、情報漏

えい対策を徹底し

ているか。 

 

 

 インパクト投資に関する調査研究では、サステナビリティ投資方針

に沿って、対象資産や投資手法等について検討を行う際の参考情報

として活用している。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）委託調査研究を行う際には、担当部署の職員が委託先と頻繁に意見交換

を行ったり委託先が法人職員を対象とした報告会を２度開催したりする

などして、得られた結果を管理運用法人内部で蓄積した。また、特定の有

識者によって学術的に既に明らかとなっている知見で、管理運用法人業

務に活用することが望ましいものについて、当該有識者から指導を受け

ながら調査研究を実施することで人材の育成を通じた体制の整備を図っ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）年度計画に定める目標を達成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）年度計画に定める目標を達成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）年度計画に定める目標を達成している。 
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（４）管理運用

法人外部のリソ

ースを活用して

管理運用法人の

業務上の機密情

報を提供する必

要のある調査研

究を実施する場

合には、選定候

補先に対して情

報セキュリティ

ベンチマークに

よる自己診断等

を求め、その結

果を選定におけ

る評価の要素と

する。 

また、選定先

と守秘義務契約

を締結するとと

もに、選定先の

自己診断等の結

果を情報セキュ

リティ委員会及

び内部統制委員

会において確認

する。 

 

 

（５）年金運用

に関連する分野

で優れた功績を

あげつつある若

手研究者を表彰

し、その功績と

社会的意義を広

く情報発信する

とともに、優秀

な研究者の活動

を振興すること

を 目的とする

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

（４）管理運用法人外部のリソースを活用して管理運用法人の業務上の機密

情報を提供する必要のある調査研究を実施する場合には、選定候補先に

対して情報セキュリティベンチマークによる自己診断等を求め、その結

果を選定における評価の要素とする体制を整えているが、令和 7 年度に

は当該対応を必要とする調査研究を実施しなかった。なお、特定の有識者

によって学術的に既に明らかとなっている知見で、管理運用法人業務に

活用することが望ましいものについて、当該有識者から指導を受けなが

ら調査研究を実施する場合には、当該指導に関する契約書で秘密保持や

知的財産権について適切な取り決めを行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）運用手法の高度化や金融商品の多様化が進む中で、年金積立金を安全か

つ効率的に運用していくためには、年金運用に関して、実務的側面だけで

なく理論的側面の充実が求められている。今後、学術研究態勢の強化が継

続性を持って進むような環境づくりが不可欠との考えに立ち、年金運用

の分野で優れた功績をあげつつある若手研究者を表彰し、その功績と社

会的意義を広く情報発信するとともに、優秀な研究者の活動を振興する

ことを目的とした GPIF Finance Awardsを実施している。 

令和７年度には、過去６回における GPIF Finance Awardsの受賞者同

士の交流および受賞者によるさらなる知見の共有を目的とした勉強会を

実施し、４名の受賞者が参加した。 

また、将来的に年金積立金の運用に関する研究に携わる研究者の裾野

を広げていくために、全国の大学・大学院に在籍する学生を対象とした
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「GPIF Finance 

Awards」につい

て、適時適切に

実施する。 

また、将来的

に年金積立金の

運用に関する研

究に携わる研究

者の裾野を広げ

ていくために、

全国の大学・大

学院に在籍する

学生を対象とし

た 「 GPIF 

Finance Awards 

for Students」

を適時適切に実

施する。 

 

 

 

 

 

（６）年金積立

金の管理及び運

用並びに基本ポ

ートフォリオの

策定等に関連す

る幅広い情報に

ついて、管理運

用法人外部のセ

ミナーや研修へ

の参加等を通じ

た情報収集、国

内外のアセット

オーナーとの情

報交換を積極的

に行う。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

GPIF Finance Awards for Students 2025-2026を実施し、２名の学生を

表彰した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）国内外で開催される管理運用法人外部のセミナーや研修への参加等を

通じた情報収集、国内外アセットオーナーとの情報交換を積極的に行っ

た。具体的には、年金基金の国際的な団体である PPI（Pacific Pension 

& Investment Institute）の総会などに参加することで、基本ポートフォ

リオの策定等にかかる最新情報等の収集及び人的ネットワークの拡充に

努めた。 
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２．内部統制の

一層の強化に向

けた体制強化 
法人は、経営

委員会が作成し

た「内部統制の

基本方針」等に

基づき、引き続

き、内部統制等

の体制のより一

層の強化を図る

こと。また、「「独

立行政法人の業

務の適正を確保

するための体制

等の整備」につ

いて」（平成26年
11 月 28 日総務

省行政管理局長

通知）に基づき

業務方法書に定

めた事項の運用

を確実に図るこ

と。年金積立金

の管理及び運用

に当たっては、

専門性の向上を

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

２．内部統制の

一層の強化に向

けた体制強化 

 経営委員会が

策定する「内部

統 制の基 本方

針」等に基づき、

法令遵守・受託

者責任等の徹底

を図り、投資原

則・行動規範を

遵守するととも

に、他の民間金

融機関等の例も

参考にしつつ内

部統制等の体制

の一層の強化を

図り、国民から

より一層信頼さ

れる組織づくり

を進める。 

年金積立金の管

理及び運用に当

たっては、専門

性の向上を図る

とともに、責任

体制の明確化を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．内部統制の

一層の強化に向

けた体制強化 

（１）経営委員

会 が策定する

「内部統制の基

本方針」等に基

づき、法令遵守・

受託者責任等の

徹底を図り、投

資原則・行動規

範を遵守すると

ともに、他の民

間金融機関等の

例 も参考にし

て、運用コンプ

ライアンスに係

る専門性を備え

たコンプライア

ンス専門部署を

設置し、３線管

理の枠組みによ

る多重化した牽

制体制を強化す

るなど、内部統

制等の体制の一

層の強化を図る

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（５）経営委員会

が作成した「内部

統制の基本方針」

等に基づき、内部

統制等の体制の一

層の強化を図って

いるか。また、「「独

立行政法人の業務

の適正を確保する

ための体制等の整

備」について」に

基づき業務方法書

に定めた事項の運

用を確実に実施し

ているか。さらに、

専門性の向上を図

るとともに、責任

体制の明確化を図

り、年金積立金の

運用に関わる全て

の者について、法

令遵守並びに慎重

な専門家としての

注意義務及び忠実

義務の遵守を徹底

しているか。 

その際、運用受託

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

２．内部統制の一層の強化に向けた体制強化 

（１）「内部統制の基本方針」等に基づき、内部統制委員会等を通じて法令遵

守・受託者責任等の徹底を図った。投資原則・行動規範をはじめとする関

係法令及び業務方針等の遵守徹底のため、これらを法人内ネットワーク

上に掲載し、内部規程等の改正の都度、メール等により役職員に周知を行

うとともに、役職員全員がポケットサイズの投資原則・行動規範を携行し

ている。 

コンプライアンス・リスク管理の高度化を図るため、令和７年９月に運

用コンプライアンスに係る専門性を備えたコンプライアンス室を設置し

て２線部署による牽制体制を強化し、コンプライアンス・リスクに対する

内部監査を実施するなど３線の管理強化を行う等、多重的な牽制体制の

高度化を図った。 

 

（２）内部統制については、「内部統制の基本方針」等に基づき以下のとおり

適切に行った。 

① 理事長、理事及び職員の職務の執行が法令に適合することを確保す

るための体制 

法令等の遵守について、投資原則・行動規範をはじめとする関係法令

及び業務方針等の遵守徹底のため、これらを法人内ネットワーク上に

掲載し、内部規程等の改正の都度、メール等により役職員に周知を行う

とともに、役職員全員がポケットサイズの投資原則・行動規範を携行し

ている。 

② 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

理事長を委員長とする運用リスク管理委員会（毎月１回）により、運

用リスク（年金積立金の管理及び運用に伴う各種リスクの管理）の適切

な管理を行った。 

業務リスクが顕在化した場合には、同様の事例の発生予防のため、発

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）年度計画に定める所期の目標を達成している。 
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図るとともに、

責任体制の明確

化を図り、年金

積立金の運用に

関わる全ての者

について、法令

遵守並びに慎重

な専門家の注意

義務及び忠実義

務の遵守を徹底

すること。 
また、国民の

一層の信頼を確

保する観点か

ら、業務執行能

力の向上を図り

つつ、業務執行

の透明性・公正

性の確保に一層

取り組むととも

に、内部統制上

の課題を把握し

つつ、法令等の

遵守の確保等を

的確に実施する

ための内部統制

体制・コンプラ

イアンスの一層

の充実・強化に

取り組むこと。 
さらに、法人の

業務が運用受託

機関等との不適

切な関係を疑わ

れることがない

よう、役職員の

再就職に関し適

切な措置を講ず

ること。 
 
 
 
 

図り、慎重な専

門家の注意義務

及び忠実義務を

踏まえ、関係法

令、中期目標、中

期計画及び第１

の１に定める年

金積立金の管理

及び運用に関す

る具体的な方針

等の周知及び遵

守 の徹底 を図

る。また、運用受

託機関等に対し

て、関係法令等

の遵守を徹底す

るよう求める。 

業務執行能力の

向 上を図 りつ

つ、業務執行の

透明性・公正性

の確保に一層取

り 組むと とも

に、内部統制体

制・コンプライ

アンスの徹底を

図り、法令遵守

の確保等を一層

的確に実施でき

るよう、客観性

及び専門性の高

い法律専門家等

を活用し、法務

体制・機能の更

なる拡充・強化・

活用を進める。

また、運用受託

機関等との不適

切な関係を疑わ

れることがない

よう、役職員の

再就職に関する

ルールの徹底を

ことにより、国

民から一層信頼

される組織づく

りを進める。 

 

（２）年金積立

金の管理及び運

用 に当たって

は、専門性の向

上を図るととも

に、責任体制の

明確化を図り、

受託者責任（慎

重な専門家の注

意義務及び忠実

義務の遵守）を

踏まえ、関係法

令、中期目標、中

期計画及び第１

の１に定める年

金積立金の管理

及び運用に関す

る具体的な方針

等の周知及び遵

守の徹底、役職

員への研修の実

施等を行う。 

また、運用受

託機関等に対し

て、ガバナンス

体制及び利益相

反の防止体制の

確立並びに関係

法令等の遵守を

徹底するよう求

める。 

 

（３）業務執行

能力の向上を図

りつつ、業務執

行の透明性・公

正性の確保に一

層取り組む。ま

機関等に対して、

関係法令等の遵守

を徹底するよう求

めているか。 

 

（６）国民の一層

の信頼を確保する

観点から、業務執

行能力の向上を図

りつつ、業務執行

の透明性・公正性

の確保に一層取り

組んでいるか。 

 

 

（７）内部統制上

の課題を把握しつ

つ、法令等の遵守

の確保等を的確に

実施するため、法

務体制・機能の更

なる拡充・強化・

活用を含む内部統

制体制・コンプラ

イアンスの一層の

充実・強化に取り

組んでいるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生の原因、発生時の対応及び改善策を法人内に都度周知した。 

また、令和元年度に制定した業務リスク等管理規程等に則り、理事

長を委員長とする内部統制委員会において、業務リスクの管理や顕在

化予防のため、潜在的な業務リスク等の識別、分析及び評価等に関連

する事項を議決したほか、顕在化した業務リスクに関する情報を共有

した。 

③ 理事長及び理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するた

めの体制 

役員及び幹部職員が出席する投資委員会及び経営企画会議により、

重要事項に関する討議、情報の共有を図るなど、理事長のリーダーシッ

プの下、法人の業務の有効性、効率性の確保に努めた。 

また、運用の高度化により中期目標達成の難易度が高まっているた

め、目標達成に向けた各取組に対して各年度の到達目標やマイルスト

ーンを紐づけ、これを半年ごとに更新するとともに、月次で進捗を管理

する PDCAサイクルを導入することで、事業運営の改善を図った。 

 

（３）運用受託機関及び資産管理機関における関係法令等の遵守の徹底を図

るため、ミーティング時及びリスク・資産管理の状況に係る報告を求め

る際、次の措置を行った。 

① 契約及びガイドラインに定めた次の事項について、遵守の徹底を

求めた。 

ア 運用手法、運用体制等 

イ 資産管理の方法 

ウ 資産管理体制の変更についての事前連絡 

エ 重大な変更についての事前協議 

オ 法令遵守体制の確立 

カ 外部監査の導入等のコンプライアンスの徹底 

キ リスク管理指標の管理目標値に沿った運用 

ク 売買執行等の事務処理におけるオペレーショナル・リスクへの

配慮等のリスク管理 

ケ 株主利益の最大化を図るためのスチュワードシップ責任･株主

議決権行使への取組 

コ 資産管理上の留意点 

 

② コンプライアンスの遵守状況の確認として、次の事項について、

関係法令等の遵守が適切になされているかを確認した。 

＜運用受託機関＞ 

ア 投資対象 

イ 投資対象国 

ウ 銘柄格付 

エ 禁止取引 

オ 利益相反行為の回避 

カ 自社又は関連会社の有価証券への投資 

 

 

 

 

 

（６）年度計画に定める所期の目標を達成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）コンプライアンス室及びコンプライアンス相談窓口の設置、コン

プライアンス・プログラムの策定、内部通報・外部通報等の案件に

対する調査等、コンプライアンスの充実・強化を図り、年度計画を

上回る成果が得られた。 
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図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た、法務支援機

能 の更なる拡

充・強化・活用を

進 めるととも

に、運用コンプ

ライアンスに係

る専門性を備え

たコンプライア

ンス専門部署の

設置などコンプ

ライアンス体制

を強化し、リス

クの管理や法令

遵守の確保等を

的 確に実施す

る。内部通報・外

部通報やハラス

メントに関する

相談等について

適 切に取り扱

う。 

また、内部統

制やコンプライ

アンスに関する

進んだ知見の収

集を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キ 政策投資 

ク クロス取引 

ケ 最良執行に関する事項 

コ 外部監査状況 

サ 問題発生時の対応 

シ 受託業務に係る内部統制の記述書及び保証報告書の項目等 

なお、内部統制の保証報告書について、提出を求め、その保証内

容を確認した。 

＜資産管理機関＞ 

ア 実績・遵守状況・担当部署 

イ 利益相反行為の回避 

ウ 外部クロス取引 

エ 内部監査状況 

オ 外部監査状況 

カ 問題発生時の対応 

キ  受託業務に係る内部統制の記述書及び保証報告書の項目等 

なお、内部統制の保証報告書について、提出を求め、その保証内

容を確認した。 

 

（４）内部監査等の実施 

 内部監査人協会の「グローバル内部監査基準」が改訂されたことを踏

まえ、全社レベルのリスクアセスメントに基づく監査計画を上半期および

下半期で策定、個別監査計画や個別監査プログラム、監査調書および監査

報告書を作成し、理事長や監査委員会等へタイムリーに報告し、被監査部

署へ業務改善や内部統制強化を促した。内部監査では客観的なアシュアラ

ンスに加え、助言や真因分析を実施した。さらに、共通業務基盤や業務継

続計画（BCP）に対してはオフサイトモニタリングを実施した。 

 

（５）監査委員会監査 

① 監査委員会による監査については、2024 年度監査委員会監査計画（令

和６年６月 27 日通知）、2025 年度監査委員会監査計画（令和７年６月

25日通知）に基づき、下表のとおり実施した。 

 

年 月 対象部室等 実施内容等 

R7.6 経理部 令和６年度決算(会計)監査 

R7.6 理事長 
令和６年度監査報告(内部統制を含

む。) 

R8.2 

～ 

R8.3 

経営委員

（監査委員

を除く）、理

事長、理事

及び監査対

象部室等 

経営委員長、経営委員、理事長、理事及

び監査対象部室等（審議役、総務部、人

事部、経理部、企画部、調査数理部、運

用リスク管理部、情報管理部、投資運用

部、ESG・スチュワードシップ推進部、

オルタナティブ投資部、運用管理部、法
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務室、コンプライアンス室、監査室、シ

ニアＩＴアドバイザー）に対する業務

監査ヒアリング 

通年 全部室 

理事長・理事との面談、投資委員会、経

営企画会議その他重要会議への出席、

経営委員会への出席、各種会議資料・決

裁文書等監査委員会回付資料等の閲覧

及び説明聴取等 

 

②  令和７年度における監査委員会監査の充実・強化の取組実績 

ア 令和７年度の監査委員会監査計画を作成して経営委員長及び理事

長に通知するとともに、経営委員会及び経営企画会議でその内容を

説明することで、監査委員会監査の問題意識や主眼点を役職員に周

知した。 

イ 四半期ごとに監査委員会の活動状況を経営委員会に報告した。 

ウ 会計監査人及び監査室と随時会合を持つなど緊密な連携を保ちつ

つ、財務及び非財務情報に係る信頼性を確保するため、監査委員会、

会計監査人及び監査室で組織する「三様監査会議」を開催した。 

エ 経営委員会への出席、理事長及び理事を含む執行部との面談及び

随時の調査等に加えて、執行部が主催する経営企画会議、投資委員

会、契約審査会等の重要な会議・委員会に出席し、必要に応じて監査

委員として意見表明を行うことなどによって、不正・不祥事の未然防

止、意思決定の合理性・透明性の確保、業務運営の改善といった予防

的観点に加えて、自律的ＰＤＣＡサイクルが機能しているかという

観点から日常的に監査・監視を実施した。 

オ 監査委員会監査を（a）業務運営の適正性・効率性、内部統制状況

を確認・検証する「業務監査」、（b）財務報告の信頼性を確保する「会

計監査」、（c）監査委員会による監査が定められた事項や法人の講ず

べき措置の実施状況を検証する「重点事項監査」に分類し、「監査委

員会による監査及び監視の実施に関する規程」に基づき監査を実施

した。 

カ 自家（インハウス）運用における取引先選定に関し、その職務執行

の公平性・透明性についてモニタリングを継続した。 

 

（６）会計監査人の監査 

会計監査人による監査については、令和６年度の決算に係る会計監査

及び令和７年度の会計監査(期中監査)が、下表のとおり実施された。 

また、令和６年度の決算に係る監査報告書については、６月開催の監査

委員会及び経営委員会に報告した。 

 

年 月 実施内容等 

R7.4～5 令和６年度の会計監査（期中監査） 
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R7.5～6 令和６年度の会計監査（期末監査） 

R7.6 令和６年度の「独立監査人の監査報告書」受領 

R7.11 ～

R8.3 
令和７年度の会計監査（期中監査） 

 

（３）コンプライアンス・リスク管理の高度化を図るため、令和７年９月に運

用コンプライアンスに係る専門性を備えたコンプライアンス室を設置し

た。 

また、新たにコンプライアンス相談窓口を開設し、コンプライアンスに

関する相談を受け付ける体制を整備の上、役職員へ周知した。 

複数寄せられた内部通報・外部通報に関する案件について、コンプライ

アンス室が自ら調査し、適切に対応した。 

加えて、法人業務に則した内容のトピックス、コンプライアンス室に寄

せられる相談等の身近な内容を盛り込んだコンプライアンス・レターを

創刊し、コンプライアンスに関する啓発を行った。 

さらに、コンプライアンス・リスク管理を高度化するため、初めてコン

プライアンス・プログラム（年度計画）を策定し、当該プログラムに基づ

いたコンプライアンス研修を計画的に実施した。研修の実施に当たって

は従来の研修に加え、新たに証券取引等監視委員会と協働して運用コン

プライアンスの強化を目的とした研修を実施するとともに、コンプライ

アンス室の職員全員が外部研修に参加することにより、知見の収集に取

り組んだ。 

 

  【コンプライアンス研修実施内容】 

 
 

 

 

 

 

 

 

コンプライアンス・オフィサーと法務室が連携して、法務室が構築

した外部弁護士ネットワークの活用（具体的な事例は①～③のとお

り。）を含めた内部統制体制を整備し、リスクの管理や法令遵守の確保

等を的確に実施している。 
①複数寄せられた内部・外部からの通報や情報提供、相談については、法

務室及び外部弁護士の専門的知見を活用しつつ調査を行う等、適切に

対応した。また、通報事案に係る調査結果を踏まえて所要の業務改善を

図った。 

②外部に設置する内部通報窓口を担当する弁護士等より、内部統制やコ

ンプライアンスに関する進んだ知見を得た。 

③内部通報・外部通報制度を適切に運用することを目的として、外部に設

研修名 対象者 

インサイダー取引に関する研修 全役職員 

相場操縦に関する研修 投資運用部 

ハラスメント研修 管理職 

倫理規程に関する研修 全役職員 
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第１ ２. 国民

から信頼され、

法人としての使

命を着実に果た

すための健全な

組織運営 
平成 29 年 10 月

に施行されたガ

バナンス改革の

趣旨を踏まえ、

引き続き、意思

決定・監督を担

う経営委員会、

監査等を担う監

査委員会及び執

行を担う理事長

等が、適切に役

割分担及び連携

を図りながら、

自律的なＰＤＣ

Ａサイクルを機

能させることに

より、国民から

の信頼に応え、

法人としての使

命を着実に果た

すための健全な

組織運営を確保

すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第１ ２. 国民

から信頼され、

管理運用法人と

しての使命を着

実に果たすため

の健全な組織運

営 

意思決定・監督

を担う経営委員

会、監査等を担

う監査委員会及

び執行を担う理

事長等が、適切

に役割分担及び

連携を図りなが

ら、自律的なＰ

ＤＣＡサイクル

を十分機能させ

ることにより、

引き続き国民か

ら の信頼 に応

え、管理運用法

人としての使命

を着実に果たす

ための健全な組

織運営を確保す

る。また、経営委

員会の判断事例

の蓄積を活用し

 

 

 

 

 

（４）運用受託

機関等との不適

切な関係を疑わ

れることがない

よう、役職員の

再就職に関する

ルールの徹底を

図る。 

 
２．国民から信

頼され、管理運

用法人としての

使命を着実に果

たすための健全

な組織運営 
意思決定・監

督を担う経営委

員会、監査等を

担う監査委員会

及び執行を担う

理事長等が、適

切に役割分担及

び連携を図りな

がら、自律的な

ＰＤＣＡサイク

ルを十分機能さ

せ ることによ

り、引き続き国

民からの信頼に

応え、管理運用

法人としての使

命を着実に果た

すための健全な

組織運営を確保

する。また、経営

委員会の判断事

例の蓄積を活用

して、経営委員

 

 

 

 

 

（８）法人の業務

が運用受託機関等

との不適切な関係

を疑われることが

ないよう、役職員

の再就職に関し適

切な措置を講じて

いるか。 

 

（９）平成 29年 10

月のガバナンス改

革の趣旨を踏ま

え、引き続き、意

思決定・監督を担

う経営委員会、監

査等を担う監査委

員会及び執行を担

う理事長等が適切

に役割分担及び連

携を図りながら、

自律的な PDCA サ

イクルを十分に機

能させ、国民から

の信頼に応え、法

人としての使命を

着実に果たすため

の健全な組織体制

が確保されている

か。 

 

（10）経営委員会

の判断事例の蓄積

を活用して、透明

性の向上に資する

取組を行っている

か。 

 

 

置する内部通報窓口を担当する弁護士の知見を活用しながら、担当者向

け通報窓口マニュアルの整備を進めた。 

 

 

 

（４）役職員の再就職に関するルールを適切に管理し、再就職を決めた職員か

ら在職中の再就職に関する届出及び退職後の金融事業者への再就職に関する

届出を受領し、その内容について問題がないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

２．国民から一層信頼される組織体制の確立及び業務運営の透明性の確保 
経営委員会は、重要事項について議決したほか、執行部が適切に業務を行っ

ているか、審議・報告を通じて監督を行った。 

監査委員会は、独立した立場から、内部統制の有効性に関する事項について

監査等を行い、その結果を経営委員会及び執行部に共有した。 

執行部は経営委員会、監査委員会からの指摘等を踏まえて業務の改善を図

った。 

このように、意思決定・監督を担う経営委員会、監査等を担う監査委員会及

び執行を担う理事長等が、適切に役割分担及び連携を図りながら、自律的なＰ

ＤＣＡサイクルを十分機能させた。 

 なお、令和７年度に開催した経営委員会の議決事項のうち、原則的な考え方

等があると判断される新たな議決事項はなかったため、経営委員会規程別表

の改正は行わなかった。 

 

 職員現況調査（記述式）を基に、職員面談を実施し、業務運営への積極的な

関与を促すとともに働きがいのある職場づくりに活かすため、業務運営に係

る意見等を聴取した。 

 また、人事評価（能力評価）において、積極性（業務改善提案等の取組）を

評価項目としており、職員の能動的な業務関与を促すこととしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）年度計画に定める所期の目標を達成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）年度計画に定める所期の目標を達成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10） 年度計画に定める所期の目標を達成している。 
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３．監査委員会

の機能強化等に

よるガバナンス

強化 
監 査 委 員 会

は、法人の業務

の監査を行うと

ともに、経営委

員会の定めると

ころにより管理

運用業務の実施

状況の監視を行

う。また、監査委

員は、役員が不

正の行為を行っ

たと認める場合

て、経営委員会

の議決事項を整

理し、規程化す

る等の透明性の

向上に資する取

組を引き続き推

進する。 

役職員の業務運

営への積極的な

関与を促進する

ため、役職員意

識調査を年１回

実施し、継続的

に業務運営の改

善を図る。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３．監査委員会

の機能強化等に

よるガバナンス

強化 

（１）監査委員

会の職務の実効

性確保のための

体制強化 

管 理運用 法人

は、監査委員会

を補佐する体制

を強化するとと

もに、監査委員

会による監査に

必要な費用を手

当てするなど、

会の議決事項を

整理し、規程化

する等の透明性

の向上に資する

取組を引き続き

推進する。 

役職員の業務

運営への積極的

な関与を促進す

るため、役職員

意識調査を少な

くとも年１回実

施し、その結果

を働きがいのあ

る職場づくりに

活かす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．監査委員会

の機能強化等に

よるガバナンス

強化 

監 査 委 員 会

は、以下の点に

重点を置いて監

査及び監視を行

う。 

（１）ガバナン

スの骨格をなす

内部諸規定の施

行状況、運用の

高度化・多様化

に対応した以下

の内部統制機能

 

 

 

 

 

 

 

（11）役職員の業

務運営への積極的

な関与を促進する

ため、役職員意識

調査を年１回実施

し、継続的に業務

運営の改善に取り

組んでいるか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（12）監査委員会

の職務の執行のた

めに必要な体制を

整備するととも

に、基本的方針に

基づき、監査委員

会の機能強化等を

行う等実効性を向

上させているか。 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．監査委員会の機能強化等によるガバナンス強化 

（１）監査委員会は、運用の高度化、多様化に対応した内部統制機能（運用リ

スク管理、業務リスク管理、コンプライアンス、法務、内部監査）の整備・

運用状況及び機能強化の取組状況について、経営委員会への出席、理事長

及び理事を含む執行部との面談、執行部が主催する経営企画会議及び投

資委員会等の重要な会議・委員会への陪席、業務監査、並びに監査委員会

へ執行部を適宜招聘すること等によって監視し、その実効性を検証した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（11）年度計画に定める所期の目標を達成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（12）年度計画に定める所期の目標を達成している。 
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等には、その旨

を理事長、経営

委員会及び厚生

労働大臣に報告

する義務等を負

っている。この

ような監査委員

会の職務等の重

要性に鑑み、法

及びその他関係

法令に基づき、

監査委員会の職

務の執行のため

に必要な体制を

整備するととも

に、基本的方針

に基づき、監査

委員会の機能強

化等を行う等実

効性を向上させ

ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

監査委員会がそ

の役割を十分に

発揮できるよう

な環境の整備・

改善を図る。 

 

（２）監査及び

監視の方針 

監査委員会は、

監 査委員 会規

程、監査委員会

による監査及び

監視の実施に関

する規程並びに

内部統制に関す

る監査委員会監

査実施基準を監

査の方針として

位置付け、これ

らの方針に基づ

き管理運用法人

の業務の監査及

び監視を行う。 

なお、中期計画

期間中の状況変

化に対応し、適

切な監査を実施

するために方針

も 随時改 正す

る。 

 

（３）監査計画

の策定と計画に

基づく監査の実

施 

監査委員会は、

各年度の業務監

査や会計監査の

結果に基づき当

該年度の監査報

告を作成すると

ともに、次年度

の監査方針とし

の整備・運用状

況及び機能強化

の取組状況につ

いて、その実効

性を検証する。 

・運用リスク管

理 

・業務リスク管

理（ＩＴ関係を

含む。） 

・コンプライア

ンス 

・法務 

・内部監査 

また、その結果

や管理運用法人

の置かれた状況

などを踏まえ、

必要に応じて、

更なるガバナン

ス強化に資する

提言・提案を行

う。 

 

（２）以下の組

織強化の取組に

対 する運営状

況、進捗状況に

ついて、その実

効 性を検証す

る。 

・人材の管理、

採用、評価及び

育成 

・女性の活躍推

進 

・柔軟な働き方 

 

（３）監査委員

が契約審査会や

投資委員会に陪

席することによ

り、管理運用法

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）監査委員は、人材の管理、採用、評価及び育成、女性の活躍推進、柔軟

な働き方等について監査委員会や業務監査等を通じて運営状況、進捗状

況について検証した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）監査委員は、契約審査会や投資委員会に陪席し、そこで審議される調達

方法、概算所要額、契約内容、契約先の選定プロセス等について意見を述

べることで、管理運用法人の契約関係の公正性について確認した。また、

監査委員会は、外部有識者と構成する契約監視委員会を２回開催し、調達

手続等の改善の取組や契約審査会審議案件に係る契約手続の進捗状況な
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て監査計画を策

定して経営委員

会 及び執 行部

（以下「監査対

象」という。）に

示し、当該計画

に沿った監査を

実施する。 

監査委員会は、

各年度の業務監

査及び会計監査

の結果を監査対

象にフィードバ

ックするなど、

監査対象とのコ

ミュニケーショ

ンを図ること、

監査室その他内

部統制機能を所

管する部署と緊

密な連携を保つ

こと、加えて、監

査委員向けの研

修や連絡会議に

参加すること等

によって、そこ

から得られた情

報・知見を監査

の実施に反映す

るなど、監査の

ＰＤＣＡサイク

ルを回すことに

よって監査の実

効性を向上させ

る。 

 

（４）内部諸規

定に基づく業務

運営の点検 

監査委員会は、

業務運営が内部

諸規定に基づき

行 われて いる

人の契約関係の

公正性を確認す

るとともに、監

査委員会が外部

有識者を含む契

約監視委員会を

複数回開催し、

管理運用法人の

契約関係の公正

性確保に係る検

証及び改善策の

検討を行う。 

 

 

（４）監査委員

会が、会計監査

人候補者の選定

を 行うととも

に、会計監査人

及び監査室との

連携を一層強化

して監査及び監

視の実効性を高

める。 

 

（５）運用の高

度化・多様化に

伴い、監査委員

会を補佐するた

めの体制強化の

方策について検

討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

どについての報告を受け、それに対して議論を行うことで、管理運用法人

の契約関係の公正性確保に係る検証及び改善策の検討を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）監査委員会は、今中期計画期間における新たな会計監査人候補者の選定

を行った。 

また、会計監査人及び監査室と随時意見交換や情報交換を行い、さら

に、監査室に対しては、管理運用法人を取り巻く環境を踏まえた監査項目

の実施を要望し、当該監査項目が内部監査計画に反映され実施されるな

ど、他の監査機関との連携を一層強化して監査及び監視の実効性を高め

るための取組を行った。 

 

 

 

 

（５）監査室における専門人材の増員やコンプライアンス室の新設等、監査委

員会と密接に連携する部室の体制強化を通じて、監査委員会監査体制の

強化に繋がった。 
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か、業務監査を

通じて確認する

とともに、必要

があると認める

ときは、経営委

員会若しくは理

事長又は厚生労

働大臣に対して

意 見を提 出す

る。 

 

 

４．施設及び設

備に関する計画 

なし 

 

５．中期目標期

間を超える債務

負担 

 中期目標期間

を超える債務負

担については、

管理及び運用業

務を効率的に実

施するために、

当該債務負担行

為の必要性及び

適 切性を 勘案

し、合理的と判

断されるものに

ついて行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．施設及び設

備に関する計画 

  なし 

 

７．中期目標期

間を超える債務

負担 

中期目標期間

を超える債務負

担については、

管理及び運用業

務を効率的に実

施するために、

当該債務負担行

為の必要性及び

適 切性を勘案

し、合理的と判

断されるものに

ついて行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．施設及び設備に関する計画 

なし 

 

 

 

７．中期目標期間を超える債務負担 

調達する業務の特性を踏まえ、中期目標期間を超える債務負担行為を行

うことの必要性及び適切性を勘案し、合理的と判断される調達について、契

約審査会の審議を経て、中期目標期間を超える債務負担を実施したところ

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈課題と対応〉 
 特になし 

 

 

 

 


